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第１章  計画策定の考え方 

 

 

１ 計画の目的 

我が国では、人口の減少とともに少子高齢化や核家族化等が進行し、子どもと家

庭を取り巻く社会環境は、大きく変化しています。また、新型コロナウイルス感染

症の流行は、子ども本人や妊娠・出産、子育ての当事者にも大きな影響を与え、安

心して子どもを生み育てられる環境を整備することの重要性を改めて浮き彫りに

しました。 
 

子ども・子育て分野における近年の重要な展開として、令和５年４月に、「こど

も基本法」が施行されました。こども基本法は、「日本国憲法及び児童の権利に関

する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格

形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心

身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわ

たって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指す」ものです。また、同じ

く５年４月に「こども家庭庁」が発足し、同年12月には、こども基本法の理念に基

づき、子ども政策を総合的に推進するための政府全体の子ども施策の基本的な方針

等を定める「こども大綱」が閣議決定されました。さらに、社会全体で持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）1に関する取組が広がり、未来を生きていく子どもたちにとっ

て、大切な視点となっています。 
 

文京区ではこれまで、地域福祉保健計画の分野別計画の１つとして「子育て支援

計画」を策定し、本計画に基づき、子育て、保育、教育、地域等の環境の整備・充

実を図り、これから生まれる子どもも含めた全ての子どもが健やかに暮らし、育つ

権利を保障することで、子どもたちがそれぞれに自身の未来を拓きつつ、共に未来

の社会を担うことのできるまちづくりを進めてきました。 

そして、令和７年４月開設の児童相談所については、「（仮称）文京区児童相談所

運営計画」に基づき、子ども家庭支援センターや関係機関等との相談援助における

連携体制を構築するなど、準備を進めてきました。 

さらに、子どもの権利条約の理念に基づき、「（仮称）こどもの権利に関する条例」

を令和８年４月に施行する予定です。条例の制定に当たっては、子ども本人を含む

 
1 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」に記載された 2030 年までの国際目標。貧困対策や気候変動、生物多様性、ジェンダーなど、世界が抱える課題

を解決し、持続可能な社会をつくるための 17 のゴール・169 のターゲットから構成される。 



第１章 計画策定の考え方 

 
4 

子どもの権利条約と４つの原則について 

区民の皆様からのご意見を聴きながら検討を進めています。また、毎年９月から11

月までを「文の京こども月間」とし、重点的に子どもの権利の普及啓発に取り組ん

でいます。 

 

このような状況下、子ども・子育て支援施策の継続性を確保し、更なる取組を推

進するため、「子育て支援計画（次世代育成支援行動計画、子ども・子育て支援事

業計画、子どもの貧困対策計画）」（令和７年度～11年度）を策定します。 

今後しばらくは、本区において年少人口の増加が見込まれるなど、全国とは異な

る動向も見られ、本区独自の傾向を把握することが重要です。また、在住外国人の

人口は増加傾向であり、区として、外国人住民やその家族との相互理解や共生に向

けた取組を推進する必要があります。 

子どもたちに輝く未来をつなぐため、子ども一人ひとりの多様な背景を把握し、

不登校やひきこもり、障害児、医療的ケア児、ヤングケアラー、外国人等を含む全

ての子どもの最善の利益を守れるよう、本計画に基づき、子どもと子育て家庭の意

見を尊重し、本区の特性を反映した子育て支援施策を推進していきます。 

 

 

 

 

「子どもの権利条約」は1989年11月20日に国連総会で決められ、

今は、世界の196の国と地域が子どもの権利を守ることを約束し、

大切にしています。この条約には、４つの大切な考え方があります。 

なお、条約の全文については、199ページに掲載しています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

全ての子どもは、人種、国籍、性、

意見、障害、経済状況などどんな理由

でも差別されません。 

差別の禁止 

子どもに関することが決められ、行

われるときは、「その子どもにとって

最もよいことは何か」を第一に考えま

す。 

子どもの最善の利益 

全ての子どもの命が守られ、もって

生まれた能力を十分に伸ばして成長

できるよう、必要な支援を受けること

ができます。 

命を守られ成長できること 

子どもは自分に関係のある事柄に

ついて自由に意見を表すことができ、

子どもの意見はその年齢や発達に応

じて考慮されます。 

子どもの意見の尊重 
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２ 計画の性格・構成 

本計画は、本区の福祉保健を推進するための基本となる総合計画である「地域福

祉保健計画」の分野別計画の１つであると同時に、次世代育成支援対策推進法第８

条第１項の規定により定める文京区の行動計画、子ども・子育て支援法第61条第１

項の規定により定める子ども・子育て支援事業計画及び子どもの貧困の解消に向け

た対策の推進に関する法律第10条第２項の規定により定める子どもの貧困対策計

画としての性格も併せもつものです。 

 

法律に基づく計画名 根拠法令 本区における計画名 

次世代育成支援行動計画 
次世代育成支援対策推進法 

第８条第１項 

子育て支援計画 子ども・子育て支援事業計画 
子ども・子育て支援法 

第 61 条第１項 

子どもの貧困対策計画 
子どもの貧困の解消に向けた 

対策の推進に関する法律 
第 10 条第２項 

 

分野別計画は、「子育て支援計画」のほか、「高齢者・介護保険事業計画」、「障害

者・児計画」、「保健医療計画」及び全ての分野に共通するものや地域福祉全般に関

わる施策等をまとめた「地域福祉保健の推進計画」の５分野で構成されています。 
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３ 計画の期間 

本計画は、令和７年度から11年度までの５年間を計画期間とします。 

なお、将来人口の変化等により、計画期間中に見直しが必要な状況となった場合

には、必要に応じて計画の見直しを行うものとします。 

 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

       

       

       

 

   

整

合 

「文の京」総合戦略 

令和６年度～令和９年度 

地域福祉保健計画 

前回計画 

令和２年度～ 

令和６年度 

子育て支援計画 
令和７年度～令和 11 年度 

地域福祉保健の推進計画 

高齢者・介護保険事業計画 

障害者・児計画 

保健医療計画 
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４ 計画の推進に向けて 

（１）地域の連携と支え合いによる地域福祉保健の推進  

地域では、区民、町会・自治会、民生委員・児童委員、福祉関係事業者、医療機

関、ＮＰＯ、ボランティア団体など様々な主体が地域福祉保健の推進のために、日々

主体的に活動しています。 

本計画を推進していく上では、こうした地域による主体的な活動の裾野をさらに

広げ、様々な主体間の連携を強化するとともに、支援される方たちが時には支援す

る担い手として活躍するような地域ぐるみの支え合いを推進していくことが大切

です。 

区は、制度的に位置づけられた公的な福祉保健サービスを適切に提供するととも

に、地域福祉の推進を担う社会福祉協議会と緊密に連携し、地域の主体的な活動へ

の積極的な支援や様々な主体間の連携を図ることを通して、各主体と協働して地域

ぐるみの支え合いを推進します。 

主体間の連携を強化し地域ぐるみの支え合いを推進 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

・高齢者あんしん相談センター 
・障害者基幹相談支援センター 
・子ども家庭支援センター 
・児童発達支援センター 
・保健所  
・教育センター     等 

・権利擁護センター（あんしんサポート文京） 
・ボランティア支援センター 
・フミコム（地域連携ステーション） 
・ファミリー・サポート・センター 
                 等 

緊密に連携 
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社会福祉協議会とは？ 

 
 
  
  
 
 
  

社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき「地域福祉の推進」を目的に、全国・都

道府県・市区町村のそれぞれに組織されている非営利の民間団体で、文京区社会福

祉協議会は、昭和 27 年（1952 年）に設立されました。 

文京区社会福祉協議会では、地域福祉を推進するため、主に次のような事業を展

開しています。 

 

１ 地域福祉コーディネーターの配置による小地域福祉活動の推進 

２ 生活支援コーディネーターの配置による地域の支え合い体制づくりの推進 

３ 地域の支え合い活動や日常的な相談の中心となる多機能な居場所の活動支援 

４ 地域交流の場を通した支え合いの仕組みづくり（ふれあいいきいきサロン） 

５ 地域の子どもを対象とした食事の提供を通した居場所づくり（子ども食堂） 

６ ボランティア・市民活動の相談・支援（文京ボランティアセンター） 

７ ＮＰＯ等によるつながりを創出した地域課題への解決支援（地域連携ステーション） 

８ 家事援助を中心とした有償在宅福祉（いきいきサポート事業） 

９ 子育ての相互援助事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

10 身近に頼れる親族がいない方向けの単身高齢者等終活支援事業（文京ユアストーリー） 

11 判断能力が不十分な方への福祉サービス利用援助事業 

12 権利擁護支援に係る地域連携ネットワークの推進（成年後見中核機関事業） 

13 被災者支援のボランティア活動を円滑に進めるための災害ボランティア体制の整備 

 

また、社会福祉協議会では「文京区地域福祉活動計画」を策定し、その基本理念

である「知り合い、伝え・伝わり、心を寛（ひろ）げ、つながりをもつことで、『お

互いさま』が生まれるまち」の実現に向け、地域住民を始め、地域福祉関係者・関

係団体等の様々な活動主体と協働して、地域福祉の向上と充実に取り組んでいます。 

区では、文京区地域福祉活動計画とも連携を図りながら本計画を推進し、区、民

生委員・児童委員、地域福祉関係者等と一緒に、支え合いのまちづくりを進めてい

ます。 
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（２）地域共生社会の実現に向けた方向性  

区ではこれまで、地域共生社会2の実現に向けて、「必要な支援を包括的に提供す

る」考え方を各分野に普遍化していくことを目指して、全区民を対象とした文京区

における地域包括ケアシステムの構築に取り組んでまいりました。あわせて、包括

的な相談支援を進めるため、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉、生活困窮などの

各社会保障制度に基づく専門的支援について、組織間や地域との連携強化を図るこ

とで、子どもの貧困対策、医療的ケア児の支援、ひきこもり支援などの多分野にわ

たる課題に対応してまいりました。 

しかしながら、進行する少子高齢化や、血縁・地縁・社縁による共同体機能の脆

弱化など社会構造が変化しており、新たな生活課題が制度の狭間に陥りやすいリス

クが生じています。このような必要な支援が届きにくく、孤立化するリスクが高い

事例において、課題や分野ごとの支援体制では対応が困難なケースが増加しており、

一つの世帯に複数の課題が存在している状態も見受けられるようになりました。 

区では、こうした複雑化・複合化した課題や制度の狭間にあるニーズにも対応で

きるよう、社会福祉法に基づく重層的支援体制整備事業を文京区における地域包括

ケアシステムに取り入れ、分野横断的に多機関が連携した重層的なセーフティーネ

ットの構築を目指してまいります。また、重層的支援体制の３つの支援（相談支援、

参加支援、地域づくりに向けた支援）を一体的に実施できるよう、関係部署、機関、

団体等と協議を重ねながら連携を図り、適切な支援につなげ、家族全体の支援を行

うことができる体制整備を進めてまいります。 

同時に、都市部である本区において、社会経済活動の変化や、人口減少・少子高

齢化に伴う地域の生活課題の複雑化・個別化から生じる「2040年問題3」も見据え、

地域課題の解決を試みる仕組みに全区民が主体的に参加しやすくなるよう、地域の

再構築を進めていく必要があります。 

引き続き、文京区における地域包括ケアシステムを推進しながら、世代や年齢、

障害の有無等に関わらずに参加できる多世代交流（ごちゃまぜ）の場を通じて、多

様な主体が合意形成を図りながら、緩やかなつながりをもって参画することで、区

民一人ひとりが生きがいや役割を持ちつつ、支え合い、助け合いながら暮らせる地

域をともに創っていく「地域共生社会」の実現を図ってまいります。   

 
2 地域共生社会 制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な

主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひと

りの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 
3 2040 年問題 少子化による急速な人口減少と高齢者人口がピークに達することで、日本が 2040 年に直面すると考え

られている問題の総称。 
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重層的支援体制整備事業とは？ 

 
  
  
 
  

社会福祉法第106条の４に基づく「重層的支援体制整備事業」とは、同法及び他

法に基づく事業を一体のものとして実施することにより、地域生活課題を抱える地

域住民及びその世帯に対する支援体制並びに地域住民等による地域福祉の推進の

ために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業をいいます。 

具体的には、３つの支援「属性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくり

に向けた支援」を柱として、一層効果的・円滑に実施するために、「多機関協働に

よる支援」、「アウトリーチ4等を通じた継続的支援」を新たな機能として強化し、５

つの事業を一体的に実施するとされています。 
 

３つの支援の柱  ５つの事業 

属性を問わない 
相談支援 

属性、世代、相談内容を問わない相談の 
受け止め 

 
包括的相談支援事業 

分野間の協働のコーディネート 
 

多機関協働事業 

支援が届いていない人への支援 
 アウトリーチ等を通じた

継続的支援事業 

参加支援 

既存の取組では対応困難なニーズへの対応 
 

参加支援事業 

分野を超えた地域資源の活用 
 

地域づくりに 
向けた支援 

世代や属性を超えて住民同士が交流できる 
多様な場や居場所の整備 

 
地域づくり事業 

 

● 実施の目的 

文京区における地域包括ケアシステムの更なる進化・発展のため、本事業を活用

し、各分野の支援機関が連携して一つのチームとなり、地域資源やネットワークを

重ね合わせることで、本人やその世帯が有する地域生活課題や希望に応じた多様か

つ柔軟な支援ができる体制を構築し、孤立させない、つながる地域づくりに取り組

み、地域共生社会を目指します。 
 

● 実施の効果 

高齢・介護、障害、子ども、生活困窮等の分野別に行われてきた既存の相談支援

や地域づくり支援の取組を活かし、重層的なセーフティーネットの強化を図り、分

野別の支援体制では対応しきれないような「複雑化・複合化した課題」や「制度の

狭間にあるニーズ」に対応する包括的な支援体制を構築します。 

 
4 アウトリーチ 支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対し、行政や支援機関などが積極的に働きかけて

情報・支援を届けること。 
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包括的相談支援事業 各分野の既存の取組を活用した 
属性を問わない相談の受け止め Ⅰ . 

既存の拠点等の利活用 

● 多機能な居場所 

● 通いの場 

● 地域活動支援センター 

● 地域子育て支援拠点 

等 

新たな居場所等の整備 

世代や属性を超えて交流できる場や
居場所の整備 

個別の人や活動のコーディネート 

地域住民が活動を開始し継続する 
ためのサポート 

地域づくり事業 住民同士が支え合い、緩やかなつながりによる 
セーフティネットの充実 

文京区重層的支援体制整備事業 

介護・高齢 

子ども 

教育 

保健・医療 

生活困窮 

障害 

各機関による相談の受け止め・つなぎを 
バトンタッチ型（つないで終わり）ではなく 
スクラム型（互いに連携・協力）で対応 

複数機関で 

対応が必要 

複
合
化
し
た
課
題 

制
度
の
狭
間
の
課
題 

Ⅴ . 
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分野間の協働をコーディネート Ⅱ . 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ⅰ～Ⅴの事業を一体的かつ重層的に実施し、 

地域共生社会の実現を目指します 

【地域共生社会】 
制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という従来の関係

を超えて、人と人、人と社会がつながることで、住民一人ひとり

が生きがいを持って暮らしていくことのできる社会 

Ⅳ . 参加支援事業 

社会とのつながり作りに向けた支援 

● 参加支援プラン作成 

● プランに基づく支援 

（社会資源とのマッチング） 

● プランの進捗管理 

● 参加支援先の開拓 

Ⅲ . ● 本人との関係構築 

● アウトリーチプラン作成 

● プランに基づく支援 

● プランの進捗管理 

アウトリーチ等を 
通じた継続的支援事業 

複合化した課題等を抱えているため、 
必要な支援が届いていない人に支援を届ける 

参加支援が 
必要な場合 

プラン 
本人同意 

重層的支援会議 

● 支援プランの作成 

● プランの進捗管理 

【構成員】（※２） 

区関係機関、社会福祉協議会等、

支援プランに関わる機関で構成 

支援会議 

● 関係機関等による 

情報共有（※１） 

● 支援方針の決定 

【構成員】（※２） 

区関係機関、社会福祉協議会のほ

か、民間事業者、医療機関、地域

団体、地域住民等、当事者に関わ

る機関・関係者で構成 

※１ 社会福祉法第 106 条の６の規定に基づき、構成員

に守秘義務が課され、本人同意なしの場合でも関

係機関による情報共有が可能 

※２ 事案ごとに関係する機関等で構成 

本人との 
関係構築 
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文京区における子ども及び子育て家庭への支援体制図 

文京区 

 

【主な行政計画】   「文の京」総合戦略 ／ 地域福祉保健計画 ／ 

【基本的な視点】   ●子どもの権利の保障と意見表明機会の確保 

                 ●重層的支援体制整備の推進 

幼稚園・小学校・中学校 

教 育 推 進 部 

福 祉 部 

保 健 衛 生 部 

学習指導・生活指導/学校・校外施設整備及 
青少年プラザ(b-lab)/ 青少年健全育成 等 

重層的支援体制整備事業/障害児相談支援/ 
医療的ケア児支援体制の構築/母子家庭及び 

健康診査・保健指導/ネウボラ事業/妊娠・出 
定期予防接種/ぶんきょうハッピーベイビー 

要保護児童の一時保護・施設入所・里親に関 
相談等の在宅支援/心理診断の実施/社会的養 

子どもと家庭・子育てに関する相談/親子ひろ 
ショートステイ・トワイライトステイ事業/ヤングケ 

認可保育所/私立幼稚園/認定こども園/区立 
地域型保育事業所/認可外保育施設/認証保育 

児童手当/子どもの医療費助成/ベビーシッタ 
一時保育事業/病児・病後児保育事業/子育てひ 

基本構想推進区民協議会／地域福祉推進協議会／ 主な会議体 

子ども家庭部 

区 児 童 相 談 所 

子ども家庭支援センター 

幼 児 保 育 課 

子 育 て 支 援 課  

不登校児童・生徒への支援/総合相談室/児童 教育センター 

切
れ
目
な
い
支
援 

組
織
横
断
的
な
連
携 
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 子育て支援計画 

●持続可能で豊かな地域社会の構築 

●行政手続のデジタル化とＤＸの推進 

 

び運営維持管理等/児童館・育成室 
 

放課後等デイサービス 
父子家庭、女性の相談・支援 等 

産支援/産後ケア事業 
応援事業 等 

すること/社会診断・行動診断・医学診断・ 
護の推進 等 

ば事業/子育て支援講座 
アラー支援推進事業 等 

幼稚園・認可保育所等の入園に関すること 
所/緊急一時保育事業 等 

ー等による子育て支援事業 
ろば/子育て情報提供事業 等 

子ども・子育て会議／児童福祉審議会／要保護児童対策地域協議会 

文京区では、庁内の複数の組織や関係機関が連携し合うことで、妊娠・出産から高校生世代までの

様々なライフステージに向けた、切れ目ない総合的な支援を行っています。 

なお、支援体制図は、令和７年４月時点の組織を基に作成しています。 

関係機関 

 

都･他区児童相談所 

児童福祉施設、里親等 

家庭裁判所 

警察 

社会福祉協議会 

民生委員・児童委員、 

主任児童委員 

医療機関 

弁護士 

ＮＰＯ・地域団体 

ボランティア団体 

子ども食堂 

地域子育て支援拠点 

青少年委員 

地
域
社
会
と
の
連
携 

発達支援センター 等 

ＰＴＡ 
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（３）計画の進行管理  

本計画を着実かつ効果的に推進するため、公募区民、福祉保健関係団体の代表者、

学識経験者で構成する「文京区地域福祉推進協議会」において、進行管理を行って

いきます。 

 

 
  

地域福祉推進協議会では、毎年度、本計画を含む５つの分野別計画（５ページ参

照）について、計画事業の進行管理を行っています。前計画の期間中は、新型コロ

ナウイルス感染症が社会生活に大きな影響を及ぼし、各種事業の見直しや縮小、中

止等が行われました。前計画期間中において報告した主な内容等は、次のとおりで

す。 

 

１ 子どもの健やかな成長の支援 

妊婦全数面接（ネウボラ面接）と乳児家庭全戸訪問事業の実施率は高水準で推移

し、妊娠・出産・子育て期の不安を解消するとともに、支援が必要な家庭の把握に

取り組みました。伴走型相談事業と経済的支援も一体的に実施するとともに、産後

ケア事業の対象を拡大しました。   

また、医療的ケア児支援連絡会を開催し、関係機関との情報共有や意見交換を行

い、各施設では児童ごとの状態を踏まえた支援方法を検討し、受け入れ体制の整備

を進めたほか、文京版スターティング・ストロング・プロジェクトを保育所等で実

施し、子どもの健やかな育ちを支える取組を推進しました。 

 

２ より良い子育てを支える取組 

私立認可保育所を中心とした整備を進め、定員数の増加を図り、令和５年度には

本区の保育所待機児童を解消しました。 

また、一時保育所（キッズルーム）を新たに１か所、病児・病後児施設を新たに

２か所開設したほか、年齢や家族構成に応じたベビーシッター等による子育て支援

事業や未就園児の定期的な預かり事業を実施し、多様な保育ニーズへの対応を図り

ました。 

さらに、様々な物件を活用した育成室の整備や都型学童クラブの誘致を進めると

ともに、放課後全児童向け事業の拡大や児童館機能の充実等により、多様な放課後

の居場所の整備を進めました。  

前計画（令和２年度～６年度）の進捗状況について 
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３ 子どもの生きる力・豊かな心の育成 

児童・生徒一人ひとりのよさや可能性を引き出すため、ＩＣＴ5支援員、日本語指

導協力員、バリアフリーパートナー等の各種指導員の人的配置の充実を図りました。 

また、１人１台配備したタブレット端末を日常的に使用し、デジタル教科書等を

活用した「個別最適な学び」と「協働的な学び」を実施しました。施設面では、誠

之、明化、柳町の各小学校で校舎の老朽化に伴う改築工事を順次実施しているほか、

小日向台町小学校の改築設計や千駄木小学校の改築に向けた検討を進めました。 

さらに、中高生にとって魅力的な場所となるよう、自主性・社会性を育む居場所

の充実に取り組むとともに、区内２か所目となる青少年プラザの開設に向けた検討

を開始しました。 
 

４ 安心して育ち、子育てできる支援体制づくり 

令和７年４月の「文京区児童相談所」開設に向け、相談体制及び関係機関との連

携を構築し、都を含む近隣自治体へ職員を派遣し、専門職員の確保・育成に取り組

みました。 

また、児童福祉部門と母子保健部門との連携による妊産期からの切れ目ない一体

的な相談や支援を行う、こども家庭センター機能の整備を進めました。 

そして、子どもの貧困対策としては、子ども宅食プロジェクト事業において、食

品等の配送だけでなく、親子の体験機会の提供やＬＩＮＥでの相談対応等を行い、

子どもとその家族を必要な支援につなげ、地域や社会からの孤立を防ぐ取組を実施

しました。 
 

５ 地域社会全体で子どもを育む体制の構築 

地域の中で互いに助け合いながら子育てをする、ファミリー・サポート・センタ

ー事業では提供会員の確保に努め、増加した依頼会員の送迎等の需要に応えました。 

また、子育て仲間作りの支援として、地域団体による地域子育て支援拠点事業の

運営支援を行うとともに、開設準備を支援し区内４か所目の施設が開設されました。 
 

６ 子どもを守る安全・安心なまちの環境整備 

区立公園や児童遊園等をより安全・安心で快適なものとするため、防犯カメラの

設置を進めるとともに、令和２年度から６年度までの５年間に19園の再整備等を実

施しました。 

また、区立小学校ＰＴＡと協働で子ども110番事業の継続確認やステッカー貼付

け状況の確認調査等を行い、子どもの安全の確保に取り組みました。  

 
5 ＩＣＴ Information and Communication Technologyの略。情報（information）や通信（communication）に関する

技術の総称。 
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第２章  計画の基本理念・基本目標 

 

 

本計画では、地域福祉保健計画の総論で掲げた次の基本理念及び基本目標に基づ

き、子育て支援施策を推進していきます。 
 

１ 基本理念 

〇人間性の尊重 

だれもが、個人として尊ばれ、人間性が生かされるとともに、人権が尊重される

地域社会を目指します。 
 

〇自立の支援 

だれもが、自分の意思に基づき、自らの選択のもとに自立した生活を営み、自己

実現できるよう支援します。 
 

〇支え合い認め合う地域社会の実現 

ノーマライゼーション6やソーシャルインクルージョン7の理念に基づき、だれも

が、主体的に社会参加でき、相互に人格と個性を尊重し、支え合い、ダイバーシテ

ィ8を推進する地域社会の実現を目指します。 
 

〇健康の保持・増進 

だれもが、健康で安全な生活を享受でき、生涯を通じて健康を保持・増進するこ

とができる地域社会を目指します。 
 

〇協働による地域共生社会の実現 

だれもが、地域の課題を把握し、解決するための活動に、当事者意識を持って、

主体的に参画・協働し、分野を超えてつながる地域づくりを推進します。 
 

〇男女平等参画の推進 

一人ひとりが互いに人権を尊重し、喜びも責任も分かち合いつつ、性別に関わり

なく、その個性と能力を十分に発揮していきいきと暮らせる地域社会を目指します。 
  

 
6 ノーマライゼーション(normalization) 障害のある人もない人も、子どもも高齢者も、だれもが地域で普通（ノーマ

ル）の生活を送ることを当然とし、ともに支え合って普通の生活ができる社会を創造すること。また、その考え方を
いう。 

7 ソーシャルインクルージョン(social inclusion) すべての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化
的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支え合うという理念をいう。 

8 ダイバーシティ(diversity＆inclusion) 性別（性自認及び性的指向を含む。）、人種、国籍、宗教、経歴、障害の有
無など人それぞれの「違い」を「多様性」として認め合い、互いを尊重し、だれもが暮らしやすい社会の実現を目指す
考え方をいう。 
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２ 基本目標 

 
 
 

〇 だれもが、いきいきと自分らしく、健康で自立した 

生活を営める地域社会を目指します。 

 

〇 だれもが、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、

必要な福祉保健サービスを自らの選択により利用で

き、互いに支え合う地域社会を目指します。 

 

〇 だれもが、地域、暮らし、生きがいをともに創り、 

互いに高め合い、役割を持つことができる地域社会を

目指します。 
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【第３章 子どもと子育て家庭の現状 の見方】 

 

本章では、文京区における子どもと子育て家庭の現状について、各種資料や令和５年

度実施の「文京区子ども・子育て支援に関する実態調査」から得られたデータをグラフ

にまとめ、掲載しています。 

 グラフの主な特徴を簡潔に示しています。 
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第３章  子どもと子育て家庭の現状 

 

 

１ 人口等の推移 

（１）人口の推移  

文京区の人口は、平成27年以降緩やかな増加傾向にあります。令和６年４月１日

現在、住民基本台帳上の人口は、232,790人で、そのうち外国人住民は14,105人と

なっています。 

令和６年４月１日現在の０～14歳の年少人口は29,528人で、前計画の策定年度で

ある平成31年４月１日現在の27,586人から1,942人増加していますが、構成比の割

合はほぼ横ばいとなっています。 

【図表】３－１ 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

【図表】３－２ 年齢３区分別人口（構成比）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

24,096 24,948 25,781 26,584 27,586 28,476 29,055 29,329 29,374 29,528 

142,790 144,257 146,380 148,701 152,485 155,150 154,081 154,226 157,219 159,621 
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208,542 211,451 214,683 218,180 223,079 226,933 226,653 227,218 230,201 232,790 
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20.0 20.0 19.8 19.7 19.3 19.1 19.2 19.2 18.9 18.7

68.5 68.2 68.2 68.2 68.4 68.4 68.0 67.9 68.3 68.6

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

平成27年 28年 29年 30年 31年 令和２年 ３年 ４年 ５年 ６年

（％）（％）

年少人口係数（左軸） 生産年齢人口係数（右軸）

高齢者人口係数［高齢化率］（左軸）

着実な増加 



第３章 子どもと子育て家庭の現状 

 
26 

（２）男女別年齢５歳階級別の人口構成  

平成26年、平成31年、令和６年の各４月１日現在の男女別年齢５歳階級別の人口

構成を、人口ピラミッドに表したものが次の図です。男女ともに、年少人口の総数

や20代等の人口が増加していることがわかります。 

 

【図表】３－３ 男女別年齢５歳階級別の人口構成 

【男性】     平成 26 年４月１日現在    【女性】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成 31 年４月１日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和６年４月１日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 
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（３）18歳未満の児童人口の推移  

令和６年４月１日現在の18歳未満の児童人口は34,524人で、総人口に占める割合

は14.8％となっています。平成31年に比べて、人数では2,645人増加し、総人口に

占める割合は0.5ポイント増加しています。 

 

【図表】３－４ 18 歳未満の児童人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表】３－５ 18 歳未満の児童人口の総人口に占める割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）   
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（４）合計特殊出生率及び出生数等の推移  

 

全国の合計特殊出生率9は、平成24年以降は1.40を超えほぼ横ばいに推移してい

ましたが、近年は減少傾向にあり、令和５年は1.20となりました。文京区の合計特

殊出生率は、全国と比較して低い数値で推移していますが、平成30年には東京都を

上回り、令和５年は1.12となっています。 

一方、文京区の出生数は、平成28年の2,167人をピークに増減を繰り返しながら

推移していましたが、新型コロナウイルスの影響を受け、令和３年以降大きく減少

し、令和５年では1,874人となっています。 

【図表】３－６ 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ぶんきょうの保健衛生 
令和５年は人口動態統計（全国・東京都）、東京都保健医療局人口動態統計（文京区） 

 

【図表】３－７ 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 「住民基本台帳法の一部を改正する法律」の施行に伴い、施行日（平成 24 年７月９日）以降の 
数値に外国人住民を含む。 

資料：文京の統計（文京区）  
 

9 合計特殊出生率 15歳～49歳の女性の年齢ごとの出生率を合計したもので、一人の女性が一生の間に生む子どもの数
を推計したもの。 

合計特殊出生率及び出生数は新型コロナの影響を受け減少 
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また、結婚や出産は個人の自由な意思決定に基づくものであり、ライフスタイル

の多様化が進む現代において、出生率を多角的に捉えることが子ども・子育て支援

施策を進める上で大切な視点となっています。 

その一つとして、婚姻状態に基づき出生動向を分析すると、婚姻している女性に

対する出生数の割合は、令和２年は東京都が72.5‰、文京区が84.4‰となっており、

特に文京区は全国の71.2‰を大きく上回っています。 

 合計特殊出生率は、就学や就職を機に若年層が都市部に流入する影響を受ける

ため、都市部で特に低くなる傾向があります。これに対して、配偶者を有する女性

に対する出生数の割合は異なる推移を示し、都市部で相対的に高く、人口の流入が

続く本区においては社会動態を踏まえた上で、子ども・子育て支援施策を展開する

必要があります。 

 

 

 

【図表】３－８ 婚姻している女性に対する出生数の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、人口動態調査  
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２ 人口推計  

本計画の策定に当たり、計画期間である令和７年から11年までの人口推計を新た

に行いました。それによると、令和11年には０歳から17歳までの人口は37,175人と、

令和６年実績に比べて2,651人増加する結果となりました。また、０歳から５歳ま

での人口は、11,756人となり、令和６年実績と比べて659人増える結果となりまし

た。 

また、「文の京」総合戦略における令和30年までの人口推計（年齢３区分別人口）

をみると、総人口は令和20年、年少人口は令和25年のピークとなるまで、引き続き

増加していくことが見込まれています。 

 

【図表】３－９ 人口推計（０～17 歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表】３－10 人口推計（年齢３区分別人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「文の京」総合戦略 
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計画における量の見込み
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す。他の計画で使用する
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場合があります。 
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３ 子どものいる女性の就業率と就業状況等 

（１）子どものいる女性の就業率  

平成22年、27年、令和２年の子どものいる女性の就業率を文京区、東京都、全国

で比較したのが下記の図です。文京区は平成27年までほぼ横ばいでありましたが、

令和２年には東京都を上回り、51.0％となっています。 

 

【図表】３－11 文京区・東京都・全国の子どものいる女性の就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「夫婦のいる一般世帯」において、「子どもあり」の世帯数における「妻が就業者」の人数の 

割合を算出。 

※ 就業率は、15 歳以上人口に占める就業者の割合のことで、「就業者／15 歳以上人口×100」で 

定義されています。 

資料：国勢調査 
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（２）子どものいる女性の就業状況  

令和５年度に実施した「文京区子ども・子育て支援に関する実態調査」では、フ

ルタイムで働く母親の割合が前回調査時（平成30年度）より大きくなっており、未

就学児の子どものいる母親、小学生の子どものいる母親いずれも半数前後を占めて

います。 

 

【図表】３－12 子どものいる女性の就労状況 
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※ フルタイムは１週５日程度・１日８時間程度の就労、パート・アルバイトは「フルタイム」以外の就

労を指します。 

※ 図表中の「ｎ」は、該当質問での回答者総数を表します。 

資料：令和５年度子ども・子育て支援に関する実態調査（文京区） 
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（３）育児休業取得率の推移  

「雇用均等基本調査」（厚生労働省）によると、育児休業取得率は、男性は令和

元年度以降大きく増加し、令和５年度は30.1％となっています。女性は平成26年度

の86.6％をピークに増減を繰り返しており、令和５年度には84.1％となっています。

女性と男性の育児休業取得率の差は令和５年度で54.0ポイントです。 

また、令和５年度実施の「子ども・子育て支援に関する実態調査」における、未

就学児の父母の育児休業制度の取得経験については、平成30年の前回調査結果に比

べ、父親と母親ともに育児休業制度を取得した割合が10ポイント以上増加しており、

前回調査時より育児休業を取得している傾向がうかがえます。 

【図表】３－13 育児休業取得率の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年度雇用均等基本調査（厚生労働省） 

 

【図表】３－14 育児休業制度の取得経験 
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資料：令和５年度子ども・子育て支援に関する実態調査（文京区） 
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４ 子どもの貧困率の推移  

「国民生活基礎調査」（厚生労働省）によると、子どもの貧困率は平成30年（新

基準）の14.0％から減少し、令和３年は11.5％となっています。 

なお、文京区では令和５年度実施の「子ども・子育て支援に関する実態調査」に

加え、子ども宅食プロジェクト事業や就学援助、児童扶養手当等の各事業の利用状

況等から、貧困の状況を個別に把握しています。 

 

【図表】３－15 子どもの貧困率の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 令和３年からは、新基準の数値です。なお、平成 30 年は旧基準との比較のため、新基準で
も算定しています。 

※ 「新基準」は、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の所得定義の新たな基準で、従来の可処分所
得から更に「自動車税・軽自動車税・自動車重量税」、「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を
差し引いたものです。 

※ 子どもの貧困率は、子ども（17 歳以下の者）全体に占める、等価可処分所得（世帯の可処分
所得（収入から税金・社会保険料等を除いたもの）を世帯人員の平方根で割って調整した所得）
が貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）に満たない子どもの割合であり、その子が属して
いる世帯の等価可処分所得を元に計算しています。 

 

資料：2022 年国民生活基礎調査（厚生労働省） 
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５ 子育て支援サービスの利用状況 

（１）未就学児の保育の状況  

未就学児童（０～５歳児）が、どのような保育の状況にあるかを年齢別に割合で

示すと、０歳児は「家庭等」が約７割で最も多くなっています。１歳児と２歳児で

は保育園に通う割合が５割以上となり、３歳児以上は幼稚園に通う割合が２割以上

となっています。 

 

【図表】３－16 未就学児童の保育の状況 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ ０～５歳人口（外国人含む。）、各保育施設等の在籍児童数は令和６年４月１日現在。 

※ その他の保育とは、保育所型認定こども園、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、企業主導型保

育事業、地方単独型保育施策、東京都認証保育所、家庭的保育事業（保育ママ）、事業所内保育事業の

在籍児童数の合計。 
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（２）保育所等在籍児童数と待機児童数の推移 

 

保育所等の在籍児童数は増加してきており、令和６年の保育所等在籍児童数の総

数は平成27年の約1.7倍となっています。 

待機児童は平成30年まで増加傾向にありましたが、平成31年以降大きく減少し、

令和６年は２人となっています。 

 

【図表】３－17 保育所等在籍児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
（各年４月１日現在） 

 

【図表】３－18 保育所等待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

注： 平成 29 年度以前と平成 30 年以降では待機児童の定義が異なる（保育所等利用待機児童数調

査について（平成 29 年３月 31 日付け雇児保発 0331 第６号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

保育課長通知「保育所等利用待機児童調査要領」）参照）。 
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また、【保育所等待機児童数の推移】で示した保育園等待機児童数の直近５年間

の内訳は、以下のように推移しています。０歳児、１歳児の待機児童数は、令和３

年度以降０人から２人で推移しています。また、２歳児、３歳児の直近５年間の待

機児童数は０人となっています。 

 

【図表】３－19 保育所等待機児童数の推移（年齢別） 
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（３）育成室在籍児童数の推移 

育成室在籍児童数は年々増加しており、令和６年には2,128人となっています。

定員数も増やし続けており、令和６年には2,232人となっています。 

なお、育成室の待機児童数は増減を繰り返していましたが、令和５年から大幅に

増加し、令和６年には93人となっています。 

【図表】３－20 育成室在籍児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（各年４月１日現在） 

 

【図表】３－21 育成室定員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（各年４月１日現在） 

 

【図表】３－22 育成室待機児童数の推移 
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また、【育成室待機児童数の推移】で示した育成室待機児童数の直近５年間の内

訳は、以下のように推移しています。全ての年度において、１年生の待機児童数が

大半を占めています。 

なお、文京区では、心身に特別な配慮を要する児童に対して、６年生までの延長

保育を実施しています。 

 

【図表】３－23 育成室待機児童数の推移（学年別・１～３年生） 
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（４）特別な支援を必要とする児童の各施設での在籍数の推移  

特別な支援を必要とする児童の在籍数は、育成室において増加傾向にあり、令和

２年度に比べ令和６年度には約1.7倍になっています。 

 

【図表】３－24 特別な支援を必要とする児童の各施設での在籍児童数の推移 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 
（各年４月１日現在） 

 

 

（５）子ども家庭支援センターへの相談に対する対応件数の推移  

 

子ども家庭支援センターへの相談に対する対応件数は、児童虐待相談対応が２万

件、その他の相談対応が１万件を超え、年間４万件前後で推移しています。 

 

【図表】３－25 子ども家庭支援センターへの相談に対する対応件数の推移 
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（６）児童扶養手当受給者数の推移  

児童扶養手当の受給者数は近年減少から横ばい傾向にあり、令和５年では523人

となっています。 

【図表】３－26 児童扶養手当受給者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：ぶんきょう（文の京）の社会福祉 

 

 

（７）子ども宅食プロジェクト事業登録世帯数等の推移 

 

子ども宅食プロジェクト事業の登録世帯数は近年増加傾向にあり、令和５年度で

797世帯となっています。また、延べ配送世帯は5,000世帯前後で推移しています。 

 

【図表】３－27 子ども宅食プロジェクト事業登録世帯数等の推移 
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６ 子ども・子育て支援に関する実態調査結果 

本区では、子育て支援策を更に進めていくために、子育て中の方々や小学生、中

学生、高校生世代に実態調査を実施しました（令和５年10月～11月実施。未就学児

の保護者1,800人、小学生の保護者1,500人、中学生の保護者700人、高校生世代の

保護者700人、小学生本人700人、中学生本人700人、高校生世代本人700人等の計

8,722人に配布。有効回収率39.9％）。 

その中で、区が実施する子育て環境や子育て支援への満足度、子育ての楽しさ、

不安や悩み、定期的な教育・保育事業の利用希望等について実態を把握しました。 

※図表中の「ｎ」は、該当質問での回答者総数を表します。 

 

 

（１）子育て環境や支援への満足度について 

区の子育ての環境や支援について、満足度を５段階評価で尋ねたところ、未就学

児の保護者、小学生の保護者及び中学生の保護者ともに満足度が高い「満足度４」

「満足度５」が、満足度の低い「満足度１」「満足度２」の割合を上回っています。

平成30年の調査結果と比較すると、「満足度４」「満足度５」の計は未就学児の保護

者で9.8ポイント増加している一方、小学生の保護者で3.0ポイント、中学生の保護

者で1.8ポイント減少しています。 

【図表】３－28 子育て環境や支援への満足度 
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（２）子育ての楽しさ  

子育てをする上で楽しいと感じるときについて、「子どもといると楽しく幸せな

気分になる」と回答したのは、未就学児の保護者が72.3％、小学生の保護者が64.9％、

中学生の保護者が57.7％となっており、「子どもがいると家庭が明るくなる」は未

就学児の保護者が71.1％、小学生の保護者が73.2％、中学生の保護者が64.2％とな

っています。 

 

【図表】３－29 子育てをする上で楽しいと感じるとき（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

72.3

71.1

67.1

66.2

49.4

34.3

3.6

0.9

2.9

64.9

73.2

66.2

55.2

57.0

33.4

3.3

1.8

1.0

57.7

64.2

58.5

42.0

51.7

29.0

4.3

2.3

0.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

子どもといると楽しく幸せな気分になる

子どもがいると家庭が明るくなる

子どもと一緒に遊んだり何かしたり

できることがうれしい

子どもが自分を頼ったり甘えたり

してくれることがうれしい

子育てにより自分も成長していると感じる

子育て全般が楽しい

その他

特に楽しいことはない

無回答

（％）

未就学児（n = 769）

小学生（n = 598）

中学生（n = 352）

楽しいと感じる人が多い 
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（３）役立つ子育て支援の施設・サービス  

役立つ子育て支援の施設・サービスについて、未就学児の保護者では、「リフレ

ッシュ等のために利用できる一時預かりサービスの充実」、「子育て支援に関する情

報提供（区報、子育てガイド、子育て応援メールマガジンなど）」及び、「経済的援

助（児童手当の給付や利用料免除など）」が３割を超えています。 

小学生の保護者では、「子どもたちだけで安心して遊ぶことができる公園や児童

遊園の整備」が43.8％と最も多く、次いで「育成室（学童保育）・児童館などの放

課後・休日に児童が利用できる施設の充実」が37.5％、「経済的援助（児童手当の

給付や利用料減免など）」が30.1％の順となっています。 

中学生の保護者では、「経済的援助（児童手当の給付や利用料減免など）」が38.9％

と最も多く、次いで「男性も女性も仕事と子育てが両立しやすい環境の整備」と「確

かな学力、豊かな人間性、体力を育成する教育環境の整備」がともに31.3％の順と

なっています。 

 

【図表】３－30 役立つ子育て支援の施設・サービス（３つまで回答） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
※ 選択肢内[ ]は、小学生、中学生で表現が異なります。  

％

リフレッシュ等のために利用できる
一時預かりサービスの充実

子育て支援に関する情報提供（区報、子育て
ガイド、子育て応援メールマガジンなど）

経済的援助（児童手当の給付や利用料減免など）

男性も女性も仕事と子育てが
両立しやすい環境の整備

妊娠・出産、乳幼児健診などを［子どもの健康や
成長を］支える保健医療体制の整備

［土日や夜間など］定期的に利用できる
保育サービスの充実

乳幼児［子ども］連れでも活動しやすい
まちづくり

確かな学力、豊かな人間性、体力を育成する
教育環境の整備

子育て家庭のための住宅施策の推進

相談支援体制の整備（子育ての不安や悩み・
いじめや虐待防止など）

地域での相互扶助体制の整備
（親同士の助け合い活動など）

障害のある子どもに対する支援の充実

非行防止等、子どもが健全に育つための
対策の充実

［子どもたちだけで］安心して遊ぶことができる
公園や児童遊園の整備

［育成室（学童保育）・児童館などの］放課後・
休日に児童［中学生］が利用できる施設の充実

その他

特にない

無回答

36.2

34.5

30.7

25.7

25.4

24.7

24.2

14.6

11.4

9.0

6.0

3.9

2.2

※（項目なし）

※（項目なし）

2.2

0.8

8.3

※（項目なし）

18.6

30.1

26.6

21.1

15.9

11.4

22.9

7.5

17.9

6.5

7.0

2.8

43.8

37.5

4.2

0.8

2.3

※（項目なし）

15.1

38.9

31.3

30.7

※（項目なし）

7.7

31.3

6.0

17.9

7.1

4.5

4.5

27.3

26.4

4.3

3.7

1.7

0 10 20 30 40 50

未就学児（n = 769）

小学生（n = 598）

中学生（n = 352）

子どもの成長に合わせた変化 

（ ） 
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（４）子育てをする上での不安や悩み 

 
「未就学児の保護者」「小学生の保護者」「中学生の保護者」のそれぞれが抱える

子育てをする上での不安や悩みの上位５項目は、以下の状況となっています。 

未就学児の保護者は「自分の時間がとれず、自由がない」と「子育てと仕事・キ

ャリアとの両立が難しい」が、小学生の保護者と中学生の保護者では「子どもの進

路や進学のことについて心配である」が過半数を超えています。 

また、全ての年齢層において、子どもの発達や健康等に関する不安や悩みを抱え

る保護者が一定数存在しています。 

前回調査との比較では、「子育てに伴う経済的な負担が大きい」と感じる方が全

体的に増加しており、子どもの年齢が上がるほど割合も高くなっています。また、

全ての区分において「子育てと仕事・キャリアとの両立が難しい」と感じる方が増

えています。全体的には、中学生の保護者において不安や悩みを抱えている方が前

回調査より増えている傾向があります。 
 
 

【図表】３－31 子育てをする上での不安や悩み（複数回答） 

〈未就学児〉 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

〈小学生〉 

 
 
 
 
 
 

 
〈中学生〉 

 
 
 
   

64.4

53.1

35.1

31.3

29.6

62.5

50.4

40.7

24.6

-

0 20 40 60 80

自分の時間がとれず、自由がない

子育てと仕事・キャリアとの両立が難しい

子どもの進路や進学のことについて心配である

子育てに伴う経済的な負担が大きいと感じる

子どもの成長や発達のことについて心配である※

（％）

令和５年（n = 769）

平成30年（n = 897）

57.9 

43.5 

40.6 

38.0 

33.4 

64.9 

36.4 

37.5 

33.8 

36.5 

0 20 40 60 80

子どもの進路や進学のことについて心配である

子育てと仕事・キャリアとの両立が難しい

自分の時間がとれず、自由がない

子育てに伴う経済的な負担が大きいと感じる

子どもの健康、性格や癖などについて心配である

（％）

令和５年（n = 598）

平成30年（n = 769）

※ 今回調査で追加された項目 

66.8

40.9

40.9

29.5

28.1

58.4 

39.4 

31.9 

26.6 

27.2 

0 20 40 60 80

子どもの進路や進学のことについて心配である

子育てに伴う経済的な負担が大きいと感じる

子どもの学習・授業の進度のことについて心配である

子どもの健康、性格や癖などについて心配である

子育てと仕事・キャリアとの両立が難しい

（％）

令和５年（n = 352）

平成30年（n = 320）

不安や悩みを抱えている中学生保護者の増加 
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（５）子育て（教育を含む。）に関する相談先 

 
子育て（教育を含む。）に関する相談先の有無については、「いる／ある」と回答

したのは、未就学児の保護者は84.7％、小学生の保護者は69.2％、中学生の保護者

は70.7％である一方、「いない／ない」と回答した方も一定数存在しています。 

 

【図表】３－32 相談先の有無 

 

い
る
／
あ
る 

い
な
い
／
な
い 

 

 

 

 

 

 

 

   

84.7

69.2

70.7

15.3

30.8

29.3

（n）

未就学児 （769）

小学生 （598）

中学生 （352）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談先がない／いない人の存在 
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子育て（教育を含む。）に関する相談先が「いる／ある」と回答した人に、相談

相手・場所を尋ねたところ、未就学児の保護者、小学生の保護者、中学生の保護者

は「配偶者・パートナー」が、それぞれ83.6％、78.0％、77.1％と最も多く、次い

で、未就学児の保護者では「祖父母等の親族」が69.3％、小学生の保護者、中学生

の保護者では、「友人や知人」がそれぞれ65.7％、59.8％となっています。 

 

【図表】３－33 相談相手・場所（複数回答）   

83.6

69.3

60.5

6.9

21.5

4.5

2.0

-

35.8

11.1

-

-

0.0

4.0

13.5

4.3

0.0

2.5

2.8

78.0 

54.1 

65.7 

7.0 

15.7 

1.7 

-

9.4 

-

18.4 

5.8 

15.0 

0.2 

4.6 

7.7 

7.2 

0.0 

1.9 

1.0 

77.1 

54.2 

59.8 

4.0 

14.1 

-

-

-

-

19.7 

5.6 

16.5 

0.0 

0.8 

6.4 

4.0 

0.0 

2.4 

0.4 

0 20 40 60 80 100

配偶者・パートナー

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

職場の人

子育て支援施設（児童館等）

保健所・保健サービスセンター

育成室（学童保育）職員・指導員

保育士

幼稚園の先生／小学校の先生／中学校の先生

スクールカウンセラー

塾・習い事の先生

民生委員・児童委員

療育機関の先生

かかりつけの医師

文京区の子育て関連担当窓口

（子ども家庭支援センター・子育てひろばなど）

文京区男女平等センター相談室

その他

無回答

（％）

未就学児（n = 651）

小学生（n = 414）

中学生（n = 249）
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（６）定期的な教育・保育事業の利用状況  

未就学児の定期的な教育･保育事業の利用状況については、「利用している」が

82.2％、「利用していない」が17.8％となっています。 

平成30年の調査結果と比較すると、「利用している」は7.8ポイント増加しており、

定期的な教育・保育の環境が向上している状況がうかがえます。 

 

【図表】３－34 定期的な教育・保育事業の利用状況 

 
利
用
し
て 

い
る 

利
用
し
て 

い
な
い 

無
回
答 

 
 
 
 
 
 
 
 

定期的に利用している教育・保育事業については、幼稚園が21.8％、幼稚園の預

かり保育が7.8％、保育園等が74.8％となっています。平成30年の調査結果と比較

すると、保育園等は24.1ポイントと大幅に増加しています。 

 

【図表】３－35 定期的に利用している教育・保育事業（複数回答） 

 

  
 

 

 

 

 

   

82.2

74.4

17.8

24.9

0.0

0.8

（n）

（769）

（897）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年 

平成 30 年 

（前回調査） 

21.8

7.8

74.8

22.4

4.8

50.7

0 20 40 60 80 100

幼稚園

幼稚園の預かり保育

保育園等

（％）

令和５年（n = 632）

平成30年（n = 897）

保育園等が大幅な増加 
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事業ごとの利用状況をみると、「私立認可保育園」が38.0％で最も多く、次いで

「区立認可保育園」が25.6％、「私立幼稚園」が15.8％となっています。 

 

【図表】３－36 事業ごとの利用状況（複数回答） 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

4.9

1.1

15.8

2.5

5.2

1.7

25.6

38.0

0.3

2.8

0.9

0.0

0.6

0.2

1.3

1.1

0.2

2.5

0.2

3.2

0.8

1.1

0 10 20 30 40 50

区立幼稚園

国立大学付属幼稚園

私立幼稚園

区立幼稚園の預かり保育

私立幼稚園の預かり保育

認定こども園

区立認可保育園

私立認可保育園

家庭的保育事業

小規模保育事業（０～２歳）

事業所内保育事業

居宅訪問型保育事業

臨時保育所

定期利用保育事業

東京都認証保育所

企業主導型保育施設

グループ保育室

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

療育機関

その他

無回答

（％）

未就学児（n = 632）

幼稚園 

幼稚園の 

預かり保育 

保育園等 
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利用したい定期的な教育・保育事業については、幼稚園で38.6％、幼稚園の預か

り保育で29.6％、保育園等で52.5％となっています。平成30年の調査結果と比較す

ると、幼稚園は16.0ポイント、幼稚園の預かり保育は10.6ポイント、保育園等は16.6

ポイント減少しています。 

事業ごとの利用希望をみると、「区立認可保育園」が34.7％で最も多く、「私立認

可保育園」が30.8％で次いでいます。また、各事業において、利用希望が一定数あ

ることがわかります。 

 

【図表】３－37 利用したい定期的な教育・保育事業（複数回答） 

 
  
 
 
 
 
 
 

【図表】３－38 事業ごとの利用希望（複数回答） 

 
    

38.6

29.6

52.5

54.6

40.2

69.1

0 20 40 60 80 100

幼稚園

幼稚園の預かり保育

保育園等

（％）

令和５年（n = 632）

平成30年（n = 897）

23.0

21.6

25.4

20.5

23.3

20.7

34.7

30.8

4.3

6.0

5.6

3.8

4.6

4.3

3.9

4.9

3.3

2.7

16.3

4.9

1.8

20.8

1.3

0 10 20 30 40

区立幼稚園

国立大学付属幼稚園

私立幼稚園

区立幼稚園の預かり保育

私立幼稚園の預かり保育

認定こども園

区立認可保育園

私立認可保育園

家庭的保育事業

小規模保育事業（０～２歳）

事業所内保育事業

居宅訪問型保育事業

臨時保育所

定期利用保育事業

東京都認証保育所

企業主導型保育施設

グループ保育室

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

療育機関

その他

特にない

無回答

（％）

未就学児（n = 769）

幼稚園 

幼稚園の 
預かり保育 

保育園等 
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（７）現在の不安・悩み  

現在の不安・悩みを尋ねたところ、小学生本人は「遊ぶ場所がすくない」が16.8％

と最も多く、中学生本人は「成績・受験のこと」が53.5％と最も多くなっています。 

 

【図表】３－39 現在の不安・悩み（複数回答） 

〈小学生本人〉     〈中学生本人〉 

 

 

 

 

   

中学生本人

（ｎ = 254）

小学生本人

（ｎ = 274）

％

遊ぶ場所がすくない

周りの子とくらべて、
勉強ができない気がする

自分のしたいことをする
時間がすくない

自分の顔や体型などの
見た目が気になる

自分の性格が気になる

中学生になるのが不安

家がせまい

家族の健康や病気が気になる

おこづかいが、ない・すくない

先生がこわい、話しかけにくい

学校の勉強や宿題がむずかしい

きょうだいのめんどうを
みなければならない

休み時間や放課後に遊ぶ
友だちがいない

友だちとうまくいかない

家に帰ってもだれもいないので
さびしい

異性の友だちがいない

家のお手伝いを
しなければならない

家族の仲があまりよくない

自分は元気じゃない・
病気になりやすいような気がする

自分の性別が気になる

家がまずしい

お父さん、お母さんなどの家族の
めんどうをみなければならない

その他

特に不安や悩みはない

わからない

無回答

16.8

14.6

13.9

13.1

12.8

12.8

10.6

9.5

9.1

8.0

6.9

4.0

3.6

3.6

3.3

2.9

2.9

2.2

1.5

1.1

1.1

0.4

4.0

32.8
4.0

2.9

0 10 20 30 40

％

成績・受験のこと

将来のこと

友だちとの関係

部活動のこと

外見に関すること

自分の健康や病気

先生との関係

好きなことをする時間がない

家族との関係

異性との関係

家族の健康や病気

先輩・後輩との関係

家の経済状況

自分の性別に関すること

日常的にきょうだいの面倒を
見なければならない

日常的に家族の介護を
しなければならない

日常的に食事や洗濯など家事を
しなければならない

その他

特に不安や悩みはない

わからない

無回答

53.5

36.2

23.2

18.9

15.4

9.1

8.7

8.7

8.3

6.7

5.1

4.3

3.5

3.1

0.8

0.0

0.0

3.1

24.8

3.5

2.0

0 10 20 30 40 50 60 70

年齢とともに変化 

（  ） （  ） 
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（８）小学校の放課後を過ごさせたい場所・過ごしている場所 

 
小学校の放課後の過ごし方について、未就学児のうち来年度就学する児童の保護

者へ将来の希望を尋ねたところ、低学年時は「区立の育成室（学童保育）」が39.2％

と最も多く、高学年時では「習い事」が53.9％と最も多くなっています。 

小学校低学年の保護者に低学年の実際と高学年時の希望を尋ねたところ、ともに

「習い事」が最も多く、次いで低学年の実際では「自宅」が53.2％、「区立の育成

室（学童保育）」が35.8％となっており、高学年時の希望では「自宅」が56.4％、

「放課後全児童向け事業(アクティなど）」が32.6％となっています。 

小学校高学年の保護者においては、実際は「自宅」が81.1％と最も多く、次いで

「習い事」が79.5％となっており、希望は「習い事」が72.4％、「自宅」が68.0％と

なっています。 

 

【図表】３－40 小学校の放課後を過ごさせたい場所・過ごしている場所（複数回答） 

 

   

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、
サッカークラブ、学習塾など）

児童館 （育成室を除く。）

区立の育成室（学童保育）

都型学童クラブ（ベネッセ学童クラ
ブ・テンダーラビング学童クラブ・After

Schoolミライン）

民間の学童保育サービス

放課後全児童向け事業
（アクティなど）

ファミリー・サポート・センター
（地域住民が子どもを預かる事業）

療育機関（児童発達支援、
放課後等デイサービスなど）

その他（図書館、公園など）

無回答

31.4

2.0

33.3

6.9

39.2

17.6

13.7

26.5

0.0

4.9

6.9

27.5

39.2

2.0

53.9

8.8

32.4

10.8

5.9

13.7

0.0

3.9

6.9

28.4

0 20 40 60 80 100

％

81.1

8.1

79.5

9.4

2.4

1.3

3.7

9.8

0.0

3.0

19.5

2.7

68.0

6.4

72.4

15.5

14.8

4.7

6.7

17.5

0.0

3.0

32.0

7.4

0 20 40 60 80 100
％

53.2

6.0

61.3

13.1

35.8

6.7

11.3

32.6

0.0

3.5

14.2

2.8

56.4

6.7

78.4

19.1

30.9

7.4

9.9

32.6

0.7

2.1

22.0

5.0

0 20 40 60 80 100

高学年の実際（n = 297）

高学年の希望（n = 297）

低学年の実際（n = 282）

高学年時の希望（n = 282）

低学年時の希望（n = 102）

高学年時の希望（n = 102）

〈未就学児（来年度就学）〉 〈小学校低学年〉 〈小学校高学年〉 

自宅と習い事が多い 

（ ） （ ） （ ） 
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（９）小学生と中学生、高校生が学校と家以外で放課後に過ごす場所と

して望んでいるもの  

小学生本人に放課後を過ごす場所の希望について尋ねたところ、「緑がたくさん

ある公園や広場」が46.4％と最も多く、次いで「いろいろなスポーツができる体育

館や運動場」が45.6％となっています。 

中学生本人では「気軽におしゃべりできる場所」が37.4％、高校生世代本人では

「静かに勉強できる場所」が46.0％で最も多く、次いで「ひとりでも安心してゆっ

くり過ごすことのできる場所」がそれぞれ35.8％となっています。 

 

【図表】３－41 小学生本人・中学生本人・高校生本人が学校と家以外で 

放課後に過ごす場所としてあればいいと思うもの（複数回答） 

 

  
 

 

 

   

46.4

45.6

35.8

34.7

31.4

29.9

14.2

7.7

7.7

5.8

4.7

9.9

0.7

24.8

33.1

37.4

35.8

28.3

33.9

7.5

3.5

13.0

7.5

2.4

12.2

1.6

26.5

23.5

34.1

35.8

18.6

46.0

7.1

6.2

15.0

7.1

4.0

10.2

1.8

0 10 20 30 40 50 60

緑がたくさんある公園や広場

いろいろなスポーツができる

体育館や運動場

気軽におしゃべりができる場所

ひとりでも安心してゆっくり

過ごすことのできる場所

ゲームやパソコンができる場所

静かに勉強できる場所

文化活動（囲碁・将棋・料理など）が

できる場所

子どもから高齢者までいろいろな

年齢の人たちと触れ合える場所

音楽鑑賞やバンド活動などができる場所

ひとりでも安心して、家族や友だちには

話せない悩みの相談に行ける場所

その他

特にない

無回答

（％）

小学生本人 （n = 274）

中学生本人 （n = 254）

高校生世代本人（n = 226）

年齢とともに変化 
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（10）高校生が充実した生活を送れるようになるために必要な取組(支援)と

して望んでいるもの  

高校生世代本人に充実した生活を送れるようになるために必要な取組（支援）に

ついて尋ねたところ、「特にない」が４割を超えている一方、「家庭や学校以外で放

課後や休日に過ごせる居場所の提供」が３割を超えており、「学校の授業について

いくための学習支援」や「経済的自立に向けた支援」も１割半ばとなっています。 

 

【図表】３－42 充実した生活を送れるようになるために必要な取組（支援）（複数回答） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ その他：学習スペースの整備など   

31.9

15.5

15.0

11.5

11.5

4.0

41.2

5.3

0 10 20 30 40 50 60

家庭や学校以外で放課後や

休日に過ごせる居場所の提供

学校の授業についていくための学習支援

経済的自立に向けた支援

不安や悩みを気軽に相談できる窓口の整備

就職に向けた相談対応やスキルアップに

向けた支援

その他

特にない

無回答

（％）

高校生世代本人

（n = 226）※ 

居場所の提供を望む声が多い 
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（11）家庭の家計状況  

家計の状況を尋ねたところ、未就学児、小学生、中学生及び高校生世代の保護者

は、「黒字であり、定期的に貯金している」が約50％から約60％と最も多く、「赤字

でも黒字でもなく、ぎりぎりである」が次いでいます。 

児童扶養手当受給保護者は、「赤字であり、貯金を切り崩している」が37.0％と

最も多く、次いで「赤字でも黒字でもなく、ぎりぎりである」が28.1％、「赤字で

あり、借金をしている」が17.2％となっています。 

就学援助受給世帯保護者は、「赤字でも黒字でもなく、ぎりぎりである」が39.8％

と最も多く、次いで「赤字であり、貯金を切り崩している」が28.7％、「赤字であ

り、借金をしている」と「黒字であり、定期的に貯金している」が8.8％となって

います。 

 

【図表】３－43 家庭の家計状況 

赤
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で
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で
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に
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し
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そ
の
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無
回
答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

1.6

2.5

4.5

6.0

17.2

8.8

4.2

5.9

9.1

8.1

37.0

28.7

15.7

22.2

23.6

23.4

28.1

39.8

7.7

9.0

10.2

7.2

6.8

7.6

62.8

55.0

49.7

50.6

7.3

8.8

1.8

1.7

2.6

3.3

3.1

3.2

6.2

3.7

0.3

1.5

0.5

3.2

（n）

未就学児（769）

小学生（598）

中学生（352）

高校生世代（334）

児童扶養手当（192）

就学援助（251）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭を分類すると違いが浮き彫り 



第３章 子どもと子育て家庭の現状 

 
56 

 

   



 

 

57 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 

主要項目及びその方向性 
   



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
59 

*
**
* 第

４
章 

主
要
項
目
及
び
そ
の
方
向
性 

 

第４章  主要項目及びその方向性 

 

 
地域福祉保健計画の基本理念・基本目標（第２章参照）に基づき、子育て支援施

策を推進するため、全体的に関わる４つの「基本的な視点」と、本計画期間（令和

７ 年度～11年度）における５つの「主要項目」と「その方向性」を次のとおり掲

げ、取組を進めていきます。 

 

【基本的な視点】 

 

１ 子どもの権利の保障と意見表明機会の確保 

子どもをひとりの人間として尊重し、その権利を保障するとともに、子どもの最

善の利益を守ります。また、子どもが自由に自分の意見を表明するとともに、社会

的活動に参加する機会の確保を図ります。 

 
２ 重層的支援体制整備の推進 

社会情勢の変化に伴う複雑化・複合化した課題や制度の狭間にあるニーズにも対

応できるよう、高齢、介護、障害、子ども、生活困窮等の分野横断的な多機関が連

携した重層的なセーフティーネットの構築を目指します。また、適切な支援につな

げ、家族全体の支援を行うことができる体制整備を推進します。 

 
３ 持続可能で豊かな地域社会の構築 

子どもが、将来にわたり、身体的・精神的・社会的に良好な状態（ウェルビーイ

ング）で生活を送ることができる社会の実現は、未来を担う人材を社会全体で育み、

地域社会の持続可能性を高めることにつながります。子どもが、自分らしく自らの

希望に応じてその意欲と能力を活かすことができ、また、子どもを産み育てたいと

考える個人の希望が叶えられる地域社会の構築を目指します。 

 

４ 行政手続のデジタル化とＤＸ10の推進 

子育ての手続に係る負担軽減や利便性の更なる向上を図るため、オンライン申請

やキャッシュレス決済等の行政手続のデジタル化を推進します。また、国や東京都

と連携することで、母子保健や保育分野において、組織や行政の垣根を超えた子育

て支援サービスの実現を目指します。さらに、最新技術を活用し、人や情報をつな

ぐことで、新たな行政サービスの創出を目指します。 

 
10 DX 「デジタルトランスフォーメーション」の略称。ICT（情報や通信に関する技術の総称）の浸透が、人々の生活

をあらゆる面でより良い方向に変化させること。 
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１ 親子の健やかな成長の支援  

 
 

● 妊娠・出産・子育てへの切れ目ない支援 

家庭にとって、妊娠・出産・子育て期は、身体的、精神的、社会的に大きな変化

があり、負担がかかる時期であることから、将来の妊娠のための健康管理、心身の

回復、子育てへの不安や新たな家族環境への適応など、心のケアを含めた産前・産

後ケアの充実を図り、妊娠・出産・子育て期にわたり、切れ目ない支援を継続して

いきます。 

 
 

● 親子の健康の維持・増進 

子どもの成長に応じた検診や、感染症への対策を含む健康について正しい知識を

持ち、親子が共に健やかに成長できる取組等を実施するとともに、運動やスポーツ

に親しむ機会を提供し、親子の健康の維持・増進を図ります。 

 
 

● 情報発信の最適化 

妊娠・出産・子育てに関する正確な情報や各種の子育てサービス等が、必要とし

ている人に十分周知され、利用につながるよう、多種多様な媒体を活用し、幅広く

情報発信を行います。 
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２ 多様な子育て支援サービスの提供  

 
 

● 幼児期における教育・保育の充実 

子どもと家庭を取り巻く環境が変化する中、各家庭がより良い子育てを選択し、

子どもたちが安心して成長できるよう、多様化するニーズを的確に把握し、自宅等

での預かりや育児支援、地域の社会資源としての保育施設の活用を含め、安定的な

子育て支援サービスを提供します。 

また、全ての教育・保育施設において、安全で質の高い教育及び保育を提供でき

る体制を整備するとともに、保育を必要とする家庭の子どもが保育の必要な年齢で

入園できる環境づくりを進めます。 

 

 

● 放課後の居場所づくり 

子どもが放課後に安心して過ごせるよう、育成室の待機児童数の増加等を踏まえ

て策定した「育成室待機児童解消加速化プラン」のもと、育成室の整備をはじめ、

都型学童クラブの誘致や放課後全児童向け事業の充実等を進め、待機児童の解消及

び定員の適正化を図るとともに、学童保育の質の向上を促進します。   
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３ 子どもの生きる力・豊かな心の育成 

 
 

● 子どもの学び・経験の機会充実 

次世代を担う子どもたちの個別最適な学びと協働的な学びを実現するために、タ

ブレット端末をはじめとしたＩＣＴ等を活用し、情報活用能力を含む学びの質の向

上を図るとともに、学校施設等の計画的な改築・改修等を進め、施設面の整備を図

ることで、良好な学びの環境を確保します。 

また、幼児・児童・生徒が社会や自然と直接関わる経験の機会の充実を図り、子

どもの社会性や生命を尊重する心、自他を大切にする心などの豊かな人間性を育み

ます。 

 
 

● 青少年の健全育成と自主的な活動の支援 

青少年が、地域の大人や子どもたちとの関わりや、自主的な活動の体験・経験等

を通して、社会性や自主性を身に付け、自立した大人へ成長できる環境を整備しま

す。 

また、青少年プラザ（b-lab）の利用促進を図るとともに、青少年の活動・交流

の場を拡充することで、青少年の自主的な活動を支援します。 
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４ 全ての子育て家庭を支える体制の充実 

 
● 組織横断的な連携体制 

子育て家庭が抱える幅広い悩みに対応し、より早い段階から適切な支援へつなげ

られるよう、子どもと家庭に対する包括的な支援及び関係機関との組織横断的な連

携体制を確立します。また、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもに対し、母子保健

機能と児童福祉機能の両機能が一体的に相談支援を行う、こども家庭センター機能

を整備します。 

 
● 児童虐待防止支援体制の充実 

児童虐待は、子どもの心身の発達や人格の形成に重大な影響を与えることから、

育児不安や児童虐待のリスクを早期に発見し予防に努めるとともに、関係機関と新

たに設置する区児童相談所が共に連携しながら、個別の事情に応じた対応ができる

体制づくりを進めます。 

児童虐待の予防や早期発見については、子ども家庭支援センターや保健サービス

センター、教育センターや保育園、幼稚園、学校など、子育て、福祉、保健、教育

分野の様々な関係機関が連携を深めながら対応していきます。 

区児童相談所は、児童虐待ケースの初動の段階から関わり、迅速で専門的なアプ

ローチをケースに応じて展開するなど、児童虐待の予防からハイリスクケース対応、

再発防止までの、一貫した、きめの細かな相談支援体制を関係機関と共に確立して

いきます。 

 
● 悩み・困難を抱える子どもへの支援 

日常生活や学校生活において、悩みや困難を抱える子どもに対し、関係機関の連

携を強化し、組織横断的に情報共有を図り、一人ひとりの状況に応じた最適な支援

を行います。 

 
● 子どもの貧困対策 

子どもが生まれ育った環境に左右されることがなく、子ども一人ひとりが夢や希

望を持つためには、子どもの貧困の解消が重要であることから、関係部署間の連携

を強化し、教育支援・生活支援・経済的支援等を推進します。 

 
● 全世帯に向けた経済的な負担の軽減 

全ての子育て世帯に対して、ライフステージを通じた子育てに係る経済的な負担

軽減の充実を図り、次世代を担う子どもの育ちを支援します。 
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５ 子育てしやすいまちづくりの推進 

 
 

● 地域社会全体で子どもを育む体制の構築 

子育て家庭が社会から孤立せず、安心して子育てできるよう、身近な場所で地域

とつながる機会の充実を図り、子どもや親子が集える居場所、多世代交流の場を確

保します。 

また、家族で過ごす時間の確保や家庭生活と職業生活の両立を図るため、男女平

等参画の推進や仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた取

組を進め、地域社会全体で子どもを育む体制を構築します。 

 
 

● 子どもを守る安全・安心なまちの環境整備 

子育て家庭が地域において、安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう、

道路や公園等の整備に当たっては、事故や事件の防止に配慮した環境づくりを進め

ます。 

子育て家庭が利用する施設において、防災力や防犯力を高める取組を進め、子ど

も自身や子ども連れの人、妊産婦をはじめ、だれもが暮らしやすいまちの環境を整

備します。 

また、オンライン上での危険から子どもを守るため、インターネット利用のルー

ル等に関する啓発活動や発達段階に応じた情報モラル教育を学校等と連携して引

き続き取り組みます。 
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【凡例】 

１ 計画の体系 

・     は、計画事業量を掲げ、進行管理の対象とする事業です。 

・ 他の分野別計画で主に実施している事業は、計画事業名の後に各分野別計画の頭文字

と事業番号を記載しています。 

地…地域福祉保健の推進計画 

障…障害者・児計画 

保…保健医療計画 

・ 他の分野別計画と重複掲載している事業については、事業番号の整合性を図るため、

一部内容が変更されているものがあります。 

・ 子ども・子育て支援法第 60 条に規定する国の定める基本指針（平成 26 年内閣府告示

第 159 号）において、年度ごとの事業量、ニーズ量の見込み等を定める事項に関連する

事業（子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業）については、計画事業名の

後に「◆」を表示しています。 

・ 社会福祉法第 106 条の５に定める「重層的支援体制整備事業実施計画」に関わる事業

については、計画事業名の後に「★」を表示しています。 

・ 本計画から新たに追加となった主な事業については、計画事業名の後に「   」を表

示しています。 

 

２ 計画事業 

・ 他の分野別計画で年度ごとの数値目標を掲げ進行管理を行う事業については、令和６

年度時点では、当該計画が令和８年度までの計画となるため、本計画においても令和８

年度までの数値目標のみ記載している場合があります。 

 
 

○新  
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第５章  計画の体系・計画事業 

 

 

１ 計画の体系  

第４章で掲げた５つの主要項目を体系の大項目としています。 
 
 

親子の健やかな成長の支援 

小項目 計画事業 

 
１ 妊娠・出産・子育

てへの切れ目ない
支援 

 
（P74～P77） 

１ 文京区版ネウボラ事業  

２ 産前産後ケア事業  保 1-7-7 

３ ぶんきょうハッピーベイビー応援事業  保 1-7-1 

４ 母親学級・両親学級  保 1-7-6 

５ 不妊治療に係る支援 保 1-7-2 

６ 乳児家庭全戸訪問事業 ◆  保 1-7-9 

７ バースデーサポート事業 保 1-7-13 

８ 乳幼児家庭支援保健事業  保 1-7-15 

９ 多胎児家庭支援事業 保 1-7-14 

10 平日準夜間小児初期救急診療事業  

 
２ 親子の健康の維

持・増進 
 

（P78～P82） 

１ 妊婦健康診査 保 1-7-4 

２ 乳幼児健康診査  保 1-7-10 

３ 発達健康診査  障 4-1-2 

４ 乳幼児期の歯と口腔の健康づくり  保 1-5-1 

５ 障害者歯科診療事業  保 1-5-6 

６ 妊産婦の栄養・食生活支援 保 1-2-1 

７ 乳幼児の栄養・食生活支援 保 1-2-2 

８ 子ども野菜塾  

９ 和食の日推進事業 

10 屋外スポーツ施設での「まるごと子育て応援事業」 

11 障害児スポーツ事業 

12 スポ・レクひろば 

13 スポーツ振興イベント「Bunkyo Sports Park」の開催 

 
３ 情報発信の最適化 
 

（P83～P84） 

１ 情報誌「子育てガイド」の作成 

２ 子育て施策ＰＲイベント「文京区子育てフェスティバル」の開催 

３ 子育て応援メールマガジンの配信 

４ 子育て世帯向けコールセンターの設置 

５ 予防接種モバイルサービス「子育て応援ワクチンナビ」の運営 
 

大項目 １ 

○新  

○新  
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多様な子育て支援サービスの提供 

小項目 計画事業 

 
１ 幼児期における 

教育・保育の充実 
 

（P85～P95） 

１ 区立保育園の運営 

２ 認可保育園要配慮児保育 

３ 保育園延長保育 ◆ 

４ 区立保育園年末保育 

５ 私立認可保育所等の質の向上 

６ 保育士等キャリアアップ事業 

７ 福祉サービス第三者評価制度の活用 

８ 認証保育所の運営補助 

９ 私立保育園運営補助 

10 区立お茶の水女子大学こども園の運営 

11 区立幼稚園の認定こども園化 ◆ 

12 区立幼稚園等特別保育 障 4-3-7 

13 区立幼稚園等の預かり保育 ◆ 

14 幼稚園型認定こども園延長保育 ◆  

15 幼稚園型認定こども園年末保育 

16 私立幼稚園長時間預かり保育事業費補助 

17 私立幼稚園運営事業補助 

18 文京区版幼児教育・保育カリキュラム 

19 未就園児の定期的な預かり事業  

20 一時保育（キッズルーム） ◆  

21 区立保育園における緊急一時保育・リフレッシュ一時保育 ◆ 

22 
幼稚園型認定こども園における緊急一時保育・リフレッシュ 
一時保育 ◆  

23 病児・病後児保育 ◆ 

24 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） ◆ 

25 ベビーシッター等による子育て支援事業 

26 障害者・児の短期入所（ショートステイ）  障 1-1-8 

27 障害者・児の日中短期入所事業  障 1-1-14 

28 心身障害者（児）短期保護事業  障 1-1-16 

29 医療的ケア児在宅レスパイト事業  障 4-2-8 

30 障害者・児の緊急一時介護委託費助成  障 1-1-15 

 
２ 放課後の 

居場所づくり 
 

（P96～P97） 

１ 育成室の整備及び運営 ◆ 

２ 育成室の障害児保育 ◆ 障 4-3-13 

３ 民間事業者誘致による都型学童クラブの整備 ◆  

４ 放課後全児童向け事業  

５ 児童館の整備及び運営 

大項目 ２ 

○新  

○新  

○新  
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子どもの生きる力・豊かな心の育成 

  

小項目 計画事業 

 
１ 子どもの学び・経験

の機会充実 
 

（P98～P103） 

１ 生きる力実現・学校力パワーアップ事業 

２ いのちと心の教育の推進 

３ 「話す力」向上プログラム事業 

４ 英語力向上推進事業 

５ いじめ問題対策事業 

６ 健康・体力増進事業 

７ 小・中学校等でのスポーツ交流事業  

８ 文京ふるさと学習プロジェクトの推進 

９ ホームステイ生徒交換事業 

10 中学生職場体験 

11 中学校部活動支援 

12 特別支援教育の充実  障4-3-12 

13 バリアフリーパートナー事業 

14 学校施設等の計画的な改築・改修等 

15 「Society5.0 の教室」プロジェクト 

16 教育情報ネットワーク環境整備 

17 学校運営連絡協議会・コミュニティスクール 

 
２ 青少年の健全育成と

自主的な活動の支援 
 

（P104～P107） 

１ 中高生の居場所の確保（文京区青少年プラザ（b-lab）等） 

２ 文京区青少年育成プラン等の推進 

３ 青少年の社会参加推進事業補助 

４ 青少年健全育成会への支援・連携 

５ ボランティア活動への支援 地 1-2-2 

６ 非行防止・更生保護の推進 

７ 環境浄化推進運動 

大項目 ３ 

○新  
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全ての子育て家庭を支える体制の充実 

小項目 計画事業 

 
１ 組織横断的な連携体

制 
 

（P108～P115） 

１ 児童を対象とした相談窓口の運営 

２ 子ども家庭支援センター事業 

３ 子ども養育専門法律相談事業・養育費確保等支援事業 

４ 保育園等への巡回相談  

５ 乳幼児子育て相談 

６ 幼稚園等子育て相談 

７ 障害児相談支援  障 4-2-7 

８ 医療的ケア児支援体制の構築 障 4-2-3 

９ 医療的ケア児支援コーディネーターの配置 障 4-2-4 

10 就学前相談体制の充実  障 4-3-8 

11 総合相談室の充実 障 4-1-3 

12 不登校への対応力強化  

13 文京区版ひきこもり総合対策 地 2-1-4 

14 民生委員・児童委員による相談援助活動 地 1-2-6 

15 包括的相談支援事業 ★  地 2-1-1 

16 多機関協働事業 ★  地 2-1-2 

17 アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 ★  地 2-1-3 

18 児童相談所が関わる子どもの権利擁護事業  

 
２ 児童虐待防止支援体

制の充実 
 

（P116～P117） 

１ 児童虐待防止ネットワークの充実 ◆ 

２ 児童虐待防止対策事業 ◆ 

３ 家庭支援ヘルパー事業 ◆ 

４ 
区児童相談所の専門的アプローチを含めた児童相談体制の 
構築と一時保護所の適切な運営 

５ 社会的養護の推進  

 
３ 悩み・困難を抱える

子どもへの支援 
 

（P118～P122） 

１ 児童発達支援  障 4-3-1 

２ 児童発達支援センターの運営  障 4-2-1 

３ 文京版スターティング・ストロング・プロジェクト 障 4-4-9 

４ 専門家アウトリーチ型支援  障 4-2-6 

５ 居宅訪問型児童発達支援  障 4-3-3 

６ 放課後等デイサービス  障4-3-15 

７ 保育所等訪問支援  障 4-3-4 

８ 障害児通所支援事業所の整備 障4-3-11 

９ 
障害児通所支援事業所における重症心身障害児等
の支援充実に向けた検討 

障 4-2-9 

10 医療的ケア児支援ルーム事業  

11 文京総合福祉センターにおける医療的ケア児の受入れ 

12 ヤングケアラー支援推進事業  

13 日本語指導協力員派遣事業 
  

大項目 ４ 

○新  

○新  

○新  

○新  

○新  

○新  

○新  

○新  

○新  
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小項目 計画事業 

 
４ 子どもの貧困対策 
 

（P123～P128） 

１ 子ども宅食プロジェクト事業 

２ 福祉手当の支給 障 1-7-1 

３ 特別児童扶養手当の支給 

４ 児童育成手当（障害手当）の支給 

５ 児童扶養手当の支給 

６ 児童育成手当（育成手当）の支給 

７ ひとり親家庭等医療費助成 

８ 子育て支援事業利用料等助成制度 

９ 入院助産 

10 母子・父子自立支援員 

11 母子家庭及び父子家庭自立支援給付金事業 

12 母子及び父子福祉資金 

13 母子生活支援施設 

14 母子・女性緊急一時保護事業 

15 生活困窮者自立支援法に基づく学習支援 

16 就学援助 

17 塾代等助成事業 

18 奨学資金給付金制度 

19 入学支度資金融資あっせん 

 
５ 全世帯に向けた経済

的な負担の軽減 
 

（P129～P131） 

１ 児童手当の支給 

２ 子ども医療費助成 

３ 認可外保育施設保育料助成 

４ 私立幼稚園等保護者負担軽減 

５ 保育所等利用多子世帯負担軽減事業 

６ 子どもインフルエンザワクチン任意予防接種費用助成制度 

７ おたふくかぜワクチン任意予防接種費用助成制度  

８ 男子ＨＰＶワクチン任意接種費用助成制度  

９ 学校給食費支援事業  

 
     

○新  

○新  

○新  



第５章 計画の体系・計画事業 

 
72 

 

子育てしやすいまちづくりの推進 

小項目 計画事業 

 
１ 地域社会全体で子ど

もを育む体制の構築 
 

（P132～P143） 

１ 地域団体による地域子育て支援拠点事業 ★ 

２ 子育てひろば事業 ★ 

３ 文京区子育てサポーター認定制度 

４ ファミリー・サポート・センター事業 ◆ 

５ 地域の支え合い体制づくり推進事業 地 1-1-9 

６ 子ども食堂支援事業 

７ 児童館の乳幼児プログラム 

８ 児童館の幼児クラブ 

９ 保健サービスセンターの子育てグループ等支援 

10 区立保育園の地域子育てステーション 

11 区立幼稚園等施設開放 

12 家庭教育支援の推進 

13 ブックスタート事業 

14 子ども向け文化・学習事業の充実 

15 アカデミア講座等での保育室設置 

16 親子スポーツ教室 

17 小中学生スポーツ教室 

18 【文京 eco カレッジ】親子環境教室 

19 親子生きもの調査 

20 環境教育の推進 

21 消費生活出前講座（子ども向け） 

22 消費生活研修会（幼児向け・子ども向け） 

23 家庭のふれあいの推進 

24 労働者及び事業主への広報・啓発活動 

25 男女平等参画推進事業 

26 
障害及び障害者・児に対する理解の促進 
（理解促進研修・啓発事業） 

障 5-2-1 

27 地域学校協働本部事業 

28 ＰＴＡ活動との連携強化、活動支援 

29 小地域福祉活動の推進 ★ 地 1-1-2 

30 参加支援事業 ★  地 1-2-1 

31 地域づくり事業 ★  地 1-1-1 

 
２ 子どもを守る安全・

安心なまちの環境整
備 

 
（P144～P148） 

１ 妊産婦・乳児救護所の体制整備 

２ 防災教室・防災訓練の実施 

３ 子育て支援施設への災害用備蓄物資の配備 

４ 安全・安心なまちづくり 

５ 安全・安心な学校づくり 

６ 安全・安心で快適な公園等の整備    

大項目 ５ 

○新  

○新  
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小項目 計画事業 

 
２ 子どもを守る安全・

安心なまちの環境整
備 

 
（P144～P148） 

７ 文京区バリアフリー基本構想の推進  地 3-1-2 

８ 共同住宅等のバリアフリーの推進 

９ バリアフリーの道づくり 地 3-1-1 

10 コミュニティ道路整備 

11 犯罪の被害防止対策の推進 

12 交通安全教育の実施 

13 コミュニティバス運行 地 3-1-6 

14 居住支援の推進  地 2-1-11   
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２ 計画事業 

（１）親子の健やかな成長の支援 

１－１ 妊娠・出産・子育てへの切れ目ない支援 

１－１－１ 文京区版ネウボラ事業 

事業概要 

保健師等専門職が全ての妊婦にネウボラ面接を行い、妊娠中の不安の軽減を

図ります。面接時には育児用品パッケージを提供し、全数面接の実効性を保持

します。 

また、出産後１年以内の母子に対して心身のケアや育児サポート等を行い、

産後も安心して子育てができる支援体制を確保します。 

なお、経済的支援として妊婦のための支援給付を実施します。 

担当 保健サービスセンター、健康推進課 

５年間の 
計画事業量 

出産前後の個別の不安や悩みの軽減を図るとともに、個々の子育て家庭のニ

ーズに応じた支援を行うことで、妊娠・出産・子育てへの切れ目ない支援を継

続していきます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇     

 
 

１－１－２ 産前産後ケア事業 （保１-７-７） 

事業概要 

妊娠中や出産直後の母子に対し、心身ケアや育児のサポート等きめ細かい支

援や妊娠時あるいは出産後早期にかかりつけ医が確保できるよう、ペリネイタ

ルビジット（出産前後の小児保健指導）の取組として、情報提供や医療機関等

と連携することで、産後も安心して子育てができる包括的な支援を行います。 

担当 保健サービスセンター、健康推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇     
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１－１－３ ぶんきょうハッピーベイビー応援事業 （保１-７-１） 

事業概要 

子どもを望む全ての区民が安心して子どもを産み、育てられるよう、妊娠・

出産等に関する啓発冊子の配布、出産を控えた夫婦や子育て世代を対象とした

講座・講演会等を行います。 

担当 健康推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

○    〇  

 
 

１－１－４ 母親学級・両親学級 （保１-７-６） 

事業概要 

初めて子どもが生まれる妊婦及びパートナー等を対象に、出産・育児につい

て学ぶ機会を提供するとともに、親となる準備を支援し、仲間づくりを促進し

ます。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇      

 
 

１－１－５ 不妊治療に係る支援 （保１-７-２） 

事業概要 

子どもを持つことを希望し、不妊治療を行う区民を支援するため、不妊治療

費（先進医療）助成、男性不妊検査費助成などを行い、また、不妊に関する相談

事業を実施します。 

担当 健康推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇      
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１－１－６ 乳児家庭全戸訪問事業 ◆  （保１-７-９） 

事業概要 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を対象に、保健師・助産師が訪問し、

母子の健康管理や子育てに関する情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭

に対しては、保健師による相談を継続し、関係機関と連携して適切な支援を行

います。 

担当 保健サービスセンター 

５年間の 
計画事業量 

家庭を訪問し育児に必要な事項について指導・助言をすることで、子育て困

難感を抱える家庭への支援を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇     

 
 

１－１－７ バースデーサポート事業 （保１-７-13） 

事業概要 

東京都の「とうきょうママパパ応援事業」の一環であるバースデーサポート

事業として、１歳を迎える子どもを育てる家庭の子育てを応援するため、アン

ケートの回答者に対して育児パッケージと、とうきょう子育て応援ブックなど

を配付します。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇     

 
 

１－１－８ 乳幼児家庭支援保健事業 （保１-７-15） 

事業概要 

育児不安や育児ストレスを抱え、支援が必要な養育者に対し、個別相談やグ

ループ支援を継続的に行い、虐待の発生を予防します。講演会等で広く乳幼児

の発達や育児に関する知識を啓発することで、養育者の不安や心配の解消を図

ります。 

担当 保健サービスセンター 

５年間の 
計画事業量 

支援が必要な養育者に対し個別相談やグループ支援を継続的に行うことや、

講演会等で広く乳幼児の発達や育児に関する知識を啓発し、養育者の不安や心

配の解消を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    
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進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 

 
１－１－９ 多胎児家庭支援事業 （保１-７-14） 

事業概要 

東京都の「とうきょうママパパ応援事業」の一環である多胎児家庭支援事業

として、３歳未満の多胎児がいる世帯に対し、乳幼児健康診査等の母子保健事

業等を利用する際にタクシー移動に使用できる商品券を配付します。また、多

胎児の保護者や多胎児を妊娠中の方を対象に、講演会の開催や地域での仲間づ

くり、情報交換・交流会を目的とした支援活動を行っています。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇     

 
 

１－１－10 平日準夜間小児初期救急診療事業 

事業概要 

地域における小児医療体制の充実を図るため、平日準夜間（午後８時～午後

11時）の小児初期救急診療事業として、都立大塚病院に豊島区と共同で「豊島

文京（平日準夜間）こども救急」を設置します。 

担当 健康推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○※  

  ※対象は 15 歳以下の中学生まで 
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１－２ 親子の健康の維持・増進 

１－２－１ 妊婦健康診査 （保１-７-４） 

事業概要 

妊娠届提出時に健康診査受診票を配付し、委託する都内医療機関等で行う一

般健診と超音波検査、子宮頸がん検診等に係る費用を助成します。里帰り出産

等都外施設で受診した場合や多胎妊娠に伴い一般健診分を超えて受診した場合

（上限あり）には、償還払いにより助成します。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇      

 
１－２－２ 乳幼児健康診査 （保１-７-10） 

事業概要 

４か月から３歳までの乳幼児を対象に発育・発達の状態を確認するとともに、

疾病を早期に発見し適切な治療や療育につなげます。また、子育てのストレス

や育児不安をもつなど子育てが困難な家庭を把握し、関係機関と連携し支援し

ます。 

担当 保健サービスセンター 

５年間の 
計画事業量 

健康診査の実施により、疾病を早期に発見し適切な治療や療育につなげるこ

とができるため、引き続き高い受診率を維持します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
１－２－３ 発達健康診査 （障４-１-２） 

事業概要 

運動発達の遅れや精神発達の偏りが疑われる乳幼児について、専門医による

診察・相談を行い、子どもの発達の問題を早期発見するとともに、関係機関と

連携し適切な療育につなげます。 

担当 保健サービスセンター 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

乳幼児発達
健康診査 
実施回数 

24 24    

乳幼児発達
健康診査 
受診者数 

150 150    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    
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進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 
１－２－４ 乳幼児期の歯と口腔の健康づくり （保１-５-１） 

事業概要 

１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査、歯科保健相談において歯科健康診

査及び保健指導を行います。希望者には、歯科医師の指示のもと、フッ化物歯

面塗布を行い、むし歯予防対策を実施します。また、母子グループ等でも、歯が

生えて間もない時期から各月齢に応じた歯と口腔の健康づくりを啓発し、口腔

機能の健やかな成長の支援を行います。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

１－２－５ 障害者歯科診療事業 （保１-５-６） 

事業概要 

障害者・児等で口腔疾患の予防と治療・口腔機能の改善を必要としている方

を対象に、歯科治療や各種相談等を行い、障害者等に歯科診療の機会を提供し、

障害者の口腔衛生の向上を図ります。また、高次医療機関や地域のかかりつけ

歯科医へもつなげます。 

担当 健康推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

１－２－６ 妊産婦の栄養・食生活支援 （保１-２-１） 

事業概要 

バランスの取れた食事、妊娠期に特に留意したい食品・栄養素について理解

を深めることができるよう、母親学級や調理実演を取り入れた講習会を実施し

ます。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇        
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１－２－７ 乳幼児の栄養・食生活支援 （保１-２-２） 

事業概要 

離乳期から幼児期までの子どもの発達に合わせた適切な食生活を実践できる

よう、乳幼児健診や来所・電話等で相談できる体制を整えます。さらに理解を

深め、家庭において実践できるよう、調理実演を取り入れた講習会を実施しま

す。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

１－２－８ 子ども野菜塾 

事業概要 
食の面から健康になれるよう、食育を推進していく食育サポーターを養成す

るため、野菜をテーマとした講習会を開催します。 

担当 健康推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   

 
 

１－２－９ 和食の日推進事業 

事業概要 
子どもたちが栄養バランスに優れる「和食」の良さを学び、将来にわたる健

康や体力向上につなげるため、学校給食において「和食の日」を実施します。 

担当 学務課 

５年間の 
計画事業量 

区立小・中学校全校及び幼稚園型認定こども園で毎月和食給食を実施し、食

育を推進します。実施に当たっては、交流のある新潟県魚沼市から新米を購入

し、緑茶とともに味わいます。また、茶葉を購入し、日本茶のおいしい淹れ方を

学ぶ教室を開催します。さらに、区と協定等を締結している自治体の農産物を

使用した和食給食を実施し、食文化を学ぶとともに交流自治体への理解を推進

します。  

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇  
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１－２－10 屋外スポーツ施設での「まるごと子育て応援事業」 

事業概要 
屋外スポーツ施設（六義公園運動場及び後楽公園少年野球場）を活用し、未

就学児を対象とした外遊びの機会を提供します。 

担当 スポーツ振興課 

５年間の 
計画事業量 

子どもが外で自由に遊ぶ場所が不足している現状を踏まえ、屋外スポーツ施

設（六義公園運動場及び後楽公園少年野球場）の施設開放や、親子で参加でき

るスポーツ教室を実施し、未就学児の外遊びの機会を提供します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

１－２－11 障害児スポーツ事業 

事業概要 
水泳教室等の障害児向けスポーツ事業を実施し、スポーツに触れる機会を提

供するとともに、スポーツの楽しさや魅力を伝えます。 

担当 スポーツ振興課 

５年間の 
計画事業量 

障害児がスポーツを楽しみ、交流することを目的とした教室等を実施し、障

害児スポーツの普及、振興を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 

 
 

１－２－12 スポ・レクひろば  

事業概要 
 パラスポーツ指導員資格を持つ講師のもと、各種スポーツ・レクリエーショ

ン活動を行います。 

担当 スポーツ振興課 

５年間の 
計画事業量 

 楽しみながら体を動かすことを通して、仲間づくりの機会とスポーツへのき

っかけづくりとなる場を提供します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇 〇 

   

○新  

本計画から新たに追加となった主な事業に「  」を表示しています。 ○新  
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１－２－13 スポーツ振興イベント「Bunkyo Sports Park」の開催  

事業概要 
東京2020大会及びパリ2024大会レガシーの継承や、スポーツを通じたＳＤＧ

ｓの啓発を目的に、各種スポーツ体験ブース、ステージイベントを実施します。 

担当 スポーツ振興課 

５年間の 
計画事業量 

パラスポーツをはじめとした様々なスポーツや運動を体験できる場を提供

し、区民のスポーツ振興や多様性への理解を促進し、ＳＤＧｓの達成を図りま

す。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

   

○新  
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１－３ 情報発信の最適化 

１－３－１ 情報誌「子育てガイド」の作成 

事業概要 

子育て支援事業や困ったときの相談窓口など、子育てに関する情報誌として

子育てガイドを作成します。妊娠中から子育てに関する情報を周知し、地域か

ら孤立しやすい乳幼児期の子育て中の保護者を支援するため、母子健康手帳交

付時に配付します。 

また、文京区に転入した子育て世帯についても窓口にて配付を行います。 

担当 子育て支援課 

５年間の 
計画事業量 

妊娠中から子育てまでに関する最新情報を収集し、民生・児童委員、主任児

童委員と協働で年１回子育てガイドを発行し、母子健康手帳交付時等に配付す

るとともに、区ホームページで公開します。概要版や外国語版の作成のほか、

掲載情報や発信方法の拡充等により、保護者が必要とする子育て情報の発信に

取り組みます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

１－３－２ 子育て施策ＰＲイベント「文京区子育てフェスティバル」の開催 

事業概要 

社会全体で子どもや子育てを支援するため、妊娠・出産から子育てに関係す

る区の関係部署や団体が連携し、子育て相談や講座、サービス情報の発信を通

じて参加者に子育ての不安軽減や喜び・楽しさを実感する契機とします。 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇    

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「  」を表示しています。 ○新  
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１－３－３ 子育て応援メールマガジンの配信 

事業概要 

妊婦や乳幼児の保護者が、安心して出産や子育てができるように、おなかの

赤ちゃんの様子や産後のお子さんの成長、健康・食事などのアドバイス、子育

てサービス等のタイムリーな情報をメールマガジンとして配信します。 

担当 子育て支援課 

５年間の 
計画事業量 

妊娠周期や子どもの月齢に合わせた、子育てに役立つ情報の充実を図るとと

もに、新たに子どもを授かった世帯に対し、事業案内パンフレット等により、

周知を行います。 

また、令和６年度から開始したやさしい日本語版について、在住外国人の子

育て家庭に対し周知を行い、利用の促進を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇    

 
 

１－３－４ 子育て世帯向けコールセンターの設置 

事業概要 

コールセンターを設置し、児童手当やその他の子育て支援事業に関する電話

による区民からの問合せに対応することで、区民サービスの向上及び子育て支

援事業の安定的かつ効率的な運営を図ります。 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

１－３－５ 予防接種モバイルサービス「子育て応援ワクチンナビ」の運営 

事業概要 

お子さん一人ひとりに合わせた予防接種スケジュールを自動作成し、種類や

回数が多く複雑な接種スケジュール管理に係る保護者の負担軽減として、接種

時期等の情報を配信します。 

担当 予防対策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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（２）多様な子育て支援サービスの提供 

２－１ 幼児期における教育・保育の充実 

２－１－１ 区立保育園の運営 

事業概要 

保護者の就労等により保育を必要とする児童を預かる認可保育所として区立

保育園18園を運営し、文京区版幼児教育・保育カリキュラムの実践等の取組を

推進するとともに私立認可保育所等との連携を図ります。 

また、園舎の老朽化に伴い、必要な施設改修を行い、快適な保育環境の整備

を進めます。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－２ 認可保育園要配慮児保育 

事業概要 

認可保育園において、心身の発達に関し特別な配慮が必要な児童に対し、個

別指導計画に基づく集団保育を実施します。必要に応じて加配職員を配置しま

す。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－３ 保育園延長保育 ◆ 

事業概要 

保護者の就労等の都合により保育の必要がある児童を対象に、午後６時15分

以降の延長保育を実施します。また、一時的に児童のお迎えが遅くなる場合に

は、延長保育スポット利用を実施します。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

   

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 
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２－１－４ 区立保育園年末保育 

事業概要 

年末の保育園休園期間中（日曜日を除く12月29・30日）、保護者の就労等によ

り家庭で保育を受けることができない区立保育園在園児を対象に年末保育を実

施します。 

担当 幼児保育課 

５年間の 
計画事業量 

利用申込数を踏まえ実施園数を調整するなど、事業の需要に応じた運営を行

います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－５ 私立認可保育所等の質の向上 

事業概要 

指導検査の実施と保育園等への専門職員の巡回等により、保育の質の向上と

安全確保を推進します。また、保育事業者が行う建物の老朽化への対応及び質

の向上のための取組を支援し、より安全・安心な環境で質の高い保育の実施を

促進します。 

担当 幼児保育課 

５年間の 
計画事業量 

認可外保育施設を含む全ての保育施設において、安全で質の高い保育が提供

されるように、指導検査と区立保育園園長経験者等による巡回指導を両輪とし

た検査・指導体制の更なる充実に取り組みます。 

また、国及び都の補助金を活用し、開設後10年を経過した私立認可保育所等

の建物の改修、設備の更新、備品の購入等に係る経費の一部補助や、開設時期

に関わらず、職員の加配を条件とした賃借料及び維持管理費等補助を行い、保

育環境の向上を促します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    
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２－１－６ 保育士等キャリアアップ事業 

事業概要 

保育士等が保育の専門性を高めながら、やりがいを持って働くことができる

よう、保育士等のキャリアアップに向けた取組を実施する事業者に対し、その

取組に係る費用の一部を補助します。 

担当 幼児保育課 

５年間の 
計画事業量 

費用の一部を補助することにより、各園における保育士の確保・定着を目指

します。また、第三者評価の受審及び結果の公表並びに保育従事職員のモデル

賃金の公表等を要件にすることで、区民への情報提供の促進と保育サービスの

質の向上を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－７ 福祉サービス第三者評価制度の活用 

事業概要 

区立保育園において福祉サービス第三者評価を受審するとともに、私立認可

保育所、認可外保育施設に対し補助を行うことにより受審を推進し、保育の質

の向上及び区民への情報提供の促進を図ります。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－８ 認証保育所の運営補助 

事業概要 
認証保育所に対する運営の補助を行うことで、良好な保育環境の維持を図り

ます。 

担当 幼児保育課 

５年間の 
計画事業量 

東京都が独自の基準で認証する認証保育所の支援を行います。区の内外を問

わず、区民が通う認証保育所に対して運営の補助を行うことで、良好な保育環

境の維持を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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２－１－９ 私立保育園運営補助 

事業概要 

在籍児童に対して保育所等が実施する保育事業について、当該事業に係る経

費の一部を補助することにより、利用者負担の軽減及び保育サービスの向上を

図ります。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－10 区立お茶の水女子大学こども園の運営 

事業概要 

国立大学法人お茶の水女子大学と協働で開設した区立保育所型認定こども園

について、引き続き運営業務全般を大学に委託します。質の高い保育サービス・

幼児教育を提供するとともに、教育カリキュラム開発等の実践研究を通じて、

望ましい幼児教育・保育環境を探求し、その研究成果を区内の保育・幼児教育

施設に還元します。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－11 区立幼稚園の認定こども園化 ◆ 

事業概要 
質の高い幼児教育・保育を提供するために、区立幼稚園の認定こども園化を

目指します。 

担当 教育総務課、学務課 

５年間の 
計画事業量 

区立幼稚園の認定こども園への移行については、校園舎の改築・改修に合わ

せ整備する方針とし、その時々における保育所待機児童数や幼稚園の充足率の

状況、区内の地域バランス等について、総合的に考慮の上、個別に検討してい

きます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    
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２－１－12 区立幼稚園等特別保育 （障４-３-７） 

事業概要 

区立幼稚園等において、特別な支援が必要な幼児が集団の中で生活すること

を通して、幼稚園教育の機能や特性を活かしながら、その幼児の発達を促進す

るため、専門家による指導助言や特別保育を補助する支援員の配置等を行いま

す。 

担当 教育指導課、教育センター 

５年間の 
計画事業量 

特別な支援が必要な幼児の入園後の支援体制をより充実させることで発達を

促します。 

具体的には、文京版スターティング・ストロング・プロジェクトによる幼稚

園教諭等への支援の充実を図ります。  

また、就学支援シートの周知及び活用推進、特別保育を補助する会計年度任

用職員の配置、バリアフリーパートナー制度の適切な運用等を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－13 区立幼稚園等の預かり保育 ◆ 

事業概要 

祝休日、幼稚園休業日、年末年始（12月29日から１月３日まで）を除き、教育

課程終了後から午後６時まで（長期休業中は、月曜日から金曜日までの午前９

時から午後６時まで）預かり保育を行います。保護者の就労等の要件による月

を単位とした「登録利用」と、必要に応じて利用可能な日を単位とした「一時利

用」を実施します。 

※幼稚園型認定こども園においては、預かり時間が午後６時15分までとなり、

幼稚園休業日の一部についても実施があります。 

担当 学務課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

一園一月 
当たりの 
平均利用 
回数 

358 358 358 358 358 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇      

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 
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２－１－14 幼稚園型認定こども園延長保育 ◆     

事業概要 

保護者の就労等の都合により保育の必要がある児童を対象に、午後６時15分

から午後７時15分まで、延長保育を実施します。また、一時的に児童のお迎え

が遅くなる場合には、延長保育スポット利用の制度を実施します。 

担当 学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－15 幼稚園型認定こども園年末保育 

事業概要 

年末の幼稚園型認定こども園の休園期間中（日曜日を除く12月29、30日）、保

護者の就労等により家庭で保育を受けることができない児童を対象に幼稚園型

認定こども園年末保育を実施します。 

担当 教育指導課、学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－16 私立幼稚園長時間預かり保育事業費補助 

事業概要 
区内私立幼稚園が実施する長時間預かり保育事業に係る経費の一部を補助す

ることにより、長時間の保育を必要としている園児の受入れを促進します。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇    

   

○新  
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２－１－17 私立幼稚園運営事業補助 

事業概要 

区内私立幼稚園が幼児教育の振興・充実を図るために行う未就園児対策事業、

育児相談・カウンセラー配置事業、預かり保育推進事業等、各種事業に対し補

助を行います。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇    

 
 

２－１－18 文京区版幼児教育・保育カリキュラム 

事業概要 

区立保育園、幼稚園及び認定こども園において、同じように質の高い幼児教

育・保育を提供するため、文京区版幼児教育・保育カリキュラムを各園におい

て実践します。 

担当 幼児保育課、教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－19 未就園児の定期的な預かり事業    

事業概要 
育児に係る不安や悩みを抱える子育て家庭を支援するため、保護者の就労の

有無にかかわらず、保育所等を利用していない児童を定期的に預かります。 

担当 幼児保育課 

５年間の 
計画事業量 

今後、国において示されるニーズ量の算出方法を基準とし、区内の保育施設

の空きスペース等を活用し、ニーズ量の充足を目指します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇     

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 

○新  

○新  
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２－１－20 一時保育（キッズルーム） ◆ 

事業概要 

満１歳から就学前までの幼児の保護者を対象に、育児疲れのリフレッシュや

学校、幼稚園等の行事参加など多様な保育需要に対応するため、一時保育所を

運営し、保護者の社会活動への参加等を推進します。 

担当 子育て支援課 

５年間の 
計画事業量 

育児疲れによるリフレッシュや学校・幼稚園等の行事参加など多様な保育需

要に対応するため、一時保育所の運営を行います。 

また、多様化する保育ニーズへの対応や利便性の向上を図るため、各施設の

利用者登録について一元化を検討し、保護者の社会活動への参加等を推進しま

す。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－21 区立保育園における緊急一時保育・リフレッシュ一時保育 ◆ 

事業概要 

区立保育園において、一時的に保育が必要な乳幼児を対象に、緊急一時保育

事業を実施します。また、緊急一時保育事業の利用に空きがある場合、要件を

問わず利用できるリフレッシュ一時保育事業を実施します。 

担当 幼児保育課 

５年間の 
計画事業量 

在宅子育て家庭が一時的に保育が必要になった時の支援として、引き続き区

立保育園において一時保育事業を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

２－１－22 幼稚園型認定こども園における緊急一時保育・リフレッシュ 

一時保育 ◆     

事業概要 

区立幼稚園型認定こども園において、園の体制を整えた上で、一時的に保育

が必要な児童を対象に、緊急一時保育事業を実施します。また、緊急一時保育

事業の利用に空きがある場合、要件を問わず利用できるリフレッシュ一時保育

事業を実施します。 

担当 学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇      進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 

○新  
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２－１－23 病児・病後児保育 ◆ 

事業概要 

病中又は病気の回復期にあるお子さんを、家族の介護や勤務の都合等やむを

得ない事由により、集団保育や家庭での保育をすることができないとき、区が

委託する医療機関等で、保育を行います。 

担当 子育て支援課 

５年間の 
計画事業量 

病児・病後児保育施設の運営を行い、病気により集団保育の困難な児童を一

時的に預かることで、保護者の就労等を支援します。 

令和６年度は区内４か所で実施していますが、病気の流行に伴う利用時期の

集中等の理由から保育を断らざるを得ない場合があるほか、施設の地域的な偏

在等により、ニーズに対応しきれていない部分が存在します。これらを踏まえ、

施設の存在しない地域を中心に新規開設に向けた検討を進めます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇   

 
２－１－24 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） ◆ 

事業概要 

保護者の育児疲れ、病気や仕事等の理由により家庭において子どもを養育す

ることが一時的に困難になった場合に、施設において一定期間、養育を行うこ

とで児童及び家庭の福祉の向上を図ります。 

担当 子ども家庭支援センター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇   

 
２－１－25 ベビーシッター等による子育て支援事業  

事業概要 

子育てをする家庭の負担軽減や孤立等の防止を図るため、ベビーシッター等

による保育サービスを利用した際の利用料の一部を助成するとともに、家事・

育児支援サービスを一定の負担で利用できる券を交付するほか、ひとり親家庭

や多胎児家庭を対象に支援事業を実施し、多様な保育サービスの提供を推進し

ます。 

【実施事業】 

・ひとり親家庭子育て訪問支援券事業 

・ベビーシッター利用料助成制度 

・ふたごちゃん・みつごちゃん家事・育児サポート利用料助成制度 

・おうち家事・育児サポート事業 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇   
  

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  
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２－１－26 障害者・児の短期入所（ショートステイ） （障１-１-８） 

事業概要 

自宅で介護する人が病気や休養を要する場合に、障害者・児が施設等に短期

入所し、入浴・排せつ・食事の介護、その他必要な支援を受けることで、在宅生

活の支援と介護者の負担軽減を図ります。 

担当 障害福祉課、予防対策課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

【福祉型】 
実利用者数 

130 140    

【福祉型】 
延利用日数 

5,200 5,600    

【医療型】 
実利用者数 

４ ４    

【医療型】 
延利用日数 

152 152    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

２－１－27 障害者・児の日中短期入所事業 （障１-１-14） 

事業概要 

自宅で障害者・児を介護する人が病気の場合等に、短期入所施設で、宿泊を

伴わずに、日中の見守り・入浴・排せつ・食事の介護等を行い、在宅生活の支援

と介護者の負担軽減を図ります。 

担当 障害福祉課、予防対策課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実利用者数 34人 37人    

延利用回数 1,278回 1,386回    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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２－１－28 心身障害者（児）短期保護事業 （障１-１-16） 

事業概要 

常時介護を必要とする心身障害者・児の家族が疾病・事故・冠婚葬祭・出産・

休養・学校行事等の理由で介護を行うことが困難なときに、家族に代わり時間

単位で保護を行い、介護等の負担を軽減します。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実利用者数 75人 75人    

延利用時間 6,310時間 6,310時間    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 

 
 

２－１－29 医療的ケア児在宅レスパイト事業 （障４-２-８） 

事業概要 

保護者等が、休息、就労又は就職活動の理由により在宅介護を行うことがで

きない場合に、看護師又は准看護師を居宅に派遣し、保護者等に代わって医療

的ケア児の医療的ケア等を行います。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実利用申請
者数 

19人 19人    

実施利用回
数 

81回 81回    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

２－１－30 障害者・児の緊急一時介護委託費助成 （障１-１-15） 

事業概要 

障害者・児を日常的に介護している同居の家族が、冠婚葬祭や疾病等の理由

により一時的に介護を行うことが困難となったときに、障害者・児の家庭や介

護人の家庭において介護を受けた場合又は育成室等の送迎の介護を受けた場

合、その介護委託に要した費用の一部を障害者本人に助成します。ただし、障

害者の配偶者、直系血族及び同居親族を除く介護人の事前登録が必要となりま

す。 

担当 障害福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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２－２ 放課後の居場所づくり 

２－２－１ 育成室の整備及び運営 ◆ 

事業概要 

保護者の就労等により、放課後、家庭での保育に欠ける児童（原則として小

学校１年生から３年生まで）に対し、指導員が遊びと生活指導を通じて子ども

の成長を支援します。また、待機児童の解消及び定員の適正化を図るため、新

たな育成室の整備拡充を図ります。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

育成室数 59 62 67 70 70 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   

 
 

２－２－２ 育成室の障害児保育 ◆ （障４-３-13） 

事業概要 

放課後等の保育の必要な小学校１年生から３年生のうち、心身に特別な配慮

を要する児童（要配慮児）に対して、健全な育成と保護を図り、必要に応じて学

年延長を行います。また、育成室巡回指導を実施し、策定した個別指導計画に

基づき、保育の充実を図ります。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

要配慮児保
育を行う育
成室数 

59 62 67 70 70 

個別指導計
画を作成す
る育成室 

59 62 67 70 70 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   
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２－２－３ 民間事業者誘致による都型学童クラブの整備 ◆ 

事業概要 

既存の育成室運営では対応できない時間延長や一時受け入れ等の保育ニーズ

に対応するため、放課後児童健全育成事業を実施する民間事業者に経費の一部

を補助します。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

各地域の育成室における入室状況や整備状況を踏まえ、保育需要がある地域

への新たな誘致を進めます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   

 
 

２－２－４ 放課後全児童向け事業 

事業概要 

区立小学校の放課後や休業日に、小学校の施設の一部において地域の大人等

の見守りのもと、児童が遊びや自主学習等の活動を自由に行うことで、児童の

安全と安心な居場所を提供し、児童の健やかな成長を支援します。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

保護者の就労状況に関わらず、多くの児童が放課後を安心して過ごせるよう、

実施時間を拡充し、事業の充実を図っていきます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   

 
 

２－２－５ 児童館の整備及び運営 

事業概要 
児童等の健全育成を図るとともに、施設の内装改修等を行い、環境を整備し

ます。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

施設の予防保全を実施するとともに、老朽化が進む施設については、「文京区

公共施設等総合管理計画」に基づき、大規模改修工事等を実施します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

   進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 
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（３）子どもの生きる力・豊かな心の育成 

３－１ 子どもの学び・経験の機会充実 

３－１－１ 生きる力実現・学校力パワーアップ事業 

事業概要 

学習指導要領の「よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創る」という目

標に向けて、各学校・園が学校評価を基に、幼児・児童・生徒、保護者、地域の

期待に応えるために、特色ある教育活動を展開します。 

学識経験者・専門家・地域人材資源活用、大学等連携による補充学習、教育活

動のレベルアップ等を通して、各学校・園ならではの魅力と活力あふれる教育

活動を推進します。 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  

 
 

３－１－２ いのちと心の教育の推進 

事業概要 

児童・生徒に「いのち」について考える機会を提供し、「いのちを大切にする

心」や自尊感情・自己肯定感を育む教育の充実を図るために、全小・中学校にお

いて、外部講師等を招いて、「いのちと心の授業」を実施します。 

・「いのちと人権を考える月間」（５月・12月） 幼稚園等10園 小学校20校 中

学校10校 

・「いのちと心の授業」 小学校20校 中学校10校 

・移動動物園 幼稚園等10園 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  

 
 

３－１－３ 「話す力」向上プログラム事業 

事業概要 

人前で「話す力」を高めるための授業を展開し、社会に出る上で重視される

コミュニケーション能力の育成を目指します。 

「話す力」向上プログラムモデル校の設置 小学校１校 中学校１校 

「話す力」向上プログラム教員向け研修の実施 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇    
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３－１－４ 英語力向上推進事業 

事業概要 

小・中学校における外国人英語指導員（ＡＬＴ）を活用した授業や、英語体験

学習事業（TOKYO GLOBAL GATEWAY BLUE OCEAN）、中学校の実用英語技能検定受

験料の補助、小学校の「ＧＴＥＣ Junior11」の実施により、これからの国際社

会で必要とされる英語の基礎・基本の学力及びコミュニケーション能力の育成

を図ります。 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  

 
 

３－１－５ いじめ問題対策事業 

事業概要 

年２回の「ふれあい（いじめ防止強化）月間」（６月・11月）を軸にして、年

に３回以上の「いじめに関する授業」と「いじめ防止等のための校内研修やＯ

ＪＴ」を行っています。いじめの正確な認知の推進をし、重大事態の発生報告

など法等に基づく措置の徹底を図ります。 

・心のアンケート（各学期に１回以上） 小学校20校 中学校10校 

・ＳＯＳの出し方に関する教育の推進 小学校20校 中学校10校 

・文京区教育委員会いじめ問題対策協議会（年１回） 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  

 
 

３－１－６ 健康・体力増進事業 

事業概要 

区内大学との連携や支援人材の配置等により、子どもたちの健康・体力の向

上を図るほか、がん教育の実施により、がんについての正しい知識や自他の健

康と命の大切さについての理解促進を図ります。 

担当 教育センター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  

   

 
11 GTEC Junior 英語力が測定できるスコア型英語４技能（聞く・読む・話す・書く）テスト。 
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３－１－７ 小・中学校等でのスポーツ交流事業   

事業概要 
区立小・中学校に講師を派遣し、オリンピックやパラリンピック競技等の出

前講座を実施します。 

担当 スポーツ振興課 

５年間の 
計画事業量 

小・中学生にオリンピックやパラリンピック競技等の体験授業を提供し、「す

る」スポーツの促進や障害者及びパラスポーツへの理解と普及啓発を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  

 
 

３－１－８ 文京ふるさと学習プロジェクトの推進 

事業概要 

ふるさと学習副読本「わたしたちの文京区」「わがまち文京」の改訂を行いま

す。 

また、区立中学校代表者を戦地となった自治体（沖縄県うるま市）に派遣し、

沖縄戦の平和関連施設訪問や平和関連の体験学習等の平和学習を実施します。 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  

 
 

３－１－９ ホームステイ生徒交換事業 

事業概要 
国際交流事業の一環として、姉妹都市カイザースラウテルン市との相互理解

と親睦を深めるため、ホームステイ生徒の派遣と受入れを交互に実施します。 

担当 アカデミー推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

    〇 〇 

 
  

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  

○新  
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３－１－10 中学生職場体験 

事業概要 

区立中学校において、社会の一員としての自覚を促すとともに、望ましい社

会性や勤労観・職業観を育成することを目的に、中学校２年生が、３日間地域

の商店、地元の民間企業、公的施設等の職場で仕事等を体験します。 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

    〇  

 
３－１－11 中学校部活動支援 

事業概要 

区立中学校においては、スポーツや文化及び科学等に親しませ、学習意欲の

向上や責任感、連帯感の涵養等に資するため、部活動指導を推進しています。

各中学校の学校規模や教員の専門性等の状況に応じ、教員に代わって部活動を

指導できる部活動指導員を各中学校に配置し、技術的指導や専門的指導を行う

ことにより、部活動全体の充実を図るとともに、一部の部活動指導を外部委託

すること等を通して、地域連携・地域移行を進めていきます。 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

    〇  

 
３－１－12 特別支援教育の充実 （障４-３-12） 

事業概要 

国のインクルーシブ教育12の施策を踏まえ、区立小・中学校の通常の学級及び

特別支援学級における特別な支援を必要とする児童・生徒が、個々のニーズに

応じた教育を受けることができるように、指導員等を配置し充実を図ります。 

【特別支援教育担当指導員】通常の学級に在籍する発達障害等の特別な支援が

必要な児童・生徒の支援として、一斉指導の中での個別指導や特別支援教室

等での専門的指導・支援を行います。 

【交流及び共同学習支援員】特別支援学級設置校において、障害のある子ども

たちと障害のない子どもたちとの交流及び共同学習を円滑に行います。 

【バリアフリーパートナー】大学生や地域人材等ボランティアの協力を得て、

子どもたちのサポートを行います。 

担当 教育指導課 

５年間の 
計画事業量 

特別支援教育担当指導員等の人材配置とその有効な活用に向けた学校への指

導・助言、校内における組織的・継続的な支援体制の整備等を進めます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  
  

 
12 インクルーシブ教育 人間の多様性の尊重等を強化し、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発

達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能にする目的の下、障害のある者とない者が共に学ぶ仕組み。 
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３－１－13 バリアフリーパートナー事業 

事業概要 

区立幼稚園等・小学校・中学校において、特別な支援を必要とする幼児・児

童・生徒が個々のニーズに応じた教育を受けることができるようにするため、

大学生や地域人材等ボランティアの協力を得て、子どもたちのサポートを行い

ます。 

担当 教育指導課 

５年間の 
計画事業量 

特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒が、学校生活の中で適切にサポー

トを受けることができるよう、引き続き、人材の確保や事業の適切な運用を図

ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  

 
 

３－１－14 学校施設等の計画的な改築・改修等 

事業概要 
子どもたちの良好な教育環境を確保するため、老朽化した学校施設の改築や

改修、教室の増設を行い、教育環境の向上を図ります。 

担当 学務課 

５年間の 
計画事業量 

「学校施設整備指針」等に基づき、老朽化した校舎の改築を行い、多様な学

習活動に対応した指導を可能とするとともに、安全な学校生活を送ることがで

きるよう施設面の整備を図ります。また、定期的な点検・診断により、施設の状

況を正確に把握し、必要な対策を適切な時期に実施することで、施設の安全性

を確保していきます。 

あわせて、児童数の増加に応じた普通教室の増設を適切に行い、子どもたち

が快適な学校生活を送ることができる教育環境を整えます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  ○ ○ ○  
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３－１－15 「Society5.0 の教室」プロジェクト 

事業概要 

児童・生徒に１人１台ずつ配備されたタブレット端末や、各教室に配置され

ているアクティブボードや電子黒板等ＩＣＴ機器、通信ネットワークやクラウ

ド環境を最大限活用し、Society5.013時代の到来を見据えた、従来の指導方法に

とらわれない新しい授業スタイルを創造します。 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  

 
 

３－１－16 教育情報ネットワーク環境整備 

事業概要 

児童・生徒の情報活用能力や考える力を育成するとともに、教科指導におけ

るＩＣＴ機器活用の推進、校務の情報化による教員の負担軽減等を図るため、

質の高い教育情報ネットワーク環境を整備し、教育の質の向上につなげます。 

担当 学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   ○ ○  

 
 

３－１－17 学校運営連絡協議会・コミュニティスクール 

事業概要 

全ての区立幼稚園、幼稚園型認定こども園、小・中学校に「学校運営連絡協議

会」を設置し、学校運営や教育活動に地域の意見を反映することによって、学

校・家庭・地域が一体となった開かれた学校づくりを推進します。 

また、コミュニティスクールにおいては、「学校運営協議会」が学校運営の基

本方針を承認し、教育活動等に意見を述べるなど、地域住民等による学校運営

参画を一層推進します。 

担当 教育指導課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇  

 
  

 
13 Society5.0 狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会

（Society4.0）に続く、新たな社会で、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させ

たシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会。 

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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３－２ 青少年の健全育成と自主的な活動の支援 

３－２－１ 中高生の居場所の確保（文京区青少年プラザ（b－lab）等） 

事業概要 

中高生専用施設「文京区青少年プラザ(b-lab）」において、中高生にとって魅

力的な居場所を提供するほか、文化・スポーツ等の各種講座を実施します。あ

わせて、創業支援施設であるインキュベーションオフィス「GROWTH(グロース) 

文京飯田橋」に関連したスタートアップ14と連携して中高生専用の居場所事業を

実施するなど、中高生の自主的な活動を応援します。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

文京区青少年プラザ(b-lab）においては、より多くの中高生に継続して利用

してもらうため、魅力的な居場所づくりとなるよう、利用者による運営への参

画、各種講座を実施するなど、より一層の充実を図ります。また、広報誌の発行

やホームページ等の情報発信により、広く中高生に対して継続した周知を図り

ます。さらに、旧大塚地域活動センター跡地に区内２か所目となる青少年プラ

ザを建設し、中高生の活動の場の更なる拡充を図ります。 

中高生居場所事業（AQUABASE）については、中高生の新たな居場所として、理

解してもらうため、区報やＳＮＳ等を通じた広報活動を行い、周知を図ります。

また、海洋生物に関する専門家による実験教室や、ワークショップ等を定期的

に開催することで魅力的な居場所づくりに努めます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

    〇 〇 

 
 

３－２－２ 文京区青少年育成プラン等の推進 

事業概要 

「文京区青少年育成プラン」及び「青少年健全育成のあり方に関する報告書」

の育成ビジョン・推進目標・推進項目に基づき、青少年問題協議会において施

策を検討・実施します。また、青少年健全育成会においては、各地区の行動計画

に基づき事業を実施します。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

「文京区青少年育成プラン」及び「青少年健全育成のあり方に関する報告書」

の育成ビジョン・推進目標・推進項目に基づいて、青少年問題協議会において

施策を検討・実施し、より一層の青少年健全育成の推進を図ります。 

また、青少年健全育成会においては、各地区の行動計画に基づく事業を実施

し、青少年健全育成の推進を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 

 
 

 
14 スタートアップ 先進的なアイデア・技術を強みに、新しいビジネスを創り出し、短期間で急成長を遂げる企業。 
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３－２－３ 青少年の社会参加推進事業補助 

事業概要 

青少年が社会性を身に付けるとともに、地域社会で活動するための知識等を

得る機会をより多く提供するため、ＮＰＯ等が実施する社会参加推進事業や青

年育成事業に補助を行います。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

ＮＰＯ等が特性を活かした青少年の社会参加推進事業や青年育成事業の経費

の一部を補助し、青少年の社会参加を推進し、青少年の自立を促進します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 

 
 

３－２－４ 青少年健全育成会への支援・連携 

事業概要 
地域の特性や社会情勢、地域住民のニーズに即した青少年健全育成施策を推

進するため、青少年健全育成会への活動支援を行います。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

地域における青少年健全育成を担う中心的な団体である青少年健全育成会へ

の支援を行うとともに、活動の充実を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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３－２－５ ボランティア活動への支援 （地１-２-２） 

事業概要 

ボランティア養成講座や研修等を実施し、地域の担い手を育成するとともに、

福祉教育の実施、ボランティア・市民活動に関する情報収集・提供を行うコー

ディネート機能の強化等により、地域福祉活動の多様化、活性化を図ります。 

また、団体への研修費の助成等による支援のほか、地域活動や交流会等を通じ

て活動団体間の交流を促進することでネットワーク化を推進し、ボランティア・

市民活動の輪を広げます。 

担当 社会福祉協議会 

５年間の 
計画事業量 

個人や団体からの地域活動に係る相談に、必要な諸調整を行いながら丁寧に

応じます。 

また、体験型プログラムを取り入れるなどの工夫を行いながらボランティア

養成講座等を実施し、地域の担い手の育成に取り組むとともに、実際にボラン

ティア活動を行いたい方と実動しているボランティア団体とをつなげます。 

さらに、活動している個人や団体同士のつながる機会を設けることで、活動

が停滞しないように支援を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

３－２－６ 非行防止・更生保護の推進 

事業概要 

犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの更生について理解を深め、犯

罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くための啓発活動（東京ドー

ム周辺広報啓発活動、社会を明るくする大会、矯正展等）を実施します。 

担当 福祉政策課 

５年間の 
計画事業量 

毎年７月の「社会を明るくする運動強調月間（法務省主唱）」「青少年の非行・

被害防止全国強調月間（こども家庭庁主唱）」に合わせ、文京区社会を明るくす

る運動推進委員会（関係団体30団体で構成）を中心に、犯罪や非行のない地域

をつくるために、一人ひとりが考え、参加するきっかけとして運動を実施し、

より多くの区民の関心を喚起し、理解を深めていきます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 
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３－２－７ 環境浄化推進運動 

事業概要 

青少年の健全育成を阻害するおそれのある有害な図書類（雑誌、コミック等）、

ビデオ類の販売やレンタルの自主規制を区内の各店舗に対して要請するほか、

テレビ、インターネット等のメディアに対し、青少年に好ましくない番組放送

等の自主規制を要請します。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

青少年健全育成を一層躍進するため、引き続き販売店舗やメディアに対して

自主規制を要請し、地域環境の浄化に努めます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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（４）全ての子育て家庭を支える体制の充実 

４－１ 組織横断的な連携体制 

４－１－１ 児童を対象とした相談窓口の運営 

事業概要 
子どもの権利を守るため、児童・生徒からの相談を受ける窓口を運営すると

ともに、児童・生徒には、相談窓口等の周知に努めます。 

担当 区児童相談所、子ども家庭支援センター、教育センター 

５年間の 
計画事業量 

区児童相談所、子ども家庭支援センター、教育センターにおいて相談窓口を

運営します。 

また、児童・生徒に相談窓口を紹介するパンフレット等を配付し、虐待やい

じめ等の早期発見を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－１－２ 子ども家庭支援センター事業 

事業概要 

家庭における子育てと子どもの健全な育成を支援するため、相談事業・親子

ひろば事業・子育て支援講座・家庭支援ヘルパー派遣等の事業を実施すること

で、子育ての孤立化や児童虐待を未然に防止するための予防的な支援を行いま

す。また、区児童相談所等の関係機関と緊密に連携し、支援が必要な家庭を適

切な支援機関につなげます。 

担当 子ども家庭支援センター 

５年間の 
計画事業量 

こども家庭センター機能を整備し、支援が必要な家庭をより早い段階から予

防的支援につなげていきます。また、令和７年４月開設の区児童相談所と連携

し、相談援助体制の充実を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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４－１－３ 子ども養育専門法律相談事業・養育費確保等支援事業 

事業概要 

子どもの最善の利益を守るため、離婚や養育費等に関する法律的な相談に弁

護士が対応します。また、離婚後の養育費確保や親子交流の実施にかかる費用

について支援を行います。 

担当 子ども家庭支援センター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－１－４ 保育園等への巡回相談    

事業概要 

巡回相談員が保育園、幼稚園、育成室等を訪問し、要保護児童対策地域協議

会における連携支援や児童虐待対応等についての理解を図ります。また、関係

機関において課題や不安を抱える家庭等の情報を共有し、児童の見立てや現場

の職員としての対応方法等について助言を行うなど、支援機関の対応力の強化

に努め、児童虐待の発生予防・早期発見を図ります。 

担当 子ども家庭支援センター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○   

 
 

４－１－５ 乳幼児子育て相談 

事業概要 

区立保育園において、乳幼児の子育てに関する相談を実施し、保護者の不安

や悩みの軽減を図ることにより、地域の子育て支援の中心的役割を果たしてい

きます。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇    

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  

○新  
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４－１－６ 幼稚園等子育て相談 

事業概要 

区立幼稚園及び幼稚園型認定こども園において、乳幼児の子育てに関する

様々な相談に応じます。 

保護者の不安を受け止めることで、「親と子の育ちの場」としての役割を果た

していきます。 

担当 学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇    

 
 

４－１－７ 障害児相談支援 （障４-２-７） 

事業概要 

児童福祉法に基づき、障害児通所支援を利用する前に障害児の心身の状況、

環境、その保護者の障害児通所支援利用に関する意向、その他事情を聞き取り、

個々の状況に応じた障害児支援利用計画等を作成し、通所支援事業者と連絡調

整を行います。 

さらに、定期的にモニタリングを行い、利用状況に応じて計画の見直しを行

うなど、ケアマネジメントによるきめ細かい支援を行います。 

障害児通所支援利用者が増えていることから、障害児相談支援の利用を希望

する障害児が相談支援を受けられる体制を目指します。 

担当 障害福祉課、予防対策課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

計画作成 
者数 

542人 574人    

計画作成 
割合 

59％ 61％    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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４－１－８ 医療的ケア児支援体制の構築 （障４-２-３） 

事業概要 

医療的ケア児が、未就学期・学齢期・成人期のライフステージに応じて円滑

かつ適切な支援を受けられるように、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関

係機関による連絡会を開催し、適切な支援体制の構築に向けた課題・対策等に

ついて協議を行います。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等、医療的ケア児の支援に関わる行政機関

や事業所等の関係者による連絡会を開催し、地域の課題や対策について継続的・

定期的に意見交換や情報共有を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－１－９ 医療的ケア児支援コーディネーターの配置 （障４-２-４） 

事業概要 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、保健、医療、福祉、

教育等の関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支

援専門員等の配置を促進します。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

配置人数 10人 11人    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 



第５章 計画の体系・計画事業 

 
112 

 
４－１－10 就学前相談体制の充実 （障４-３-８） 

事業概要 

専門の委員からなる特別支援教育相談委員会を設置し、就学において特別な

支援を必要とする児童・生徒の個々の特性に応じて、可能な限り保護者の意向

を尊重した上で、適切な支援を受けられるようにします。 

担当 教育指導課 

５年間の 
計画事業量 

保育園・幼稚園・小学校・中学校等との連携を強化して相談体制の整備に取

り組み、保護者に対して必要な情報提供を行います。就学相談においては、特

別支援教育相談委員会を計画的に運営し、個々の特性を把握して健やかな成長

のための適切な就学先を判断します。 

教育センター等との連携により、就学前からの相談体制及び就学後への継続

相談支援体制の充実を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  

 
 

４－１－11 総合相談室の充実 （障４-１-３） 

事業概要 

０歳から18歳までの子どもの心身の障害や発達上の何らかの心配について、

また不登校、集団不適応等の教育上の悩みや心配について、専門職（心理士、作

業療法士、言語聴覚士等）が相談に応じ、必要に応じて、個別指導やグループ指

導等の発達支援や心理的援助等を行います。 

担当 教育センター 

５年間の 
計画事業量 

増加している相談件数や複雑化かつ高度化している相談について、必要に応

じて関係機関等と情報共有を図りながら対応していくとともに、総合相談室の

体制強化を検討します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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４－１－12 不登校への対応力強化 

事業概要 

不登校の児童・生徒に対して、様々な専門家・専門機関が関わり対応を強化
することで、生活リズムの立て直し、豊かな対人関係の経験、自己肯定感のア
ップに寄与し、児童・生徒一人ひとりが、将来に希望を持ち、より健康で充実し
た日々を送っていくことを支えます。学校の中では教室以外の校内居場所を設
置し、学校外では、教育支援センターやオンラインでの学び等を充実し、不登
校児童・生徒一人ひとりに合った学びの環境を整えていきます。 

担当 教育センター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  

 
４－１－13 文京区版ひきこもり総合対策 （地２-１-４） 

事業概要 

ひきこもり当事者やその家族及び８０５０問題ケース等の複合的な課題を含
む相談を文京区ひきこもり支援センターで実施し、関係機関と連携しながら支
援を行います。 
ひきこもり状態にある方の自立を支援するため、「ひきこもり等自立支援事業

（ＳＴＥＰ事業）」（Support支援/Talk相談/Experience経験/Place居場所)を行
います。 

担当 生活福祉課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

ひきこもり支援セ
ンター相談件数 

240件 260件    

STEP事業相談件数 940件 960件    

STEP事業支援メニ

ュー利用件数 
550件 560件    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

     〇 

 
４－１－14 民生委員・児童委員による相談援助活動 （地１-２-６） 

事業概要 

民生委員・児童委員は、地域住民の介護の悩みや子育ての不安、障害者の生
活上の困りごと、経済的困窮など福祉に関する様々な相談に応じ、支援を必要
とする方と行政機関を繋げるパイプ役を担います。 
区は民生委員・児童委員への支援や連携を通じて、地域社会の中で生活上の

様々な問題を抱えている方への相談及び援助活動を行います。 

担当 福祉政策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇   
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４－１－15 包括的相談支援事業 ★    （地２-１-１） 

事業概要 

高齢・介護、障害、子ども、生活困窮等の各分野において実施されている既存

の相談支援を一体的に実施し、相談者の属性や世代、相談内容等に関わらず、

地域住民からの相談を包括的に受け止め、抱える課題の整理を行います。 

また、受け止めた相談のうち、複雑化・複合化している課題については、多機

関協働事業につなぎ、連携を図りながら支援を行います。 

担当 事務局：福祉政策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－１－16 多機関協働事業 ★   （地２-１-２） 

事業概要 

支援関係機関間の有機的な連携体制を構築し、当該連携体制の中で地域にお

ける地域生活課題等の共有を図り、複雑化・複合化した支援ニーズを有し、様々

な課題の解きほぐしが求められる事例等に対して支援を行います。 

担当 事務局：福祉政策課 

５年間の 
計画事業量 

複雑化・複合化した支援ニーズを有し、様々な課題の解きほぐしが求められ

る事例等を支援するため、分野横断的に多機関が連携した会議体（支援会議及

び重層的支援会議）を運営します。 

支援会議では、地域において関係機関等がそれぞれ把握していながらも支援

が届いていない個々の事例の情報共有や、地域における必要な支援体制の検討

を行います。 

重層的支援会議では、支援プランの協議と策定を行うとともに、定期的にモ

ニタリング会議を開催し、再プランやプラン終結等の判断を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－１－17 アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 ★    （地２-１-３） 

事業概要 

本人と直接かつ継続的に関わるための信頼関係の構築や、本人とのつながり

づくりに向けた支援を行い、複雑化・複合化した課題を抱えているため必要な

支援が届いていない方に支援を届けます。 

担当 事務局：福祉政策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇   

○新  

○新  

○新  
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４－１－18 児童相談所が関わる子どもの権利擁護事業    

事業概要 

子どもの権利擁護及び意見表明機会の保障と尊重により、児童の最善の利益

を実現することを目的として、児童の立場から児童との信頼関係を基礎とし、

児童の意見を様々な方法で傾聴するとともに、児童の考えの整理を後押しし、

児童が望む場合は意見表明の支援や代弁を行う「子どもの意見表明等支援員」

と、公正中立な立場から施設職員等へ事実確認の照会・調査等を行う「子ども

の権利擁護調査員」を設置し、区児童相談所が関わる児童からの権利に関する

相談を受けることにより、児童の福祉の向上を図ります。 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

重層的支援体制整備事業実施計画に関わる事業に「★」を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  

○新  
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４－２ 児童虐待防止支援体制の充実 

４－２－１ 児童虐待防止ネットワークの充実 ◆ 

事業概要 

要保護児童対策地域協議会において、虐待などによる要保護児童等に関する

関係機関との情報共有や支援状況の把握に努め、関係機関連携による支援を行

います。 

担当 子ども家庭支援センター 

５年間の 
計画事業量 

地域において子どもと家庭に関する支援ネットワークを構築し、関係機関と

連携しながら、要保護児童対策地域協議会を運営します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 

４－２－２ 児童虐待防止対策事業 ◆ 

事業概要 

児童虐待防止マニュアル等の関係機関への配布や児童虐待防止に関する企画

展の実施等による啓発活動を行います。 

また、子育て支援講座、家庭支援ヘルパー事業、親子ひろば事業（ぴよぴよひ

ろば）等を実施し、子育ての孤立化や児童虐待の未然防止につなげます。 

担当 子ども家庭支援センター、区児童相談所 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－２－３ 家庭支援ヘルパー事業 ◆ 

事業概要 

子育て等に対して不安・負担を抱えた家庭、妊産婦又はヤングケアラー等が

いる居宅を訪問し、不安や悩みの相談に対応するとともに、家事や育児をサポ

ートする家庭支援ヘルパーを派遣することにより、家庭や養育環境を整え、虐

待リスク等の高まりを未然に防ぎます。 

担当 子ども家庭支援センター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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４－２－４ 区児童相談所の専門的アプローチを含めた児童相談体制の構築と 

一時保護所の適切な運営 

事業概要 

地域に根差した区児童相談所として、関係機関と密接な情報交換を図り、機

動的かつ専門的なアプローチを含む相談支援を展開します。一時保護所におい

ては、子どもの最善の利益を最優先に考慮し、安全・安心な環境の中で、子ども

の意見表明が尊重された適切なケアと未来につなぐ支援を行います。 

担当 区児童相談所 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－２－５ 社会的養護の推進  

事業概要 

社会的養護における施設養護に関しては、広域的な施設利用が行えるよう、

他自治体の関係機関との連携を一層深めていきます。また、社会的養護のもう

一つの大きな柱となっている、里親やファミリーホームに関しては、家庭養護

の重要性を踏まえて、里親登録数の拡充や、里親の方への研修・支援などにつ

いて、里親養育包括支援機関15や関係施設、他自治体と連携し、チーム養育とし

て、取組の一層の充実を図ります。全ての子どもが適切な養育の中で、自らの

将来について考え、子ども自身が将来への希望を持ち、共に未来を考えること

ができる、きめの細かい支援を実施します。 

担当 区児童相談所 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

   

 
15 里親養育包括支援機関（フォスタリング機関） 里親のリクルート及びアセスメント、子どもと里親家庭のマッチング

をはじめとしたフォスタリング業務を包括的に実施する機関。 

 

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  

○新  
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４－３ 悩み・困難を抱える子どもへの支援 

４－３－１ 児童発達支援 （障４-３-１） 

事業概要 

児童福祉法に基づき、主に未就学の障害児を対象に心身の発達を促し、日常

生活における基本的な動作等の習得、社会生活・集団生活などへの適応のため

の支援を行います。 

担当 障害福祉課、予防対策課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実利用者数 287人 289人    

延利用日数 25,830日 26,010日    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－３－２ 児童発達支援センターの運営 （障４-２-１） 

事業概要 

教育センター内の児童発達支援センターにおいて、発達面や行動面に関する

支援を必要とする子どもに対して、日常生活における基本的な動作の指導、知

識技能の付与、集団生活への適応訓練を行うとともに、障害児通所支援を利用

する児童の障害児支援利用計画を作成し、定期的にモニタリングを行います。 

また、地域の障害児やその家族への相談支援、障害児が通う保育園・幼稚園

への援助、助言などの地域支援を行います。 

担当 教育センター 

５年間の 
計画事業量 

引き続き、個々の子どものニーズに応じた必要な発達支援や相談支援が受け

られる体制を整備するとともに、改正児童福祉法の趣旨を踏まえ、障害児の地

域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制の構築に向け検討

等を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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４－３－３ 文京版スターティング・ストロング・プロジェクト （障４-４-９） 

事業概要 

集団参加や対人コミュニケーションなどの社会的スキル等の成長が乳幼児期

から促されるように、心理士等の専門家チームが幼稚園、保育園、児童館等を

訪問し、専門的発達支援を行います。また、保護者に対しても専門的観点から

育児方法などを伝え、より質の高い育児環境を整え、健やかな育ちを支えてい

きます。 

担当 教育センター 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

施設訪問 
回数 

240回 250回    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

４－３－４ 専門家アウトリーチ型支援 （障４-２-６） 

事業概要 
専門職（心理士、作業療法士、言語聴覚士等）による保育園、幼稚園への巡

回・訪問、学校等への派遣等により、子どもへの対応力の向上を図ります。 

担当 教育センター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇  

 
 

４－３－５ 居宅訪問型児童発達支援 （障４-３-３） 

事業概要 

重度の障害等の状態にある障害児であって、児童発達支援又は放課後等デイ

サービスを利用するために外出することが著しく困難な障害児について、居宅

を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導等を行います。 

担当 障害福祉課、予防対策課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実利用者数 11人 12人    

延利用日数 253日 276日    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

   進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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４－３－６ 放課後等デイサービス （障４-３-15） 

事業概要 

就学している障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生

活能力向上のための支援や社会との交流の促進等を行うことで、障害児の健全

な育成を図ります。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実利用者数 496人 506人    

延利用日数 38,839日 40,309日    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇 〇 

 
 

４－３－７ 保育所等訪問支援   （障４-３-４） 

事業概要 
集団生活の適応のために支援が必要な保育所等に通う障害児について、その

施設を訪問し、専門的な支援を行います。 

担当 障害福祉課、予防対策課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

実利用者数 27人 30人    

延利用日数 243日 270日    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  

○新  
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４－３－８ 障害児通所支援事業所の整備 （障４-３-11） 

事業概要 

重症心身障害児や医療的ケア児を含めた障害児が、地域の中で児童発達支援

や放課後等デイサービス等の必要な支援が受けられるよう、整備費等補助制度

の活用の推進を図るなどして、民間事業者による障害児通所支援事業所の施設

整備を促進します。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

整備数 
（累計） 

４か所 ４か所    

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－３－９ 障害児通所支援事業所における重症心身障害児等の支援充実に 

向けた検討 （障４-２-９） 

事業概要 

主に重症心身障害児や医療的ケア児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所の確保・充実に向けて、課題等を整理し対策の検討を

行います。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

障害福祉サービス等事業者連絡会や関係機関において、重症心身障害児や医

療的ケア児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を

確保できるよう、検討を進めています。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－３－10 医療的ケア児支援ルーム事業  

事業概要 

元町ウェルネスパークにおいて、医療的ケア児支援ルームを開所し、医療的

ケア児が家族以外の他者（他の医療的ケア児や支援者等）との交流活動等を行

うことにより、社会参加の機会を図ります。 

担当 障害福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇※   

  ※対象は１歳から小学３年生までの児童   

○新  
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４－３－11 文京総合福祉センターにおける医療的ケア児の受入れ 

事業概要 

リアン文京の地域活動支援センターにおいて、未就学の医療的ケア児に対し、

同世代の児童とのふれあいや家族以外の人との関わりを持つ機会を提供しま

す。 

担当 障害福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
４－３－12 ヤングケアラー支援推進事業   

事業概要 

ヤングケアラーに対する理解促進を図るため、周知啓発用リーフレットの作

成や、関係機関を対象とした研修等を実施します。 

また、ヤングケアラー支援については、要保護児童対策地域協議会において、

課題を共有しながら支援のあり方等を協議し、関係機関との連携体制を強化す

るとともに、ヤングケアラー本人だけではなく、家族全体に対する支援を行い

ます。 

担当 子ども家庭支援センター 

５年間の 
計画事業量 

ヤングケアラー支援の推進において、「知ること、気づくこと」への広報・啓

発活動の取組として、支援関係者や子ども本人に向けたリーフレットの配布や、

要保護児童対策地域協議会における子ども・教育・福祉・保健医療等の様々な

分野の関係者や地域の多様な主体を対象とした講演会や研修を行い、適切な相

談支援につなげる体制の強化を図ります。 

また、相談窓口である「子ども応援サポート室」の充実を図るほか、ヤングケ

アラーの負担を軽減し、子どもらしく過ごせる時間と場を確保するため、関係

機関と連携して本人の意向を踏まえたサポートプランを作成し、地域資源を活

用した本人及び家族全体に対する支援を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇 〇 

 
４－３－13 日本語指導協力員派遣事業 

事業概要 
日本語が不自由な児童・生徒が入学した際には、学校生活適応への支援の一

環として、母語の日常会話ができる日本語指導協力員を派遣します。 

担当 教育指導課 

５年間の 
計画事業量 

日本語が不自由な児童・生徒が、学校生活に適応できるよう、引き続き大学

機関等と連携し、日本語指導協力員の人材確保や資質向上を図るための教材や

情報の提供等を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇    

○新  
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４－４ 子どもの貧困対策 

４－４－１ 子ども宅食プロジェクト事業 

事業概要 

子どものいる生活困窮世帯（児童扶養手当・就学援助受給世帯等）のうち、希

望する世帯に対し企業等から提供を受けた食品等を配送します。定期配送をき

っかけに、子どもとその家族を必要な支援につなげ、地域や社会からの孤立を

防いでいきます。 

担当 子育て支援課 

５年間の 
計画事業量 

希望する全ての世帯に配送を行うほか、食品等の配送をきっかけとしたつな

がりづくりと定期的な見守りを強化します。また、世帯状況に応じた支援の実

施や、イベント招待などの親子の体験機会等を充実させることで地域や社会か

らの孤立を防いでいきます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－４－２ 福祉手当の支給 （障１-７-１） 

事業概要 

心身に障害のある方に対し、自立した社会生活を送るための一助となるよう

に、心身障害者等福祉手当・精神障害者福祉手当(区制度)・特別障害者手当等

(国制度)・重度心身障害者手当(都制度)を支給します（所得制限あり。）。 

担当 障害福祉課、予防対策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－４－３ 特別児童扶養手当の支給 

事業概要 
心身に一定程度以上(身体障害者手帳１～３級程度、愛の手帳１～３度程度)

の障害等がある20歳未満の児童の養育者に手当を支給します(所得制限あり。)。 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○ ○ 

   進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  
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４－４－４ 児童育成手当（障害手当）の支給 

事業概要 

心身に一定程度以上(身体障害者手帳１・２級程度、愛の手帳１～３度程度、

脳性マヒ又は進行性筋萎縮症)の障害のある20歳未満の児童の養育者に手当を

支給します(所得制限あり。)。 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 

４－４－５ 児童扶養手当の支給 

事業概要 

ひとり親家庭等に養育されている児童の心身の健やかな成長に寄与し、児童

福祉の増進を図るため、児童扶養手当を支給します(児童扶養手当法に基づく国

の制度)。 

【対象】 

満18歳に達した日以降の最初の3月31日まで(中程度の障害を有する場合は20

歳未満)の児童を養育しているひとり親家庭等(所得制限あり。) 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 

４－４－６ 児童育成手当（育成手当）の支給 

事業概要 

ひとり親家庭等に養育されている児童の心身の健やかな成長に寄与し、児童

福祉の増進を図るため、児童育成手当を支給します(児童育成手当条例に基づく

区の制度)。 

【対象】 

満18歳に達した日以降の最初の3月31日までの児童を養育しているひとり親

家庭等(所得制限あり。) 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○ ○ 
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４－４－７ ひとり親家庭等医療費助成 

事業概要 

ひとり親家庭等の保健の向上と福祉の増進を目的として、児童とその養育者

の医療費自己負担分のうち、一部または全部を助成します。 

【対象】 

18歳に達した日以降の最初の3月31日まで(中程度の障害を有する場合は20歳

未満)の児童を養育しているひとり親家庭等(所得制限あり。) 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 

４－４－８ 子育て支援事業利用料等助成制度 

事業概要 

前年度住民税非課税の世帯や生活保護を受けている世帯などを対象として、

各種子育て支援サービスを利用した際の保育利用料の一部又は全額を助成し、

経済的な負担の軽減を図ります。 

【対象事業】 

・一時保育事業（キッズルーム） 

・ファミリー・サポート・センター事業 

・おうち家事・育児サポート事業 

・病児・病後児保育事業 

・ベビーシッター利用料助成制度 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇   

 
 

４－４－９ 入院助産 

事業概要 
「児童福祉法」に基づき、出産時に分娩・入院の費用を支払うことが困難な

妊産婦（所得要件あり。）に対して、その費用を支給します。 

担当 生活福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇      
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４－４－10 母子・父子自立支援員 

事業概要 

ひとり親家庭等からの相談に応じ、自立に必要な情報提供及び指導を行うと

ともに、職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行います。また、母子及

び父子福祉資金の貸付、母子家庭及び父子家庭自立支援給付金事業などを通し

てひとり親家庭の自立に向けた支援を行います。 

担当 生活福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－４－11 母子家庭及び父子家庭自立支援給付金事業 

事業概要 

要件を満たしたひとり親家庭等の父母が、より収入が高く安定した職に就く

ことができるように、就職に有利な資格取得の支援として「母子家庭及び父子

家庭自立支援教育訓練給付金事業」及び「母子家庭及び父子家庭高等職業訓練

促進給付金事業」を実施します。 

担当 生活福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－４－12 母子及び父子福祉資金 

事業概要 

ひとり親家庭等に対して、経済的自立と生活意欲の助長、児童の福祉を増進

するために必要とする資金の貸付を行います。 

【対象】 

20歳未満の児童を扶養しているひとり親家庭等 

担当 生活福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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４－４－13 母子生活支援施設 

事業概要 
配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき

児童を、抱える問題の状況に応じて母子生活支援施設において保護します。 

担当 生活福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－４－14 母子・女性緊急一時保護事業 

事業概要 

配偶者等の暴力被害からの避難等で緊急に施設での保護が必要な母子や女性

に一時的に公的施設のほか、近隣のホテルや民間シェルターを活用して保護と

相談、支援を行います。 

担当 生活福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

４－４－15 生活困窮者自立支援法に基づく学習支援 

事業概要 
生活困窮等の理由により、学習環境・生活環境に課題のある子ども等に対し、

学習面及び生活面の支援を総合的に行います。 

担当 生活福祉課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇 〇 

 
 

４－４－16 就学援助 

事業概要 
経済的援助が必要な児童又は生徒の保護者に対し、就学に必要な経費（学習

支援費、新入学用品費等）の一部を援助します。 

担当 学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇    
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４－４－17 塾代等助成事業 

事業概要 

就学援助補助対象世帯（生活保護受給世帯を除く。）で、中学２年生又は３年

生の生徒の保護者に対し、学習塾等の学校外学習にかかる費用の助成を行いま

す。 

担当 教育総務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

    〇  

 
 

４－４－18 奨学資金給付金制度 

事業概要 
経済的理由により修学困難な生徒に対し、高等学校等へ入学するに当たり、

奨学金を給付します。 

担当 教育総務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

    〇  

 
 

４－４－19 入学支度資金融資あっせん 

事業概要 

広く教育の機会の均等を図り人材を育成することを目的に、区と協定を締結

した取扱金融機関による融資をあっせんし、区が利子補給（貸付利子 年2.9％、

保証料を含む。）を行います。 

担当 教育総務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

    〇  
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４－５ 全世帯に向けた経済的な負担の軽減 

４－５－１ 児童手当の支給 

事業概要 
満18歳に達した日以降の最初の３月31日までの児童の養育者に手当を支給し

ます。 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 

４－５－２ 子ども医療費助成 

事業概要 
満18歳に達した日以降の最初の３月31日までの子どもの保険診療分で、入院・

通院にかかる医療費の自己負担分を助成します。 

担当 子育て支援課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 ○ ○ ○ ○ ○ 

 
 

４－５－３ 認可外保育施設保育料助成 

事業概要 
認可外保育施設に入所している児童の保護者に対し、利用料等の一部を補助

します。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

４－５－４ 私立幼稚園等保護者負担軽減 

事業概要 私立幼稚園等に在籍する園児の保護者に対し、保育料等を補助します。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇    
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４－５－５ 保育所等利用多子世帯負担軽減事業 

事業概要 

子育てに伴う経済的負担の軽減を図り、子どもを多く持ちたい世帯に対する

支援となるよう、区内に在住する２人以上の子どもを扶養する世帯で、認可保

育所に通う０歳から２歳の第２子以降の保育料を無料とします。 

担当 幼児保育課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇     

 
 

４－５－６ 子どもインフルエンザワクチン任意予防接種費用助成制度 

事業概要 

子育て中の保護者の経済的負担の軽減を図るとともに、疾病の予防及び健康

増進に寄与することを目的として、生後６か月以上中学校３年生までを対象に

接種費用の一部を助成します。 

担当 予防対策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇  

 
 

４－５－７ おたふくかぜワクチン任意予防接種費用助成制度  

事業概要 

様々な合併症の頻度も高いおたふくかぜについて、子育て中の保護者の経済

的負担の軽減を図るとともに、疾病の予防及び健康増進に寄与することを目的

として、おたふくかぜワクチン接種費用の一部を助成します。 

担当 予防対策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

   

○新  
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４－５－８ 男子ＨＰＶワクチン任意接種費用助成制度  

事業概要 

ＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）が原因となる肛門がんや尖圭コンジロー

マ等の疾病を予防し、性交渉によるＨＰＶ感染や女性の子宮頸がんの発症を防

ぐため、ＨＰＶワクチン接種を希望する男子の保護者に対し、接種費用を全額

助成します。 

担当 予防対策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇※ 〇 〇※ 

  ※対象は小学６年生から高校１年生までの児童・生徒 
 
 

４－５－９ 学校給食費支援事業   

事業概要 

区立小・中学校における給食費を無償化するとともに、食物アレルギーや長

期欠席等の事情により、学校給食の提供を受けることができない児童・生徒の

保護者を対象に給食費相当額を補助します。 

さらに、区立以外の小・中学校等に通う児童・生徒の保護者に対し、給食費相

当額を補助します。 

担当 学務課 

５年間の 
計画事業量 

 学校給食の無償化や学校給食費相当額の補助を行い、小・中学校等に在籍す

る全ての児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   ○ ○  

 
   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  

○新  

○新  
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（５）子育てしやすいまちづくりの推進 

５－１ 地域社会全体で子どもを育む体制の構築 

５－１－１ 地域団体による地域子育て支援拠点事業 ★ 

事業概要 

地域で子育てを支援している団体等による地域子育て支援拠点事業を実施

し、子育てサポーター認定制度の認定を受けたサポーターの新たな活躍の場と

するとともに、子どもや子育て家庭を支える地域とのつながりが生まれる仕組

みづくりを進め、「顔の見える」相手との信頼関係のもとで、地域で安心して子

育てができるよう支援します。 

担当 子育て支援課 

５年間の 
計画事業量 

区内４か所（富坂地区・大塚地区・本富士地区・駒込地区）の地域子育て支援

拠点を地域団体が安定的に運営するための支援を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇     

 
 

５－１－２ 子育てひろば事業 ★ 

事業概要 

乳幼児及びその保護者が安心して遊べ、仲間作りもできる場を提供し、専門

指導員による子育てに関する相談、援助及び子育て関連情報の提供を行うとと

もに、子育て支援に関する講習等を実施します。 

担当 子育て支援課、幼児保育課、児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

区内５か所の子育てひろば（西片、汐見、水道、千石、江戸川橋）において、

乳幼児とその保護者が安心して遊べる場や仲間作りの場を提供するとともに、

子育てに関する相談等の支援を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    
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５－１－３ 文京区子育てサポーター認定制度 

事業概要 
区の子育て支援事業等でも活用できる、子育てに関する知識や技能等を修得

する研修を実施し、地域の子育て世帯をサポートする人材の育成を図ります。 

担当 子育て支援課、社会福祉協議会 

５年間の 
計画事業量 

区内大学や社会福祉協議会等の団体と協力し、ベーシックサポーター認定研

修を年２回、スタンダードサポーター認定研修を年２回、居場所サポーター認

定研修を年１回実施します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇   

 
 

５－１－４ ファミリー・サポート・センター事業 ◆ 

事業概要 
子育ての援助を受けたい区民と援助を行いたい区民が会員となり、地域の中

で互いに助け合いながら子育てする相互援助活動を行います。 

担当 子育て支援課 

５年間の 
計画事業量 

文京区子育てサポーター認定制度を活用し、提供会員の質の向上を図るとと

もに、地域担当制をとり、提供会員と依頼会員のマッチングの向上を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇   

   

 

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

子ども・子育て支援交付金を充当して実施する事業に「◆」を表示しています。 

 

重層的支援体制整備事業実施計画に関わる事業に「★」を表示しています。 
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５－１－５ 地域の支え合い体制づくり推進事業 （地１-１-９） 

事業概要 

地域交流の場である「ふれあいいきいきサロン」への支援を通して、高齢者、

障害者、子育て世代等が、おしゃべり等により地域での交流を深めることで、

孤立化を予防し、だれもが安心して楽しく暮らせる住民同士の支え合いの仕組

みづくりに取り組みます。 

また、地域住民が自主的に地域の課題解決を図る活動に寄与するため、不足

するインフォーマルな資源の開発に取り組む事業（サロンぷらす事業）に対し

て、立上げ及び事業運営に必要となる補助を行い、活動を支援します。 

担当 社会福祉協議会 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

ふれあいい
きいきサロ
ン設置数 

150 152 154 156 158 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－１－６ 子ども食堂支援事業 

事業概要 

地域の子どもを対象に食事の提供を通じた居場所づくりとしての「子ども食

堂」を運営する地域活動団体へ、社会福祉協議会を通じて運営費等の助成を行

い、活動を支援します。 

担当 社会福祉協議会 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

子ども食堂
登録数 

15 16 17 18 19 

子ども食堂
連絡会開催

回数 
１ １ １ １ １ 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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５－１－７ 児童館の乳幼児プログラム 

事業概要 

児童館において、午前中に地域の乳幼児とその保護者を対象に、親子同士の

交流･親睦を目的としたプログラムや、子育て交流講座など、親の子育てを支援

する事業を行います。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

乳幼児プログラムや子育て相談事業の実施により、子育てを支援する事業の

充実を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇     

 
 

５－１－８ 児童館の幼児クラブ 

事業概要 
２歳児（４月１日現在）以上を対象に、児童館において木曜日の午前中にプ

ログラムを実施します。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

子育て支援サービスを提供するため、利用者のニーズに合わせた幼児クラブ

活動プログラムを実施し、内容の充実を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

５－１－９ 保健サービスセンターの子育てグループ等支援 

事業概要 

保健師の地区活動や保健サービスセンターで実施している事業などから、地

域での仲間づくり・情報交換や交流を目的とした支援活動を行うことで、パー

トナーを含めた交流や子育て経験者等の相談しやすい「話し相手」との交流に

より、地域で安心して子育てができる環境をつくります。 

担当 保健サービスセンター 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇     

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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５－１－10 区立保育園の地域子育てステーション 

事業概要 

区立保育園の子育てのノウハウを地域に還元するため、親子で保育プログラ

ムを体験する機会を提供するとともに、子育てに関する相談や情報提供を行う、

地域子育てステーション事業を月１回程度実施します。 

担当 幼児保育課 

５年間の 
計画事業量 

地域の子育て世帯が抱える子育ての悩みや不安を軽減するため、仲間づくり

の場としてより多くの親子が参加できるよう広く周知するとともに内容の充実

を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

５－１－11 区立幼稚園等施設開放 

事業概要 

区立幼稚園及び幼稚園型認定こども園において、園児及び未就学児に園庭等

の施設を遊び場として開放し、地域の乳幼児が親子で安心して遊べる場、子ど

も同士で関わりがもてる場、保護者の交流を図る場としての役割を果たします。 

担当 学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇    

 
 

５－１－12 家庭教育支援の推進 

事業概要 

家庭における教育力の向上のため、子どもの実態、家庭の現状に即したテー

マを内容とする講座等を開設することにより、家庭や地域の教育力の更なる向

上を図ります。 

担当 教育総務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  
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５－１－13 ブックスタート事業 

事業概要 
保健サービスセンター及び保健サービスセンター本郷支所で行われている生

後４か月児健康診査の際に、ブックスタート事業を実施します。 

担当 真砂中央図書館 

５年間の 
計画事業量 

保健サービスセンターで実施する４か月児健診時に、図書館職員がブックス

タートパックを配付し、絵本の読み聞かせと図書館の案内を行います。絵本を

介して親子のふれあいを深め、親子の健全なかかわりを育む子育て支援の一助

とします。 

また、乳幼児期からの読書環境や読書活動の一層の充実を図るとともに、発

達段階に応じた読書活動を推進していきます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇     

 
 

５－１－14 子ども向け文化・学習事業の充実 

事業概要 

以下をはじめとした子ども向けのコンサートや各種教室、文化・学習事業を

実施します。 

【公益財団法人 文京アカデミー】 

０歳から入場可能なコンサートや小・中学校出前コンサートを実施するほか、

夏休み子どもアカデミア講座等を開講します。 

【文京ふるさと歴史館】 

夏休み期間中、小・中学生向けに自由参加型クイズを実施し、広く文京ふる

さと歴史館に親しみ、文京区の歴史や文化への興味や関心を高める機会を提供

します。 

【森鷗外記念館】 

夏休み期間中の児童を対象としたワークショップや、鷗外や文学等について

楽しく親しみながら学べる事業を実施します。 

担当 アカデミー推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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５－１－15 アカデミア講座等での保育室設置 

事業概要 

幼児を持つ親が平日の日中にシビックセンターで開催する文京アカデミア講

座や講演会などの学習活動に参加できるよう、講座等の開催時に保育室を設置

します。 

担当 アカデミー推進課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇    

 
 

５－１－16 親子スポーツ教室 

事業概要 
親子のふれあいを通し、子どもたちの心身の健全な育成と生涯スポーツの普

及・振興を図ることを目的とした初心者スポーツ教室を実施します。 

担当 スポーツ振興課 

５年間の 
計画事業量 

親子がコミュニケーションを取りながら練習ができるプログラムを実施し、

子どもたちのスポーツに親しむきっかけづくりを提供します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  

 
 

５－１－17 小中学生スポーツ教室 

事業概要 
小中学生の心身の健全な育成とジュニアスポーツの振興を図るため、ローラ

ースポーツを始めとした各種スポーツ教室を開催します。 

担当 スポーツ振興課 

５年間の 
計画事業量 

区内の協力団体等から講師を招き、地域社会におけるスポーツの発展とジュ

ニアの技術向上を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  
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５－１－18 【文京 eco カレッジ】親子環境教室 

事業概要 

体験型環境学習の機会を区民に提供し、環境問題に対する意識の高揚を図る

ため、区内の親子等を対象とした「親子環境教室」を開催します。 

動植物、天気や地球温暖化等さまざまなテーマで、クイズや工作等を交えて

楽しく学ぶことができる教室を実施します。 

対象は区内小学生とその保護者で、年６回の実施です。 

担当 環境政策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   

 
 

５－１－19 親子生きもの調査 

事業概要 

身近な自然を題材に、環境保全を親子で一緒に楽しく学び、地域の環境につ

いて考える「親子生きもの調査」を実施します。自然に触れ合う体験型環境学

習を通じて、区の自然環境状況把握及び環境保全への意識啓発を行います。 

対象は区内小学生とその保護者です。 

担当 環境政策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   

 
 

５－１－20 環境教育の推進 

事業概要 

次世代を担う子どもたちへの環境教育を推進するため、地球温暖化対策や生

物多様性など文京区の環境について、子どもを対象とした文京区環境基本計画

＜小学生用＞等の概要版を作成し、配布します。 

担当 環境政策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  
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５－１－21 消費生活出前講座（子ども向け） 

事業概要 
小学生に対し、消費生活に関する知識・情報を広く伝えるため、児童館・育成

室等の小学生が集まる場所に出向き、発達段階に応じた講座を実施します。 

担当 経済課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇   

 
 

５－１－22 消費生活研修会（幼児向け・子ども向け） 

事業概要 
幼児・小学生（及びその保護者）を対象とし、発達段階に応じた関心のあるテ

ーマで、消費生活に役立つ研修会を実施します。 

担当 経済課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇   

 
 

５－１－23 家庭のふれあいの推進 

事業概要 

最も基本的な人間形成の場である家庭の意義を見直し、家族のふれあいやき

ずなを深めるため、毎月第２日曜日を文京区「家庭の日」と定め、様々な啓発を

行います。 

また、青少年健全育成会が実施する「家庭の日」啓発事業に対する補助を行

います。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

今後も家族のふれあいやきずなを深める機会を充実させるため、引き続き、

意識啓発を推進します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 
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５－１－24 労働者及び事業主への広報・啓発活動 

事業概要 

育児と仕事の両立をはじめとする多様な働き方の実現に向けた意識改革を推

進するため、関係行政機関や商工会議所等と連携し、積極的な情報提供に努め

るとともに、労働者及び事業主への広報・啓発活動を行います。 

担当 経済課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－１－25 男女平等参画推進事業 

事業概要 

固定的な役割分担意識にとらわれない、各人の個性と能力を十分に発揮し、

互いの違いや多様な生き方を尊重する男女平等参画社会を目指した啓発・普及

活動を行います。 

担当 総務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－１－26 障害及び障害者・児に対する理解の促進（理解促進研修・啓発事

業） （障５-２-１） 

事業概要 

障害者・児が住み慣れた地域社会において、差別や偏見なく地域の一員とし

て育ち暮らし続けていけるよう、様々な機会を捉えて障害の特性や障害のある

人に対する理解を促していきます。 

担当 障害福祉課 

５年間の 
計画事業量 

文京区共生のための地域支援フォーラム（年１回）において講演会等の事業

を行うとともに、心のバリアフリーハンドブックの配布を通じて周知啓発を行

います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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５－１－27 地域学校協働本部事業 

事業概要 
地域が学校の教育目標を共有しながら、子どもたちのために様々な場面で学

校教育を支援し、地域全体で子どもたちの成長を支えます。 

担当 教育総務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

   〇 〇  

 
 
 

５－１－28 ＰＴＡ活動との連携強化、活動支援 

事業概要 

保護者の学習の場として、また、親同士及び親と教員とのつながりを作る場

として、ＰＴＡ活動を支援することにより、ＰＴＡ相互の連携を強化し、家庭

の教育力を向上させます。 

ＰＴＡを対象とした各種研修会等の企画内容の充実を図るとともに、ＰＴＡ

連合会合同事業への支援を行います。 

担当 教育総務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  

 
 

５－１－29 小地域福祉活動の推進 ★ （地１-１-２） 

事業概要 

日常生活圏域全域に地域福祉コーディネーターを配置し、町会・自治会単位

の小地域で起きている課題を掘り起こし、地域住民による課題の共有、検討及

び解決の支援を行い、地域における住民同士の支え合いの体制づくりを推進し

ます。 

担当 社会福祉協議会 

５年間の 
計画事業量 

10名体制になった地域福祉コーディネーターが、地域の支え合い活動や日常

的な相談の中心となる「多機能な居場所（つどい～の）」、地域交流の場である

「ふれあいいきいきサロン」等の運営支援のほか、生活支援コーディネーター

を兼務し、「住民主体の通いの場（かよい～の）」の運営支援等に取り組むこと

で、住民同士の交流や支え合い、見守り活動のサポートを行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 
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５－１－30 参加支援事業 ★   （地１-２-１） 

事業概要 

本人や世帯が、地域や社会と関わり方を選択し、自らの役割を見出せるよう、

地域の社会資源等とのマッチングや開拓を行い、社会とのつながり作りに向け

た支援を行います。 

担当 事務局：福祉政策課 

５年間の 
計画事業量 

本人やその世帯のニーズを抱える課題など丁寧に把握し、地域の社会資源や

支援メニューとのコーディネートをし、マッチングを行います。 

また、既存の社会資源に働きかけたり、既存の社会資源の拡充を図り、本人

やその世帯の支援ニーズや状態に合った支援プランを作成します。 

さらに、マッチングをした後に本人の状態や希望に沿った支援が実施できて

いるかの定着支援及びフォローアップ等を行い、本人やその世帯と社会とのつ

ながり作りに向けた支援を行います。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－１－31 地域づくり事業 ★   （地１-１-１） 

事業概要 

介護、障害、子ども、生活困窮の各分野において実施されている既存の地域

づくりに関する事業の取組を活かしつつ、世代や属性を超えて交流できる場や

居場所の整備を行うとともに、地域における資源の開発やネットワークの構築、

支援ニーズと取組のマッチング等により地域における多様な主体による取組の

コーディネート等を行います。 

担当 事務局：福祉政策課 

５年間の 
計画事業量 

社会福祉協議会と連携し、地域住民やＮＰＯ等が運営するイベント等の交流

の場や、多機能な居場所を拡充します。 

また、既存の拠点等については、各個別制度では直接に対象としていない方

も利用できる多世代・多属性の活動の場としての利活用を検討します。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
   

○新  

○新  

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 

 

重層的支援体制整備事業実施計画に関わる事業に「★」を表示しています。 

 

本計画から新たに追加となった主な事業に「   」を表示しています。 ○新  
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５－２ 子どもを守る安全・安心なまちの環境整備 

５－２－１ 妊産婦・乳児救護所の体制整備 

事業概要 

妊産婦・乳児救護所の円滑な運営を図るため、協定を締結した大学等との連

携を強化し、災害時における妊婦、乳児及びその母親等の避難生活の支援、応

急的な物資の配慮・支援情報の提供、医療、相談が行えるよう、体制整備を図り

ます。 

担当 防災危機管理課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇     

 
 

５－２－２ 防災教室・防災訓練の実施 

事業概要 

学校、保育園、幼稚園、町会、マンション等の単位で地震体験車及び煙体験ハ

ウスの出張を行います。また、防災フェスタや防災キャンプ等、親子で楽しみ

ながら学ぶことのできる防災訓練を実施することで、幅広い年齢層の防災意識

の普及啓発を図ります。 

担当 防災危機管理課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－３ 子育て支援施設への災害用備蓄物資の配備 

事業概要 

一時保育施設等の子育て関連施設（児童館・育成室、キッズルーム、病児・病

後児保育施設、子育てひろば、ぴよぴよひろば、保育園）において、利用時に災

害が発生した際に必要な食糧等備蓄物資を配備します。 

担当 防災危機管理課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇     
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５－２－４ 安全・安心なまちづくり 

事業概要 

安全・安心まちづくり推進地区の指定を受けた地域活動団体等に対する活動

支援、青色防犯パトロールの実施、地域安全教室の開催、電子メール等による

情報発信などを行うことにより、安全で安心して暮らすことができるまちづく

りを推進します。 

担当 防災危機管理課 

５年間の 
計画事業量 

安全・安心まちづくり推進地区の指定を行うとともに、指定を受けた地域活

動団体や自主防犯活動を行う団体に対して、活動支援を行うことにより、区民

の自主的な防犯活動を促進します。 

また、区内ボランティア団体との協力による青色防犯パトロールの実施、犯

罪に遭わないための防犯知識等を学ぶ地域安全教室の開催、「文の京」安心・防

災メールによる防犯等安心情報の配信などにより、地域における犯罪の未然防

止を図ります。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－５ 安全・安心な学校づくり 

事業概要 

交通事故や不審者等の身の危険から子どもたちを守るため、以下の事業を実

施し、ハード・ソフト両面からの見守り体制を整備します。 

【スクールガード事業】 

区立小学校で実施。地域や保護者を中心としたボランティアにより、通学路

や地域の見守りを行います。年２回の連絡会実施及び年１回の通学路巡回（ス

クールガードリーダー・スクールガード・学校・ＰＴＡ・警察・土木部・教育総

務課）を行い安全点検をしています。 

【学校・幼稚園情報配信システム】 

緊急情報等を迅速かつ正確に伝達できる体制を整えます。 

【防犯カメラの設置】 

通学路に防犯カメラを設置し、児童の見守り活動を補完します。 

【防犯ブザー配付】 

児童・生徒に対する事件・事故の未然防止の一環として、小学校新入生等に

防犯ブザーを配付します。 

担当 教育総務課、学務課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇  
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５－２－６ 安全・安心で快適な公園等の整備 

事業概要 

安全・安心に配慮しながら、地域住民のニーズを踏まえた公園等の再整備や、

公園に隣接する公共施設を活用した、公園と一体となった魅力的な空間づくり

など、だれもが安心して利用できる地域の憩いの場となる公園等の整備を行い

ます。 

担当 みどり公園課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－７ 文京区バリアフリー基本構想の推進 （地３-１-２） 

事業概要 
バリアフリー基本構想の重点整備地区別計画に基づき、各施設設置管理者が

特定事業を実施することで、重点的かつ一体的なバリアフリーを推進します。 

担当 都市計画課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－８ 共同住宅等のバリアフリーの推進 

事業概要 

子ども、妊産婦を含めた全ての人が安全、安心、快適に共同住宅等で生活で

きるよう、その整備に関する基準を定めることにより、福祉のまちづくりを推

進します。 

担当 住環境課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

   

進行管理の対象としている事業名に    を表示しています。 
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５－２－９ バリアフリーの道づくり （地３-１-１） 

事業概要 

文京区バリアフリー基本構想に基づき、生活関連経路（１次経路及び歩道の

ある２次経路）の歩道の拡幅、平坦性の確保、視覚障害者誘導用ブロックの設

置などを行い、全ての人にやさしい道路の実現を図ります。 

担当 道路課 

５年間の 
計画事業量 

項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 

生活関連経
路に指定さ
れた区道の
整備率 

22.5％ 25.0％ 27.5％ 30.0％ 32.5％ 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－10 コミュニティ道路整備 

事業概要 

生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、コミュニティ道路16

整備計画に基づき、地域住民や交通管理者との調整を図りながら整備を行うこ

とで、総合的な交通安全対策を推進します。 

担当 道路課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－11 犯罪の被害防止対策の推進 

事業概要 
子どもが身の危険を感じた際、緊急に避難できる場所を確保するとともに、

その目印として子ども110番ステッカーを掲示します。 

担当 児童青少年課 

５年間の 
計画事業量 

子どもが事件に遭遇した際、緊急に避難できる場所を確保するとともに、そ

の目印として子ども110番ステッカーを掲示します。区立小学校ＰＴＡ連合会や

区内警察署等と連携を図り、事業の周知・充実に努めていきます。 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇   

 
16 コミュニティ道路 人と車の調和を図るとともに、歩行者等が安全かつ安心して利用できる道路環境の整備を目的と

して、車の走行速度の抑制等を図った総合的な交通安全対策を推進する道路。 
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５－２－12 交通安全教育の実施 

事業概要 

子どもの交通安全を確保するため、地域の実態や幼児・児童・生徒の実態に

即した計画的かつ組織的な交通安全教育を行うことを通じて、危険を回避する

能力や、交通ルールを守り安全を重視する意識と態度を育てます。 

担当 管理課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

  〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－13 コミュニティバス運行 （地３-１-６） 

事業概要 
区内の公共交通不便地域を解消し、病院、福祉施設、観光・文化施設、商業地

域を結ぶことにより、区民等の移動における利便性を高めます。 

担当 区民課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 
 

５－２－14 居住支援の推進 （地２-１-11） 

事業概要 

住宅の確保に配慮を要するひとり親家庭及び障害のある子どもの家庭等に対

し、区内不動産店及び家主の協力を得ながら、住宅確保要配慮者の入居を拒ま

ない民間賃貸住宅の確保を進めるとともに、様々な既存の住宅ストックを活用

することで住宅確保要配慮者の円滑な入居を促進します。 

また、住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を営む住

まい方ができるよう様々な機関と連携した支援をするとともに、文京区、不動

産関係団体、居住支援団体で構成する「文京区居住支援協議会」において、相談

支援等住まい方に関する支援を検討します。 

あわせて、都営住宅の募集に関する情報提供等を適切に行うことで、住宅に

困窮する世帯に対する住まいの確保を図ります。 

担当 福祉政策課 

対象ライフ 
ステージ 

妊娠期 
就学前 

（３歳未満） 
就学前 

（３歳以上） 
小学生 中学生 高校生世代 

 〇 〇 〇 〇 〇 
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第６章  子ども・子育て支援事業計画 

 

 

 

１ 子ども・子育て支援事業計画の考え方 

子ども・子育て支援事業計画は、子ども・子育て支援法第61条に基づく、「教育・

保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の提供体制の確保や各種子育て支援施

策の円滑な実施に関する内容等を記載した計画です。 

本区では、子育て支援計画と一体的に策定しており、子ども・子育て支援法で定

められた子育て支援事業を明確にするため、再掲する事業も含め、本章において量

の見込みや確保方策等を記載します。 

 
 

２ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法第61条に基づき、「地理的条件、人口、交通事情その他の

社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的

に勘案して定める区域（教育・保育提供区域）」を設定して、その区域ごとの「量

の見込み」及び「確保方策」を計画するものとされています。 

本区においては、基盤整備や事業実施上の効果などを総合的に勘案し、引き続き、

文京区全域を１区域として設定します。 

 

 

３ 量の見込み（ニーズ量）の算定方法 

国が示す「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等

のための手引き（平成26年１月）」及び「第三期市町村子ども・子育て支援事業計

画等における『量の見込み』の算出等の考え方」を踏まえ、本区の人口推計と令和

５年度実施の「子ども・子育て支援に関する実態調査」（以下「実態調査」という。）

の結果を用いて以下の流れで量の見込みを算定します。 

ただし、その結果が実態（過去の事業実績）と大きく乖離し、適切な量の見込み

を算定することが困難な事業については、本区の実情に応じた方法で算定します。 
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４ 幼児期の教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

（１）保育の必要性の認定について 

子ども・子育て支援新制度では、保護者の就労状況等により、教育・保育を利用

する子どもについて３つの認定区分が設けられ、この認定区分に応じて、特定教育・

保育施設等（認定こども園・幼稚園・保育所・地域型保育事業）の利用先が決まっ

ていきます。 

 
 

＜３つの認定区分＞ 

１号認定（教育標準時間認定） 利用先：幼稚園・認定こども園 

● お子さんが満３歳以上で、教育を希望される場合 

２号認定（満３歳以上・保育認定） 利用先：保育所・認定こども園 

● お子さんが満３歳以上で、「保育の必要性の認定」を受け、保育所等での保育を希望さ

れる場合 

３号認定（満３歳未満・保育認定） 利用先：保育所・認定こども園・地域型保育 

● お子さんが満３歳未満で、「保育の必要性の認定」を受け、保育所等での保育を希望さ

れる場合 

 
 

（２）地域型保育事業について 

地域型保育事業とは、子ども・子育て支援新制度において、区の認可事業として

位置づけられている事業です。原則、満３歳未満の保育を必要とする乳幼児に対し

て行われる事業であり、小規模保育（Ａ・Ｂ・Ｃ型）・家庭的保育・居宅訪問型保

育・事業所内保育の４類型があります。待機児の多い都市部で身近な保育の場を確

保する事業です。 
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事業名 事業概要 

小規模保育 

比較的小規模で家庭的保育事業に近い雰囲気の下、きめ細かな保

育を実施します。 

・Ａ型（保育所分園に近いもの） 

・Ｂ型（保育所分園と家庭的保育の中間的なもの） 

・Ｃ型（家庭的保育に近いもの） 

家庭的保育 
家庭的な雰囲気の下で、少人数を対象にきめ細かな保育を実施し

ます。家庭的保育者の居宅その他の場所で保育を行います。 

居宅訪問型保育 
住み慣れた居宅において、１対１を基本とするきめ細かな保育を

実施します。（ベビーシッター派遣事業） 

事業所内保育 

企業が主として従業員への仕事と子育ての両立支援策として実施

します。地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供しま

す。 

 
 

（３）量の見込み（ニーズ量）の算定及び確保方策について 

幼児期の教育・保育の量の見込み（ニーズ量）は、「第三期市町村子ども・子育

て支援事業計画等における『量の見込み』の算出等の考え方」により、将来人口推

計と利用意向割合からニーズ量を算定しました。この見込みに対し、確保方策を次

頁のとおり実施していきます。 

 

●関連事業 ２－１－１  区立保育園の運営 

      ２－１－１０ 区立お茶の水女子大学こども園の運営 

      ２－１－１１ 区立幼稚園の認定こども園化   
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幼児期の教育・保育の量の見込みと確保方策の実施時期 

 

項 目 

令和７年度 
（Ｒ８.４.１時点） 

令和８年度 
（Ｒ９.４.１時点） 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

教育 
希望 

保育の 
必要性あり 

保育の 
必要性あり 

教育 
希望 

保育の 
必要性あり 

保育の 
必要性あり 

３歳 
以上 

３歳以上 
０歳 

１-２ 
歳 

３歳 
以上 

３歳以上 
０歳 

１-２
歳 教育 

希望 

左記 

以外 

教育 

希望 

左記 

以外 

①ニーズ量の見込み 1,253 712 3,164 536 2,332 1,239 704 3,129 546 2,366 

②
確
保
方
策 

教
育
・
保
育
施
設 

認定こども園 101 42 33 6 42 101 42 33 6 42 

区立幼稚園 634 301 － － － 580 301 － － － 

私立幼稚園 1,101 527 － － － 1,101 527 － － － 

国立大学付属 

幼稚園 
117 13 － － － 117 13 － － － 

区立認可保育園 － － 1,119 144 633 － － 1,119 144 633 

私立認可保育園 － － 2,993 495 1,732 － － 2,993 495 1,732 

定期利用保育 － － － － 28 － － － － 28 

東京都 

認証保育所 
－ － 10 23 72 － － 10 23 72 

企業主導型 

保育事業 
－ － 25 18 92 － － 25 18 92 

その他 

認可外保育施設 
－ － 186 12 105 － － 186 12 105 

地
域
型
保
育
事
業 

家庭的保育事業 － － － 5 12 － － － 5 12 

小規模保育事業 － － － 59 184 － － － 59 184 

事業所内 

保育事業 
－ － － 5 14 － － － 5 14 

居宅訪問型 

保育事業 
－ － － － 0 － － － － 0 

合 計 1,953 883 4,366 767 2,914 1,899 883 4,366 767 2,914 

② − ①(充足数) 700 171 1,202 231 582 660 179 1,237 221 548 

※ 各確保の方策において、事業の対象外となる認定区分は「－」を表示しています。   
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（単位：人） 

令和９年度 
（Ｒ10.４.１時点） 

令和 10 年度 
（Ｒ11.４.１時点） 

令和 11 年度 
（Ｒ12.４.１時点） 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 
教育 
希望 

保育の 
必要性あり 

保育の 
必要性あり 

教育 
希望 

保育の 
必要性あり 

保育の 
必要性あり 

教育 
希望 

保育の 
必要性あり 

保育の 
必要性あり 

３歳 
以上 

３歳以上 
０歳 

１-２ 
歳 

３歳 
以上 

３歳以上 
０歳 １-２ 

歳 
３歳 
以上 

３歳以上 
０歳 １-２ 

歳 教育 

希望 

左記 

以外 

教育 

希望 
左記 

以外 
教育 

希望 
左記 

以外 

1,225 696 3,094 563 2,465 1,258 715 3,178 580 2,527 1,281 728 3,236 597 2,605 

237 126 33 6 84 305 168 33 6 105 305 168 33 6 105 

467 205 － － － 438 180 － － － 438 180 － － － 

1,101 527 － － － 1,101 527 － － － 1,101 527 － － － 

117 13 － － － 117 13 － － － 117 13 － － － 

－ － 1,119 144 633 － － 1,119 144 633 － － 1,119 144 633 

－ － 2,993 495 1,732 － － 2,993 495 1,732 － － 2,993 495 1,732 

－ － － － 28 － － － － 28 － － － － 28 

－ － 10 23 72 － － 10 23 72 － － 10 23 72 

－ － 25 18 92 － － 25 18 92 － － 25 18 92 

－ － 186 12 105 － － 186 12 105 － － 186 12 105 

－ － － 5 12 － － － 5 12 － － － 5 12 

－ － － 59 184 － － － 59 184 － － － 59 184 

－ － － 5 14 － － － 5 14 － － － 5 14 

－ － － － 0 － － － － 0 － － － － 0 

1,922 871 4,366 767 2,956 1,961 888 4,366 767 2,977 1,961 888 4,366 767 2,977 

697 175 1,272 204 491 703 173 1,188 187 450 680 160 1,130 170 372   
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５ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制  

地域子ども・子育て支援事業とは、教育・保育施設を利用する子どもの家庭だけ

でなく、在宅の子育て家庭を含む全ての家庭及び子どもを対象とする事業として、

子ども・子育て支援法第59条の規定に基づき、地域の実情に応じて実施するもので

す。 

 

（１）利用者支援事業 

事業概要 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の

子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うと

ともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

確保方策の考え方 

子ども家庭支援センター、保健サービスセンター及び保健サービ

スセンター本郷支所において、妊娠期から子育て期にわたるまでの

母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、保健

師等が専門的な見地から相談支援等を実施し、妊娠期から子育て期

にわたるまでの切れ目ない支援体制を構築します。 

●関連事業 １－１－１ 文京区版ネウボラ事業 

      １－１－２ 産前産後ケア事業 

      ４－１－２ 子ども家庭支援センター事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

確保方策 
こども家庭
センター型 

３か所 

（子ども家庭支援センター、保健サービスセンター、保健サービス

センター本郷支所） 
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（２）地域子育て支援拠点事業 

事業概要 
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て

についての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

将来人口推計と令和５年度実施の実態調査における地域子育て

支援拠点事業の利用意向割合・利用意向日数からニーズ量を算定し

ました。 

確保方策の考え方 

地域団体による地域子育て支援拠点４か所と子育てひろば５か

所で事業を実施します。 

●関連事業 ５－１－１ 地域団体による地域子育て支援拠点事業 

      ５－１－２ 子育てひろば事業 

 

〈事業量の算定方法〉 

地域団体による地域子育て支援拠点事業については、富坂地区、

大塚地区、本富士地区、駒込地区の４か所を事業量としました。 

また、子育てひろば事業については、西片、汐見、水道、千石、

江戸川橋の５か所を事業量としました。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 
80,282人 81,479人 84,823人 87,094人 89,723人 

確保方策 

地域団体によ

る地域子育て

支援拠点事業 

４か所  

（富坂地区、大塚地区、本富士地区、駒込地区の４地区に各１か所） 

子育てひろば

事業 

５か所 

（西片、汐見、水道、千石、江戸川橋） 
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（３）妊婦健康診査 

事業概要 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査と

して、①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとと

もに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業

です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 
将来人口推計における０歳児の人口をニーズ量としました。 

確保方策の考え方 

妊婦の健康リスクを把握し、母体や胎児の健康確保及び経済的負

担の軽減を図るため、妊婦健康診査等に係る費用の一部を助成しま

す。また、「妊婦歯周疾患検診」を実施し、歯周疾患のリスクが高

まる妊娠期の口腔衛生の向上を図ります。 

●関連事業 １－２－１ 妊婦健康診査 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 
1,836人 1,871人 1,931人 1,988人 2,045人 

確保方策 
妊娠・出産へ

の支援 

実施場所：都内の委託医療機関等（病院、診療所等） 

主な検査項目：体重、血圧測定、尿検査、貧血、血糖検査等 

実施時期：通年 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 

事業概要 
生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に

関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 
将来人口推計における０歳児の人口をニーズ量としました。 

確保方策の考え方 

生後４か月以内の乳児がいる全ての家庭を保健師や助産師が訪

問し、母子の健康管理や子育てに関する情報提供を行います。 

また、孤立しがちな子育て家庭における不安や悩みを聞き、支援

が必要な家庭を適切なサービスへ結び付ける乳児家庭全戸訪問事

業を実施します。 

●関連事業 １－１－６ 乳児家庭全戸訪問事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 
1,836人 1,871人 1,931人 1,988人 2,045人 

確保方策 
乳児家庭全戸

訪問事業 

実施体制：保健師・助産師の専門職で実施 

実施機関：２か所  

（保健サービスセンター、保健サービスセンター本郷支所） 
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（５）養育支援訪問事業及び 

子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

事業概要 

養育支援訪問事業とは、児童虐待の発生予防・早期発見、発生時

の迅速・的確な対応等を行うため、支援を必要とする子どもや妊婦

の早期発見に努め、養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅

を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことで、当該家庭の適

切な養育を支援する事業です。 

また、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業とは、関係機

関の情報共有を推進し、調整機関職員やネットワーク構成員（関係

機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る事業

です。 

確保方策の考え方 

児童虐待への対応及び未然防止を図るため、特に養育を支援する

必要がある家庭へ訪問支援者が居宅を訪問し、養育に関する相談支

援を実施します。 

地域における子どもと家庭に関する支援体制の充実を図るため、

関係機関と連携して、要保護児童対策地域協議会の取組を推進しま

す。 

●関連事業 ４－２－１ 児童虐待防止ネットワークの充実 

      ４－２－２ 児童虐待防止対策事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

確保方策 
児童虐待防
止ネットワ
ークの充実 

養育支援訪問支援者の訪問回数 72回／年 

要保護児童対策地域協議会の開催 

要保護児童対策地域協議会ＳＶ研修17の開催 ５回／年 

   

 
17 ＳＶ研修 要保護児童の対応に一定以上の業務経験と専門性を持ち、対応困難なケースの対応や進行管理等を行うこ

とができるスーパーバイザーが、職員に支援方法についてアドバイス・指導を行う研修。 
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（６）子育て短期支援事業 

事業概要 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが
一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、
必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業［ショートステイ事
業］及び夜間養護等事業［トワイライトステイ事業］）です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

将来人口推計と利用意向割合・利用意向日数からニーズ量を算定
しました。 
利用意向割合・利用意向日数については、乳幼児ショートステイ

事業は利用者数の増減幅が大きいことから直近３か年（令和３年度
～５年度）の平均利用人数から、子どもショートステイ事業及びト
ワイライトステイ事業は令和５年度の利用人数から、算定しまし
た。 

確保方策の考え方 

区が指定した福祉施設において、乳幼児ショートステイ事業、子
どもショートステイ事業、トワイライトステイ事業を実施します。 

利用希望期間が重なる等の理由で、希望する期間での利用ができ
ない場合もあるため、新規開設等受け入れ枠の拡大に向けた検討を
進めていきます。 
●関連事業 ２－１－２４ 子育て短期支援事業 

           （ショートステイ・トワイライトステイ） 
 
〈事業量の算定方法〉 
乳幼児ショートステイ事業及び子どもショートステイ事業は２

か所の施設で年間を通じて１人以上の定員を確保していることか
ら、365日×２施設×１人＝730人日／年としました。 
トワイライトステイ事業は１か所の施設で年間を通じて１人以

上の定員を確保していることから、年間の事業量を365人日／年と
しました。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 

ショートステイ 
事業 

537人 535人 535人 534人 531人 

トワイライト
ステイ事業 

95人 95人 94人 94人 93人 

確保方策 

ショートステイ 
事業 

730人 730人 730人 730人 730人 

トワイライト
ステイ事業 

365人 365人 365人 365人 365人 

[確保方策] 
- 

[ニーズ量] 

ショートステイ 
事業 

193人 195人 195人 196人 199人 

トワイライト
ステイ事業 

270人 270人 271人 271人 272人 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

事業概要 

乳幼児や小学生の児童を有する子育て中の保護者を会員として、

児童の送迎等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行う

ことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業

です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

将来人口推計と利用意向割合・利用意向日数から、ニーズ量を算

定しました。 

利用意向割合・利用意向日数については、小学生を対象とした令

和５年度の事業実績から、算定しました。 

確保方策の考え方 

文京区社会福祉協議会にて子育て援助活動支援事業（ファミリ

ー・サポート・センター事業）を実施します。  

●関連事業 ５－１－４ ファミリー・サポート・センター事業 

 

〈事業量の算定方法〉 

コロナ禍前５年間（平成27年度から令和元年度まで）の小学生を

対象とした事業実績の平均を、令和７年度以降の事業量としまし

た。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 

延利用児童数 

小学校低学年 
1,499人 1,445人 1,430人 1,370人 1,355人 

延利用児童数 
小学校高学年 

273人 284人 281人 280人 270人 

合 計 1,772人 1,729人 1,711人 1,650人 1,625人 

確保方策 
ファミリー・
サポート・セ
ンター事業 

1,890人 1,890人 1,890人 1,890人 1,890人 

[確保方策]-[ニーズ量] 118人 161人 179人 240人 265人 
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（８）一時預かり事業 

事業概要 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児

について、主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、

地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要

な保護を行う事業です。 

〈一時預かり事業（幼稚園型）〉 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

将来人口推計と実態調査における一時利用の預かり保育の利用

意向割合・利用意向日数からニーズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

区立幼稚園・幼稚園型認定こども園全園にて、在園児を対象に、
教育課程開始前もしくは終了後及び長期休業中に、預かり保育を実
施します。また、私立幼稚園においても、預かり保育を実施します
（各園で実施内容は異なる。）。 

●関連事業 ２－１－１３ 区立幼稚園等の預かり保育 
 
〈事業量の算定方法〉 
・区立幼稚園・幼稚園型認定こども園：登録利用については、全
園登録人数×実施日数とし、一時利用については、利用者×実
施園数×実施日数とし、事業量を算定しました。 

・私立幼稚園：各園における実施内容が異なることから、令和５
年度における各園の実績を踏まえ、事業量を算定しました。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 

一時利用の 

預かり保育 
19,761人 19,542人 19,323人 19,849人 20,209人 

定期利用の 

預かり保育 
173,715人 171,793人 169,870人 174,491人 177,654人 

合 計 193,476人 191,335人 189,193人 194,340人 197,863人 

確保方策 

区立幼稚園・
幼稚園型認定
こども園での
預かり保育 

113,100人 113,100人 110,200人 110,200人 110,200人 

私立幼稚園で
の預かり保育 

90,200人 90,200人 90,200人 90,200人 90,200人 

合 計 203,300人 203,300人 200,400人 200,400人 200,400人 

[確保方策]-[ニーズ量] 9,824人 11,965人 11,207人 6,060人 2,537人   
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〈一時預かり事業（幼稚園型以外）〉 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

将来人口推計と実態調査における一時利用の預かり保育の利用意

向割合・利用意向日数から、ニーズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

４か所のキッズルームと区立認可保育園17園において、一時預か

り事業を実施します。 

●関連事業 ２－１－２０ 一時保育（キッズルーム） 

      ２－１－２１ 区立保育園における緊急一時保育・ 

リフレッシュ一時保育 

      ２－１－２２ 幼稚園型認定こども園における緊急 

一時保育・リフレッシュ一時保育 

 

〈事業量の算定方法〉 

・緊急一時保育、リフレッシュ一時保育 

年間事業実施日を288日（令和５年度実績）と設定し、各園の

定員の合計数が41人であることから、41人×288日＝11,808人日

／年としました。 

・一時保育事業 

キッズルームごとに、１日の最大受入人数実績と開室日数（令

和５年度実績）から事業量を算出しました。 

・キッズルームシビック 27人×359日＝9,693人日／年 

・キッズルーム目白台  12人×292日＝3,504人日／年 

・キッズルームかごまち 14人×292日＝4,088人日／年 

・キッズルーム茗荷谷  17人×292日＝4,964人日／年 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 
（ニーズ量） 

利用児童数 18,810人 18,855人 19,079人 19,592人 20,061人 

確保方策 

緊急一時保育、 
リフレッシュ
一時保育 

11,808人 11,808人 11,808人 11,808人 11,808人 

一時保育事業 22,249人 22,249人 22,249人 22,249人 22,249人 

合 計 34,057人 34,057人 34,057人 34,057人 34,057人 

[確保方策]-[ニーズ量] 15,247人 15,202人 14,978人 14,465人 13,996人 
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（９）延長保育事業（時間外保育事業） 

事業概要 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以

外の日及び時間において、認定こども園、保育所等において保育を

実施する事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計と実態調査における延長保育事業の利用意向割合か

ら、ニーズ量を算定しました。 

確保方策 

の考え方 

全ての区立認可保育園（認定こども園を含む。）及び私立認可保育

園（小規模保育事業及び認証保育所を含む。）において、延長保育事

業を実施します。 

●関連事業 ２－１－３  保育園延長保育 

      ２－１－１４ 幼稚園型認定こども園延長保育 

 

〈事業量の算定方法〉 

・区立認可保育園等：延長保育定員数の総数を、事業量として算定

しました。 

・私立認可保育園等：私立認可保育園については、延長保育の事業

量を１園15人（小規模保育事業は５人）とし、認証保育所につい

ては、年度により利用数が変動するため、１か所当たりの事業量

を10人とし、事業量を算定しました。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 
1,188人 1,192人 1,208人 1,240人 1,270人 

確保
方策 

区立認可保育園

等の延長保育 
429人 429人 465人 483人 483人 

私立認可保育園

等の延長保育 
1,270人 1,270人 1,270人 1,270人 1,270人 

合 計 1,699人 1,699人 1,735人 1,753人 1,753人 

[確保方策]-[ニーズ量] 511人 507人 527人 513人 483人 
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（10）病児保育事業（病後児保育事業を含む。） 

事業概要 
病児・病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペー

ス等において、看護師等が一時的に保育を行う事業です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

将来人口推計と利用意向割合・利用意向日数から、ニーズ量を算

定しました。利用意向割合・利用意向日数については、令和５年度

の実際の利用延べ人数から、算定しました。 

確保方策の考え方 

区が委託する病児・病後児保育施設４か所で保育を実施します。 

病気の流行に伴う利用時期の集中等の理由により保育を断らざ

るを得ない場合があるほか、施設の地域偏在等により、ニーズに対

応しきれていない部分があると考えられます。これらを踏まえ、令

和７年度から11年度までの間に、施設の存在しない地域を中心に新

規開設に向けた検討を進めていきます。 

●関連事業 ２－１－２３ 病児・病後児保育 

 

〈事業量の算定方法〉 

年間の平均開室日数を240日（平日のみ）とし、各施設の定員数を

掛け合わせ、受入可能人数を算出しました。 

・保坂病児保育ルーム    ６人×240日＝1,440人日／年   

・順天堂病児・病後児ルーム「みつばち」  

６人×240日＝1,440人日／年  

・駒込病院病児・病後児保育室「ろびん」  

４人×240日＝  960人日／年  

・ゆうひが丘春日病児保育ルーム 

６人×240日＝1,440人日／年 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 
4,464人 4,408人 4,424人 4,430人 4,481人 

確保方策 
病児・病後児
保育 

5,280人 5,280人 5,280人 5,280人 5,280人 

[確保方策]-[ニーズ量] 816人 872人 856人 850人 799人   
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（11）放課後児童健全育成事業 

事業概要 

保護者の就労等により、日中家庭において適切な保護が受けられない児
童に対し、育成室や小学校の余裕教室等を利用して適切な遊びや生活の場
を提供し、その健全な育成を図る事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計と実態調査における育成室の利用意向割合から、ニーズ量
を算定しました。さらに潜在的なニーズとして、実態調査において育成室
を利用していないもののうち、「利用したいが空きがない」「利用したいが
近くにない」を選択し、一定の条件があえば利用の可能性がある層を加え
ました。 

確保方策の考え方 

現在の育成室事業を継続するとともに、計画期間中に新たな育成室を順
次整備していくことで、早期の待機児童解消を図ります。 
また、全区立小学校20校において放課後全児童向け事業を実施し、児童

の放課後の居場所を提供しています。継続して実施時間の延長など、事業
の充実を図ります。 
●関連事業 ２－２－１ 育成室の整備及び運営   
      ２－２－２ 育成室の障害児保育 
      ２－２－３ 民間事業者誘致による都型学童クラブの整備 

２－２－４ 放課後全児童向け事業 
 

〈事業量の算定方法〉 
本計画中に新たに整備する育成室について、定員数を概ね40人と設定し、

既存育成室の定員数に加算することで、事業量を算定しました。 
なお、定員を超えて受け入れを行っている育成室については、新規育成

室の整備に合わせて定員の適正化を図っていきます。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量
の
見
込
み
(
ニ
ー
ズ
量
) 

低
学
年 

利用児童数（１年生） 799人 759人 741人 703人 736人 

利用児童数（２年生） 684人 787人 748人 730人 692人 

利用児童数（３年生） 685人 623人 717人 682人 665人 

計 2,168人 2,169人 2,206人 2,115人 2,093人 

高
学
年 

利用児童数（４年生） 345人 362人 328人 342人 325人 

利用児童数（５年生） 142人 144人 151人 137人 143人 

利用児童数（６年生） 112人 118人 120人 126人 114人 

計 599人 624人 599人 605人 582人 

確
保
方
策 

育成室の整備 
（低学年） 

2,420人 2,450人 2,539人 2,648人 2,658人 

放課後全児童向け事
業の充実 

実施時間・日数の充実 

[確保方策]-[ニーズ量] 252人 281人 333人 533人 565人 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

取組の方向性 

子ども・子育て支援法に規定する教育・保育給付の認定及び施設
等利用給付の認定を受けた保護者のうち、低所得で生計が困難な方
の子どもが教育・保育等を受けた場合に、当該保護者が支払うべき
費用の一部を補助することにより、子どもの健やかな成長を支援し
ます。 

 
 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

取組の方向性 

教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業に係るニーズ量や
地域の実情を踏まえ、新たな確保方策が必要な場合には、事業開始
前における事業実施等に関する相談・助言、事業開始後の巡回指導
等、事業者に対する必要な支援を行います。 

 
 

（14）子育て世帯訪問支援事業 

事業概要 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、
ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭
が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を
実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高ま
りを未然に防ぐ事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 
の算定方法 

将来人口推計と直近３か年（令和３年度～５年度）の利用実績等
から、ニーズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

ネウボラ面接（妊婦面接）や乳幼児健診等を通して把握した、育
児に不安や負担を抱える家庭や、ヤングケアラーがいるなどの要支
援家庭に対し、適切なアセスメントのもと、家庭支援ヘルパーを派
遣します。ヘルパーの派遣は要支援家庭への派遣実績のある事業者
に委託し、育児や家事など必要な支援を実施します。 
●関連事業 ４－２－３ 家庭支援ヘルパー事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 
（ニーズ量） 780人 792人 804人 815人 826人 

確保
方策 

家庭支援ヘルパー

派遣事業 

実施体制：ヘルパー派遣事業者 ４社に委託 

派遣回数：原則週１回 ２時間/回 概ね６か月間 
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（15）親子関係形成支援事業 

事業概要 

児童との関わり方をはじめ、子育てに悩みや不安を抱えている保

護者及びその児童に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等

を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及

び助言を実施する事業です。また、同じ悩みや不安を抱える保護者

同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を

設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間における適

切な関係性の構築を図ります。 

量の見込み（ニーズ量） 
の算定方法 

将来人口推計と直近３か年（令和３年度～５年度）の利用実績か

ら、ニーズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

子育てに不安を抱える、３歳から小学６年生までの子どもがいる

保護者等を対象に、子どもへの効果的な声かけや接し方などの親子

の関係を育てるコミュニケーションスキルを学ぶための子育て支援

講座「育児スキルトレーニング講座」を実施します。 

また、１歳から２歳までの子どもがいる保護者を対象に、参加者が

それぞれに抱えている悩みや関心のあることをグループで話し合い

ながら、自分に合った子育ての仕方を学ぶための「ＮＰ（Nobody's 

Perfect）プログラム」を実施します。さらに、０歳児の育児が始ま

った早期の段階で、子育て仲間をつくり、育児の基本的な知識を学

ぶことにより、虐待や産後うつ病などを未然に予防する「ＢＰプロ

グラム（ベビープログラム）」を実施します。 

●関連事業 ４－１－２ 子ども家庭支援センター事業 

      ５－１－７ 児童館の乳幼児プログラム 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 
（ニーズ量） 16人 17人 17人 17人 18人 

確保
方策 

育児スキルトレ

ーニング講座 
実施回数：年２クール（１クール全７回、定員８人程度） 

ＮＰプログラム、

ＢＰプログラム 

実施回数：ＮＰプログラム年１回程度（定員 12 人程度） 

ＢＰプログラム年３回程度（定員各 10 人程度）   
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（16）児童育成支援拠点事業 

事業概要 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対

して、当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える

多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相

談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセス

メント18し、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じ

た支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、子どもの最善

の利益の保障と健全な育成を図ることを目的とする事業です。 

現状及び 

取組の方向性 

児童育成支援拠点事業は、令和６年４月施行の改正児童福祉法によ

り創設された事業であり、本区においては、学習支援や食事提供等の

各活動を行う子どもの居場所事業が地域で展開されています。 

本事業については、国が示すガイドラインや本区における子どもの

居場所に係る個々の事業の状況等を踏まえ、本計画期間に実施しま

す。 

 
 

（17）産後ケア事業 

事業概要 

出産後１年以内の母子に対して、母親の身体的な回復と心理的な安

定を促進するとともに、母親自身がセルフケア能力を育み、母子の愛

着形成を促し、母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援する

事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 
 将来人口推計における０歳児の人口をニーズ量としました。 

確保方策の考え方 

医療機関や助産所等の施設に宿泊又は日帰りでケアを受ける宿泊

型及び通所型、自宅に訪問する助産師からケアを受ける訪問型の事業

を実施します。実施に当たっては、ニーズ量に対応する確保方策を整

備します。 

なお、今後の利用者の増加を見込み、宿泊型及び通所型を中心に更

なる確保方策拡大に向けた検討を進めていきます。 

●関連事業 １－１－２ 産前産後ケア事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み 

（ニーズ量） 
1,836人 1,871人 1,931人 1,988人 2,045人 

確保 

方策 
産後ケア事業 

実施場所：指定医療機関・助産院（訪問型の場合は自宅等） 

実施時期：通年   
 

18 アセスメント 課題を把握・分析し、どのような支援が必要なのか、望んでいるのかを明確にすること。 
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（18）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

事業概要 

全ての子どもの育ちを応援し、子どもの良質な成育環境を整備す

るとともに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフス

タイルにかかわらない形での支援を強化するため、現行の幼児教

育・保育給付とは別に、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労

要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付です。 

現状及び 

取組の方向性 

国は、乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）について、

令和７年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支

援事業として制度化し、実施自治体の増加を図った上で、８年度か

ら子ども・子育て支援法に基づく新たな給付として全国の自治体に

おいて実施することとしています。 

本区では、保育所等を利用していない児童を保育所等で定期的に

預かることで、他の児童とともに過ごし、遊ぶ経験を通じて児童の

発達を促すとともに、保護者の育児不安の軽減や子育て支援の充実

を図ることを目的として、令和５年度から未就園児の定期的な預か

り事業を実施しています。 

令和８年４月からの乳児等通園支援事業の本格実施に向け、今後

の事業展開を検討し、準備を進めていきます。 

●関連事業 ２－１－１９ 未就園児の定期的な預かり事業 

 

（19）妊婦等包括相談支援事業 

事業概要 

妊婦等に対して面談その他の措置を講ずることにより、妊婦等の

心身の状況、その置かれている環境等の把握を行うほか、母子保健

や子育てに関する情報の提供、相談その他の支援を行う事業です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

妊娠届出数を推測し、面談機会の回数を乗ずることにより、ニー

ズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

保健師等専門職による妊婦へのネウボラ面接や乳児家庭全戸訪

問事業等の機会に合わせて、妊婦等包括相談支援事業を実施しま

す。 

なお、更なる相談支援が必要な妊婦等には希望に応じた相談対応

等を行い、適切に支援を行います。 

●関連事業 １－１－１ 文京区版ネウボラ事業 

      １－１－６ 乳児家庭全戸訪問 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項 目 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

量の見込み（ニーズ量） 6,333回 6,456回 6,663回 6,858回 7,056回 

確保 
方策 

妊婦等包括相
談支援事業 

実施場所：保健サービスセンター、保健サービスセンター本郷支所、
妊婦自宅等 

実施時期：通年 
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６ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・ 
保育の推進に関する体制の確保  

保護者の就労状況に関わりなく、子どもが教育・保育を一体的に受けることので

きる認定こども園の設置について、区としても保育所や幼稚園のニーズ量や地域の

実情に応じて、認定こども園の普及を行っていきます。 

 
 

７ 計画の推進体制と進行管理 

文京区子ども・子育て会議において、毎年度、子ども・子育て支援事業計画に基

づく施策その他の地域における子ども・子育て支援施策の実施状況等について、点

検・評価し、結果については、区ホームページ等で公表します。 

なお、毎年度、人口推計等の変動要因を勘案し、ニーズ量を再算定するとともに、

計画に定める量の見込みが大きく変動する場合等には、必要に応じて計画の見直し

を行います。



 

 

173 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料編 

   



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
175 

資
料
編 

 

資料編 

 

 

 

 資料１  子育て支援計画の沿革 

年 月 沿 革 

平成12年 ３月 

【子育て支援計画の誕生】 

 文京区地域福祉計画は児童福祉を含む区の福祉保健施策に関する総

合的な計画として策定しましたが、少子化社会が急速に進展する中、子

育て支援を充実したものとするため、地域福祉計画の中に、新たに「児

童育成計画」（地方版エンゼルプラン）である「子育て支援計画」を取り

入れました。 

平成15年 ３月 
【子育て支援計画の改定】 

 子育て支援計画をさらに充実させるための改定を行いました。 

平成17年 ３月 

【次世代育成支援行動計画（前期分）の策定】 

 平成15年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、都道府県 

及び市町村（特別区を含む）と事業主は、国が定めた「指針」に基づく

「行動計画」を策定することが義務づけられました。 

 本区では、これまでの「子育て支援計画」を拡充し、総合的かつ体系 

的に子育て支援を推進する新たな「子育て支援計画（次世代育成支援行

動計画）」（平成17年度～21年度）を策定しました。 

平成22年 ３月 

【次世代育成支援行動計画（後期分）及び保育計画の策定】 

 近年の出生数の動向、子育ての負担感や母親の就労希望など子どもの 

現状や子育てを取り巻く状況を踏まえ、「子育て支援計画（次世代育成支 

援行動計画）」（平成22年度～26年度）を策定しました。 

 また、保育園待機児童数が50人以上いる区市町村は、保育需要に対応 

するための保育計画を策定する必要があり、本区においても、平成21年 

４月１日の待機児童数が86人となったことから、子育て支援計画と一体 

のものとして保育計画を策定しました。 

平成27年 ３月 

【子育て支援計画（平成27年度～31年度）の策定】 

 急速な少子化の進行や保護者の就労形態の多様化など、子どもと家庭 

を取り巻く環境の変化する中、子育てを社会全体で支援していくため、

「子育て支援計画（平成27年度～31年度）」を策定しました。 

 この計画は「市町村次世代育成支援行動計画」と「子ども・子育て支 

援事業計画」を包含するものとして策定しました。 

平成28年 ３月 

【子ども・子育て支援事業計画の改定】 

 平成27年発表の人口統計等により、人口推計の更新を行い、ニーズ量 

の見直しを行った結果、計画に定める量の見込みが大きく変動すること 

となったため、計画の一部を改定しました。 

平成29年 ３月 

【子ども・子育て支援事業計画の改定】 

 平成28年発表の人口統計等により、人口推計の更新を行い、ニーズ量 

の見直しを行った結果、計画に定める量の見込みが大きく変動すること 

となったため、計画の一部を改定しました。 
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年 月 沿 革 

平成30年 ３月 

【子ども・子育て支援事業計画の改定】 

 平成29年発表の人口統計等により、人口推計の更新を行い、ニーズ量 

の見直しを行った結果、計画に定める量の見込みが大きく変動すること 

となったため、計画の一部を改定しました。 

令和２年 ３月 

【子育て支援計画（令和２年度～６年度）の策定】 

 子育て支援施策の継続性と更なる取組を推進するため、「子育て支援

計画（次世代育成支援行動計画、子ども・子育て支援事業計画）（令和２

年度～６年度）」を策定しました。 

令和５年 ３月 

【子どもの貧困対策計画の策定】 

 子どもの貧困対策推進法の改正や社会状況の変化を踏まえ、「子育て 

支援計画（追補版）」として「子どもの貧困対策計画」を策定しました。 

令和７年 ３月 本計画の策定に至る。 
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 資料２  量の見込み（ニーズ量）の算定について 

子ども・子育て支援事業計画における量の見込み(ニーズ量)については、国が示

した「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等のため

の手引き」等に基づき算定することを基本とし、地域の実態に応じて変更すること

が認められています。 

実効性の高い計画を策定するため、子ども・子育て会議において算定方法の検討

を重ね、本区の実態に則した量の見込み（ニーズ量）を算定しました。 
 

（１）人口推計 

令和７年から11年までの人口推計については、「地域行動計画策定の手引き（平

成15年８月）」を参照し、新型コロナウイルス感染症による一時的な出生率の減少

を考慮し、コロナ禍前の平成26年から令和元年までの人口統計のデータから、コー

ホート変化率法※により算出を行いました。 

また、０歳人口の推計においては、コロナ禍前の平成27年から令和２年までの出

生率の伸び率を反映するとともに、日本人と外国人の出生率の差異を考慮して算出

を行いました。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）利用意向率 

利用意向率の算定については、令和５年度に実施した「子ども・子育て支援に関

する実態調査」の結果を基礎数値として用いていますが、以下の事業においては、

文京区の実情に合った数値とするため、過去の事業実績に基づき、本区独自の算定

を行っています。 

① 子育て短期支援事業 

② 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

③ 一時預かり事業（幼稚園型以外） 

④ 病児保育事業（病後児保育事業を含む。） 

⑤ 子育て世帯訪問支援事業 

⑥ 親子関係形成支援事業  

※コーホート変化率法とは（『地域行動計画策定の手引き』から引用） 

「コーホート変化率法」とは、過去における実績人口の動勢から「変

化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法である。 

今回のように推計するものが比較的近い将来の人口であり、変化率の

算出基礎となる近い過去に特殊な人口変動がなく、また推計対象となる

近い将来にも特殊な人口変動が予想されない場合は、比較的簡便なこの

方法を用いることができる。 
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 資料３  計画の検討体制 

１ 文京区地域福祉推進協議会 

（１）文京区地域福祉推進協議会設置要綱 

制  定 平成８年７月11日８文福福発第504号 

最終改正 令和６年９月12日2024文福福第449号 

 

（設置） 

第１条 文京区における地域福祉の効果的な推進を図るため、文京区地域福祉推進協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次の事項について総合的な協議を行い、その結果を文京区地域福祉推

進本部設置要綱（６文福福第1188号。以下「本部設置要綱」という。）に基づき設置する

文京区地域福祉推進本部に報告する。 

（1) 文京区地域福祉保健計画（以下「地域福祉保健計画」という。）に関すること。 

（2) 前号に掲げるもののほか、地域福祉の推進に関し必要なこと。 

（組織） 

第３条 協議会の委員は、地域福祉について識見を有する者のうちから、本部設置要綱第

３条に規定する本部長（以下「本部長」という。）が委嘱する委員34人以内をもって構成

する。 

２ 委員の構成は、次のとおりとする。 

（1) 学識経験者５人以内 

（2) 区内関係団体等の構成員 20 人以内 

（3) 公募区民９人以内 

３ 前項第３号に規定する委員は、別に定める文京区地域福祉推進協議会公募委員募集要

領（12 文福福発第 204 号）により募集する。 

（任期） 

第４条 委嘱された委員の任期は、委嘱の日から委嘱の日の属する年の翌々年の３月31日

までとする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けたときは、補欠の委員を置くことができる。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（構成） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、学識経験者のうちから、互選により定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、委員のうちから、会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 
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第６条 会長は、必要に応じて協議会を招集し、主宰する。 

（意見聴取） 

第７条 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を出席させ、意見を聴き、又

は説明を求めることができる。 

（分野別検討部会） 

第８条 地域福祉保健計画の策定又は改定の検討を行うため、協議会の下に分野別検討部

会（以下「部会」という。）を置く。 

２ 前項の規定により設置する部会は、次のとおりとする。 

（1) 子ども・若者部会 

（2) 高齢者・介護保険部会 

（3) 障害者部会 

（4) 保健部会 

３ 部会は、地域福祉保健計画の策定又は改定に際し、当該計画について協議会から指定

された事項を分野別に検討し、その結果を協議会に報告する。 

４ 部会は、部会長及び部会員をもって構成する。 

５ 部会長は、第３条第２項第１号の学識経験者のうちから、本部長が指名する。 

６ 部会員は、協議会委員のうちから、部会長が指名する。 

７ 前項に規定する者のほか、本部長は、地域福祉に係る分野の関係者等のうちから 10 人

以内の者を部会員として委嘱することができる。ただし、本部長が特に必要と認めたと

きは、10 人を超えて委嘱することができる。 

８ 前３項の規定にかかわらず、第２項第２号に規定する高齢者・介護保険部会の部会長

及び部会員は、文京区地域包括ケア推進委員会設置要綱（17 文介介第 1114 号）に基づ

き設置された文京区地域包括ケア推進委員会の委員のうちから、本部長が委嘱する。 

９ 第５項から第７項までの規定にかかわらず、第２項第４号に規定する保健部会の部会

長及び部会員は、文京区地域保健推進協議会条例（昭和 50 年３月文京区条例第 15 号）

に基づき設置された文京区地域保健推進協議会の委員のうちから、本部長が委嘱し、又

は任命する。 

10 部会は、部会長が招集する。 

11 部会長は、必要があると認めたときは、部会員以外の者を出席させ、意見を聴き、又

は説明を求めることができる。 

12 部会の運営に関し必要な事項は、部会長が別に定める。 

13 第２項各号に規定する部会の庶務は、次に掲げる課において処理する。 

（1) 子ども・若者部会 子ども家庭部子育て支援課 

（2) 高齢者・介護保険部会 福祉部高齢福祉課 

（3) 障害者部会 福祉部障害福祉課 

（4) 保健部会 保健衛生部生活衛生課 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、福祉部福祉政策課において処理する。 

（補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に会長が定
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める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 22 年１月 22 日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 平成 22 年度から平成 23 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民であるもののうち４名以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、

文京区地域包括ケア推進委員会設置要綱第４条第５号の公募区民を充てる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 平成 24 年度から平成 25 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地

域包括ケア推進委員会設置要綱第４条第５号に規定する公募区民をもって充てる。 

３ 平成 24 年度から平成 25 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地

域保健推進協議会条例施行規則（平成 13 年３月文京区規則第 30 号）第２条第３号に規

定する区民をもって充てる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 26 年４月 1日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 平成 26 年度から平成 27 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち３人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地

域包括ケア推進委員会設置要綱第４条第５号に規定する公募区民をもって充てる。 

３ 平成 26 年度から平成 27 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち１人については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地域保健推

進協議会条例施行規則（平成 13 年３月文京区規則第 30 号）第２条第３号に規定する区

民をもって充てることができる。 

４ 平成 26 年度から平成 27 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区子

ども・子育て会議要綱（25 文男子第 606 号）第２条第１項第６号に規定する公募の区民

をもって充てる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 28 年４月 1日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 平成 28 年度から平成 29 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地
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域包括ケア推進委員会設置要綱第４条第５号に規定する公募区民をもって充てる。 

３ 平成 28 年度から平成 29 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地

域保健推進協議会条例施行規則（平成 13 年３月文京区規則第 30 号）第２条第３号に規

定する区民をもって充てることができる。 

４ 平成 28 年度から平成 29 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区子

ども・子育て会議要綱（25 文男子第 606 号）第２条第１項第６号に規定する公募の区民

をもって充てる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 30 年４月 1日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 平成 30 年度から平成 31 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地

域包括ケア推進委員会設置要綱第４条第５号に規定する公募区民をもって充てる。 

３ 平成 30 年度から平成 31 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地

域保健推進協議会条例施行規則（平成 13 年３月文京区規則第 30 号）第２条第３号に規

定する区民をもって充てることができる。 

４ 平成 30 年度から平成 31 年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号

の公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区子

ども・子育て会議要綱（25 文男子第 606 号）第２条第１項第６号に規定する公募の区民

をもって充てる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月 1 日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 令和２年度から令和３年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地域

包括ケア推進委員会設置要綱（17 文介介第 1114 号）第４条第５号に規定する公募区民

をもって充てる。 

３ 令和２年度から令和３年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地域

保健推進協議会条例施行規則（平成 13 年３月文京区規則第 30 号）第２条第３号に規定

する区民をもって充てることができる。 

４ 令和２年度から令和３年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区子ど

も・子育て会議要綱（25 文男子第 606 号）第２条第１項第６号に規定する公募の区民を

もって充てる。 
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付 則 

この要綱は、令和２年12月1日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月 1 日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 令和４年度から令和５年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地域

包括ケア推進委員会設置要綱（17 文介介第 1114 号）第４条第５号に規定する公募区民

をもって充てる。 

３ 令和４年度から令和５年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地域

保健推進協議会条例施行規則（平成 13 年３月文京区規則第 30 号）第２条第３号に規定

する区民をもって充てることができる。 

４ 令和４年度から令和５年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区子ど

も・子育て会議要綱（25 文男子第 606 号）第２条第１項第６号に規定する公募の区民を

もって充てる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（公募委員の特例） 

２ 令和６年度から令和７年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地域

包括ケア推進委員会設置要綱（17 文介介第 1114 号）第４条第５号に規定する公募区民

をもって充てる。 

３ 令和６年度から令和７年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区地域

保健推進協議会条例施行規則（平成 13 年３月文京区規則第 30 号）第２条第３号に規定

する区民をもって充てることができる。 

４ 令和６年度から令和７年度までの任期に係る協議会の委員で、第３条第２項第３号の

公募区民のうち２人以内の者については、同条第３項の規定にかかわらず、文京区子ど

も・子育て会議要綱（25 文男子第 606 号）第２条第１項第６号に規定する公募の区民を

もって充てる。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、決定の日から施行する。   
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（２）文京区地域福祉推進協議会委員名簿 

令和５年４月～令和７年３月 

番号 区分 氏 名 団体名等 備考 

１ 

学
識
経
験
者 

髙橋 紘士 一般社団法人高齢者住宅協会顧問  

２ 遠藤 利彦 東京大学大学院教授  

３ 平岡 公一 東京通信大学教授  

４ 髙山 直樹 東洋大学教授  

５ 神馬 征峰 東京大学名誉教授  

６ 

団
体
推
薦 

弓  幸史 
小石川医師会 

５年度第５回まで 

７ 井上 博和 ６年度第１回から 

８ 山道  博 
文京区医師会 

５年度第１回まで 

９ 細部 高英 ５年度第２回から 

10 土居  浩 小石川歯科医師会  

11 三羽 敏夫 
文京区歯科医師会 

６年度第１回まで 

12 谷田部 優 ６年度第２回から 

13 新井  悟 文京区薬剤師会  

14 諸留 和夫 文京区町会連合会  

15 石樵さゆり 文京区社会福祉協議会  

16 柴﨑 清恵 
文京区民生委員・児童委員協議会 

５年度第５回まで 

17 清水 健譽 ６年度第１回から 

18 木村  始 文京区高齢者クラブ連合会  

19 大橋  久 文京区青少年健全育成会  

20 堀口 法子 文京区女性団体連絡会  

21 佐藤 良文 
文京区私立幼稚園連合会 

５年度第５回まで 

22 田中 甲子 ６年度第１回から 

23 片岡 哲子 文京区話し合い員連絡協議会  

24 宮長 定男 文京区介護サービス事業者連絡協議会  

25 中嶋 春子 文京区民生委員・児童委員協議会（主任

児童委員） 

５年度第５回まで 

26 弘世 京子 ６年度第１回から 

27 佐々木妙子 文京区私立保育園（慈愛会保育園）  

28 山口 恵子 文京区知的障害者（児）の明日を創る会  

29 白土 正介 
味わいクラブ 

５年度第５回まで 

30 早坂  隆 ６年度第１回から 

31 平井 芙美 アビーム  

32 公
募

区
民 

鳩山多加子 
（子ども・子育て会議） ５年度第５回まで 

33 水谷 彰宏 
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番号 区分 氏 名 団体名等 備考 

34 

公
募
区
民 

原田 悠希 
（子ども・子育て会議） ６年度第１回から 

35 河合 直子 

36 鈴木 悦子 

（地域包括ケア推進委員会） 

５年度第５回まで 

37 細谷 富男 ６年度第１回から 

38 小倉 保志  

39 西村 久子 

（地域保健推進協議会） 

５年度第１回まで 
40 小山  忍 

41 松川えりか 
５年度第２回から 

42 植村 元喜 

43 篠木 一拓  
５年度第５回まで 

44 川上 智子  

45 泉田 信行  
６年度第１回から 

46 米倉かおり  

47 武長 信亮   
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（３）文京区地域福祉推進本部設置要綱 

制  定 平成７年２月 20 日６文福福発第 1188 号 

最終改正 令和６年３月１日 2023 文福福第 941 号 

 

（設置） 

第１条 文京区地域福祉保健計画（以下「地域福祉保健計画」という。）その他福祉保健

に関する基本的な計画に基づき、福祉、保健、医療、住宅、まちづくり等の広範囲に

わたる施策を、総合的及び体系的に推進するため、文京区地域福祉推進本部（以下

「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 推進本部の所掌事項は、次のとおりとする。 

⑴ 地域福祉保健計画に関すること。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、地域福祉の推進に関し必要なこと。 

（構成） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

２ 本部長は、区長とし、推進本部を統括する。 

３ 副本部長は、副区長及び教育長とし、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき

は、その職務を代理する。この場合において、職務を代理する順位は、副区長、教育

長の順とする。 

４ 本部員は、文京区庁議等の設置に関する規則（平成６年３月文京区規則第 10 号）第

４条第１項（区長、副区長及び教育長を除く。）及び第２項に規定する者をもって構成

する。 

（会議） 

第４条 推進本部は、本部長が招集する。 

２ 本部長は、必要があると認めたときは、副本部長及び本部員以外の者に出席を求 
め、意見を述べさせることができる。 

 （幹事会） 

第５条 推進本部の効率的運営を図るため、推進本部の下に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、推進本部に付議する事案について必要な事項を検討し、その結果を推進

本部に報告する。 

３ 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって構成する。 

４ 幹事長は、福祉部長の職にある者とし、幹事会を総括する。 

５ 副幹事長は、地域包括ケア推進担当部長、子ども家庭部長、児童相談所開設準備担

当部長及び保健衛生部長の職にある者とし、幹事長を補佐し、幹事長に事故があると

きは、その職務を代理する。この場合において、職務を代理する順位は、地域包括ケ

ア推進担当部長、子ども家庭部長、保健衛生部長、児童相談所開設準備担当部長の順

とする。 

６ 幹事は、区職員のうちから幹事長が指名する者とする。 
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７ 幹事会は、幹事長が招集する。 

８ その他幹事会に関し必要な事項は、幹事長が別に定める。 

（専門部会及び分科会） 

第６条 幹事長は、地域福祉保健計画の見直し又は改定に当たり、専門的事項について

検討を行うため、幹事会の下に専門部会及び分科会を置くことができる。 

２ 専門部会及び分科会に関し必要な事項は、幹事長が定める｡ 

（庶務） 

第７条 推進本部及び幹事会の庶務は、福祉部福祉政策課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部長が

別に定める。 

 

付 則  

この要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 27 年６月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 30 年４月２日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  
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（４）文京区地域福祉推進本部 本部員名簿 

令和７年３月現在 

番号 役職 氏 名 職 名 

１ 本部長 成澤 廣修 区長 

２ 副本部長 佐藤 正子 副区長 

３ 〃 加藤 裕一 副区長 

４ 〃 丹羽恵玲奈 教育長 

５ 本部員 新名 幸男 企画政策部長 

６ 〃 竹田 弘一 総務部長 

７ 〃 渡邊  了 危機管理室長 

８ 〃 髙橋 征博 区民部長 

９ 〃 長塚 隆史 アカデミー推進部長 

10 〃 鈴木 裕佳 福祉部長 

11 〃 矢島 孝幸 地域包括ケア推進担当部長 

12 〃 多田栄一郎 子ども家庭部長 

13 〃 栗山  仁 児童相談所開設準備担当部長 

14 〃 矢内真理子 保健衛生部長 

15 〃 鵜沼 秀之 都市計画部長 

16 〃 小野 光幸 土木部長 

17 〃 木幡 光伸 資源環境部長 

18 〃 松永 直樹 施設管理部長 

19 〃 宇民  清 会計管理者 

20 〃  田 雄大 教育推進部長 

21 〃 吉岡 利行 監査事務局長 

22 〃 佐久間康一 区議会事務局長 

23 〃 横山 尚人 企画政策部企画課長 

24 〃 進  憲司 企画政策部財政課長 

25 〃 日比谷光輝 企画政策部広報課長 

26 〃 武藤 充輝 総務部総務課長 

27 〃 畑中 貴史 総務部職員課長   
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（５）文京区地域福祉推進本部幹事会 幹事名簿 

令和７年３月現在 

番号 役職 氏 名 役 職 

１ 幹事長 鈴木 裕佳 福祉部長 

２ 副幹事長 矢島 孝幸 地域包括ケア推進担当部長 

３ 〃 多田栄一郎 子ども家庭部長 

４ 〃 栗山  仁 児童相談所開設準備担当部長 

５ 〃 矢内真理子 保健衛生部長 

６ 幹事 横山 尚人 企画政策部企画課長 

７ 〃 熊倉 智史 総務部ダイバーシティ推進担当課長 

８ 〃 齊藤 嘉之 総務部防災課長 

９ 〃 木村  健 福祉部福祉政策課長 

10 〃 瀬尾かおり 福祉部高齢福祉課長 

11 〃 木内 恵美 福祉部地域包括ケア推進担当課長 

12 〃 永尾 真一 福祉部障害福祉課長 

13 〃 渡部 雅弘 福祉部生活福祉課長 

14 〃 佐々木健至 福祉部介護保険課長 

15 〃 後藤 容子 福祉部国保年金課長（高齢者医療担当課長兼務） 

16 〃 篠原 秀徳 子ども家庭部子育て支援課長 

17 〃 富沢 勇治 子ども家庭部子ども施策推進担当課長 

18 〃 奥田 光広 子ども家庭部幼児保育課長 

19 〃 足立 和也 子ども家庭部子ども施設担当課長 

20 〃 大戸 靖彦 子ども家庭部子ども家庭支援センター所長 

21 〃 佐藤 武大 子ども家庭部児童相談所開設準備室長 

22 〃 中島 一浩 保健衛生部生活衛生課長 

23 〃 田口 弘之 保健衛生部健康推進課長 

24 〃 小島 絵里 保健衛生部予防対策課長 

25 〃 金谷 祐二 保健衛生部保健対策担当課長 

26 〃 大塚 仁雄 保健衛生部保健サービスセンター所長 

27 〃 中川 景司 教育推進部学務課長 

28 〃 山岸  健 教育推進部教育指導課長 

29 〃 鈴木 大助 教育推進部児童青少年課長 

30 〃 木口 正和 教育推進部教育センター所長   
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（６）文京区子ども・子育て会議条例 

平成二十五年六月十三日 

条例第三十一号 

（設置） 

第一条 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号。以下「法」という。）

第七十二条第一項の規定に基づき、文京区子ども・子育て会議（以下「子育て会議」と

いう。）を置く。 

（所掌事務） 

第二条 子育て会議は、法第七十二条第一項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第三条 子育て会議は、委員二十二人以内をもって組織する。 

２ 委員は、法第七条第一項に規定する子ども・子育て支援に関し学識経験のある者そ

の他区長が必要があると認めた者のうちから区長が委嘱する。 

（委員の任期） 

第四条 委員の任期は、二年とし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

（会長及び副会長） 

第五条 子育て会議に会長及び副会長各一人を置き、学識経験のある者のうちから委員

が選出する。 

２ 会長は、子育て会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（招集） 

第六条 子育て会議は、区長が招集する。 

（意見聴取等） 

第七条 子育て会議は、必要があると認めたときは、委員以外の者に出席を求めてその

意見若しくは説明を聴き、又は必要とする資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第八条 この条例に定めるもののほか、子育て会議に関し必要な事項は、区長が定め

る。   
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付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（委員に関する特例） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から平成二十六年三月三十一日ま

での間における第三条第一項の規定の適用については、同項中「二十人」とあるのは、

「二十二人」とする。 

３ 施行日以後最初に委嘱された委員の任期については、第四条の規定にかかわらず、

平成二十六年三月三十一日までとする。 

付 則（令和五年三月一日条例第九号） 

この条例は、令和五年四月一日から施行する。 

付 則（令和六年三月五日条例第一一号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（７）文京区子ども・子育て会議要綱 

文京区子ども・子育て会議要綱 

 

制  定 平成 25 年６月 20 日 25 文男子第 606 号 

最終改正 令和６年４月１日 2024 文子支第 24 号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、文京区子ども・子育て会議条例（平成 25 年６月文京区条例第 31

号。以下「条例」という。）第８条の規定により、文京区子ども・子育て会議（以下

「子育て会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 条例第３条に規定する委員は、次の各号に掲げる者につき、当該各号に定める

とおりとする。 

 (1) 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第７条第

１項に規定する子ども・子育て支援（以下「子ども・子育て支援」という。）に関し

学識経験のある者 ３人以内 

 (2) 法第６条第２項に規定する子どもの保護者 ５人以内 

(3) 子ども・子育て支援等に関する事業に従事する者 ５人以内 

 (4) 事業主を代表する者 １人 

 (5) 労働者を代表する者 １人 

 (6) 公募の区民 ５人以内 

２ 前項第６号に規定する委員（以下「区民委員」という。）は、別に定めるところによ

り募集し、決定する。 

（欠員補充） 

第３条 条例第４条の規定にかかわらず、区民委員に欠員が生じたときは、これを補充

しない。 

（幹事） 

第４条 子育て会議に幹事を置く。 

２ 幹事は、次に掲げる職にある者とする。 

 (1) 子ども家庭部長 

 (2) 児童相談所開設準備担当部長 

 (3) 教育推進部長 

 (4) 企画政策部企画課長  
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(5) 福祉部福祉政策課長 

(6) 福祉部障害福祉課長 

(7) 福祉部生活福祉課長 

 (8) 子ども家庭部子育て支援課長 

 (9) 子ども家庭部子ども施策推進担当課長 

(10) 子ども家庭部幼児保育課長 

 (11) 子ども家庭部子ども施設担当課長 

 (12) 子ども家庭部子ども家庭支援センター所長 

(13) 子ども家庭部児童相談所開設準備室長 

 (14) 保健衛生部保健サービスセンター所長 

 (15) 教育推進部教育総務課長 

 (16) 教育推進部学務課長 

 (17)  教育推進部教育指導課長 

 (18)  教育推進部児童青少年課長 

(19)  教育推進部教育センター所長 

３ 前項に規定する者のほか、区長は必要があると認めた者について、区職員のうちか

ら幹事とすることができる。 

４ 幹事は、会長から付託された事項について調査又は研究を行う。 

５ 幹事は、子育て会議に出席して説明を求められたときは、意見を述べることができ

る。 

（庶務） 

第５条 子育て会議の庶務は、子ども家庭部子育て支援課において処理する。 

（委任） 

第６条 この要綱の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成 25 年６月 20 日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  
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（８）文京区子ども・子育て会議及び 

文京区地域福祉推進協議会子ども・若者部会 委員名簿 

令和５年４月～令和７年３月 

番号 役職 氏 名 団体名称等 備考 

１ 会 長 遠藤 利彦 東京大学大学院教育学研究科教授  

２ 副会長 髙橋 貴志 白百合女子大学教授  

３ 委 員 高櫻 綾子 青山学院大学准教授  

４ 〃 水谷 彰宏 

公募区民 

５年度第３回まで 
５ 〃 古城 侑子 

６ 〃 鳩山多加子 

７ 〃 岩永 麻衣 

８ 〃 秋山 誉寛 

６年度第１回から 
９ 〃 乾   愛 

10 〃 篠原 朝子 

11 〃 原田 悠希 

12 〃 河合 直子  

13 〃 大橋  久 文京区青少年健全育成会  

14 〃 中嶋 春子 
文京区民生委員・児童委員協議会 

５年度第３回まで 

15 〃 弘世 京子 ６年度第１回から 

16 〃 堀口 法子 文京区女性団体連絡会  

17 〃 佐藤 良文 
文京区私立幼稚園連合会 

５年度第３回まで 

18 〃 田中 甲子 ６年度第１回から 

19 〃 佐々木妙子 文京区私立保育園（慈愛会保育園）  

20 〃 岸  雄介 
文京区認可保育園父母の会連絡会 

５年度第３回まで 

21 〃 大坪沙友里 ６年度第１回から 

22 〃 髙橋 誉則 文京区学童保育連絡協議会  

23 〃 福田  恵 
文京区立幼稚園ＰＴＡ連合会 

５年度第３回まで 

24 〃 大野 高裕 ６年度第１回から 

25 〃 竹内 秀哉 
文京区立小学校ＰＴＡ連合会 

５年度第３回まで 

26 〃 五十嵐悠紀 ６年度第１回から 

27 〃 大井 明彦 
文京区立中学校ＰＴＡ連合会 

５年度第３回まで 

28 〃 西  智之 ６年度第１回から 

29 〃 河津 晶子 
文京区特別支援学級連絡協議会 

５年度第３回まで 

30 〃 塚本 千尋 ６年度第１回から 

31 〃 秋葉 園江 東京商工会議所文京支部  
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番号 役職 氏 名 団体名称等 備考 

32 委員 井島 和彦 
連合東京都連合会西北地協文京地区協議会 

６年度第３回まで 

33 〃 久保 知子 ６年度第４回から 

34 部会員 石樵さゆり 文京区社会福祉協議会 

６年度第４回から 35 〃 那須 晴吾 文京区青少年委員会 

36 〃 稲村紘志郎 東京青年会議所文京区委員会   
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（９）文京区子ども・子育て会議及び 

文京区地域福祉推進協議会子ども・若者部会 幹事名簿 

令和７年３月現在 

番号 役職 氏 名 職 名 

１ 幹 事 多田栄一郎 子ども家庭部長 

２ 〃 栗山  仁 児童相談所開設準備担当部長 

３ 〃  田 雄大 教育推進部長 

４ 〃 横山 尚人 企画政策部企画課長 

５ 〃 木村  健 福祉部福祉政策課長 

６ 〃 永尾 真一 福祉部障害福祉課長 

７ 〃 渡部 雅弘 福祉部生活福祉課長 

８ 〃 篠原 秀徳 子ども家庭部子育て支援課長 

９ 〃 富沢 勇治 子ども家庭部子ども施策推進担当課長 

10 〃 奥田 光広 子ども家庭部幼児保育課長 

11 〃 足立 和也 子ども家庭部子ども施設担当課長 

12 〃 大戸 靖彦 子ども家庭部子ども家庭支援センター所長 

13 〃 佐藤 武大 子ども家庭部児童相談所開設準備室長 

14 〃 大塚 仁雄 保健衛生部保健サービスセンター所長 

15 〃 熱田 直道 教育推進部教育総務課長 

16 〃 中川 景司 教育推進部学務課長 

17 〃 山岸  健 教育推進部教育指導課長 

18 〃 鈴木 大助 教育推進部児童青少年課長 

19 〃 木口 正和 教育推進部教育センター所長 
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 資料４  計画の検討経過 

１ 文京区地域福祉推進協議会 

 開催日 主な議題 

１ 令和５年５月31日（水） ○子育て支援に関する実態調査の概要について 

２ 令和５年７月26日（水） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の調査項目（案）について 

３ 令和５年８月28日（月） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の調査項目（案）について 

４ 令和６年２月６日（火） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の結果について 

５ 令和６年５月24日（金） ○新たな子育て支援計画の策定について 

６ 令和６年８月27日（火） ○子育て支援計画の検討状況について 

７ 令和６年11月20日（水） ○子育て支援計画の中間のまとめについて 

８ 令和７年２月10日（月） 

○子育て支援計画中間のまとめのパブリックコメント及び区民説

明会等の実施結果について 

○子育て支援計画の最終案について 

 

２ 文京区地域福祉推進本部 

 開催日 主な議題 

１ 令和５年５月24日（水） ○子育て支援に関する実態調査の概要について 

２ 令和５年７月19日（水） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の調査項目（案）について 

３ 令和５年８月23日（水） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の調査項目（案）について 

４ 令和６年１月24日（水） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の結果について 

５ 令和６年５月15日（水） ○新たな子育て支援計画の策定について 

６ 令和６年８月21日（水） ○子育て支援計画の検討状況について 

７ 令和６年11月６日（水） ○子育て支援計画の中間のまとめについて 

８ 令和７年１月29日（水） 

○子育て支援計画中間のまとめのパブリックコメント及び区民説

明会等の実施結果について 

○子育て支援計画の最終案について 

 

３ 文京区地域福祉推進本部幹事会 

 開催日 主な議題 

１ 令和５年５月10日（水） ○子育て支援に関する実態調査の概要について 

２ 令和５年７月11日（火） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の調査項目（案）について 

３ 令和５年８月17日（木） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の調査項目（案）について 
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４ 令和６年１月17日（水） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の結果について 

５ 令和６年５月14日（火） ○新たな子育て支援計画の策定について 

６ 令和６年８月19日（月） ○子育て支援計画の検討状況について 

７ 令和６年10月29日（火） ○子育て支援計画の中間のまとめについて 

８ 令和７年１月23日（木） 

○子育て支援計画中間のまとめのパブリックコメント及び区民説

明会等の実施結果について 

○子育て支援計画の最終案について 

 

４ 子ども・子育て会議及び地域福祉推進協議会子ども・若者部会 

 開催日 主な議題 

１ 令和５年７月12日（水） ○子ども・子育て支援に関する実態調査について 

２ 令和５年８月16日（水） ○子ども・子育て支援に関する実態調査について 

３ 令和６年１月16日（火） ○子ども・子育て支援に関する実態調査の結果について 

４ 令和６年５月９日（木） ○新たな子育て支援計画の策定について 

５ 令和６年７月10日（水） ○子育て支援計画の策定について 

６ 令和６年８月６日（火） ○子育て支援計画の策定について 

７ 令和６年10月17日（木） ○子育て支援計画（中間のまとめ）について 

８ 令和７年１月21日（火） 

○子育て支援計画（中間のまとめ）のパブリックコメント及び区民

説明会等の結果について 

○子育て支援計画（最終案）について 
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５ 計画改定に関する区民意見の収集状況 

子育て支援計画「中間のまとめ」について、パブリックコメント及び区民説明会

を実施し、区民から意見を聴取しました。 

また、子育て支援計画「中間のまとめ」の【子ども向け】資料を作成し、区立小・

中学校の児童・生徒が利用するL-Gate（学校向け学習eポータル）上に「中間のま

とめ」にアクセスできる設定等を行い、子どもからも意見等を聴取しました。 

 

（１）周知方法 

区報特集号の発行（令和６年12月６日号）、区ホームページへの掲載、区内関係

窓口での供覧等の方法により周知しました。 

 

（２）パブリックコメントの意見募集期間と募集結果 

募集期間：令和６年12月６日（金）から令和７年１月６日（月）まで 

募集結果：54人の方から137件の意見をいただきました。 

 

（３）区民説明会の開催 

開催日時 会場 参加人数 

令和６年12月15日（日） 10:00〜11:30 文京シビックセンター ３人 

令和６年12月18日（水） 18:30〜20:00 文京シビックセンター ２人 

 
 

（４）【子ども向け】資料に関する意見等募集期間と募集結果 

募集期間：令和６年12月６日（金）から令和７年１月６日（月）まで 

募集結果：161人の方から161件の意見・感想をいただきました。 

 

（５）意見募集及び区民説明会の意見等の公表 

意見募集及び区民説明会の意見等については、子ども・子育て会議や地域福祉推

進協議会等に報告するとともに、区ホームページへの掲載等により公表しました。   
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 資料５  子どもの権利条約全文（日本ユニセフ協会抄訳） 

第１条 子どもの定義 

 18 歳になっていない人を子どもとします。 

 

第２条 差別の禁止 

 すべての子どもは、みんな平等にこの条約にある権利をもっています。子どもは、国のち

がいや、男か女か、どのようなことばを使うか、どんな宗教を信じているか、どんな意見を

もっているか、心やからだに障がいがあるかないか、お金持ちであるかないか、親がどうい

う人であるか、などによって差別されません。 

 

第３条 子どもにもっともよいことを 

 子どもに関係のあることを行うときには、子どもにもっともよいことは何かを第一に考え

なければなりません。 

 

第４条 国の義務 

 国は、この条約に書かれた権利を守るために、必要な法律を作ったり政策を実行したりし

なければなりません。 

 

第５条 親の指導を尊重 

 親(保護者)は、子どもの発達に応じて、適切な指導をします。国は、親の指導を尊重しま

す。 

 

第６条 生きる権利・育つ権利 

 すべての子どもは、生きる権利・育つ権利をもっています。 

 

第７条 名前・国籍をもつ権利 

 子どもは、生まれたらすぐに登録（出生届など）されなければなりません。子どもは、名

前や国籍をもち、親を知り、親に育ててもらう権利をもっています。 

 

第８条 名前・国籍・家族関係を守る 

 国は、子どもの名前や国籍、家族の関係がむやみにうばわれることのないように守らなく

てはなりません。 

 

第９条 親と引き離されない権利 

 子どもには、親と引き離されない権利があります。子どもにもっともよいという理由から

引き離されることも認められますが、その場合は、親と会ったり連絡したりすることができ

ます。   
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第 10 条 別々の国にいる親と会える権利 

 国は、別々の国にいる親と子どもが会ったりいっしょにくらしたりするために、国を出入

りできるよう配慮します。親がちがう国に住んでいても、子どもは親と連絡をとることがで

きます。 

 

第 11 条 よその国に連れさられない権利 

 国は、子どもが国の外へ連れさられたり、自分の国にもどれなくならないようにします。 

 

第 12 条 意見を表す権利 

 子どもは、自分に関係のあることについて自由に自分の意見を表す権利をもっています。

その意見は、子どもの発達に応じて、じゅうぶん考慮されなければなりません。 

 

第 13 条 表現の自由 

 子どもは、自由な方法でいろいろな情報や考えを伝える権利、知る権利をもっています。 

 

第 14 条 思想・良心・宗教の自由 

 子どもは、思想・良心・宗教の自由についての権利をもっています。 

 

第 15 条 結社・集会の自由 

 子どもは、ほかの人びとと一緒に団体をつくったり、集会を行ったりする権利をもってい

ます。 

 

第 16 条 プライバシー・名誉は守られる 

 子どもは、自分や家族、住んでいるところ、電話や手紙などのプライバシーが守られま

す。また、他人から誇りを傷つけられない権利をもっています。 

 

第 17 条 適切な情報の入手 

 子どもは、自分の成長に役立つ多くの情報を手に入れることができます。国は、マスメデ

ィア（本・新聞・テレビなど）が、子どものためになる情報を多く提供するようにすすめ、

子どもによくない情報から子どもを守らなければなりません。 

 

第 18 条 子どもの養育はまず親に責任 

 子どもを育てる責任は、まずその父母にあります。国はその手助けをします。 

 

第 19 条 暴力などからの保護 

 親（保護者）が子どもを育てている間、どんなかたちであれ、子どもが暴力をふるわれた

り、不当な扱いなどを受けたりすることがないように、国は子どもを守らなければなりませ

ん。   
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第 20 条 家庭を奪われた子どもの保護 

 家庭を奪われた子どもや、その家庭環境にとどまることが子どもにとってよくないと判断

され、家庭にいることができなくなった子どもは、かわりの保護者や家庭を用意してもらう

など、国から守ってもらうことができます。 

 

第 21 条 養子縁組 

 子どもを養子にする場合には、その子どもにとって、もっともよいことを考え、その子ど

もや新しい父母のことをしっかり調べたうえで、国や公の機関だけが養子縁組を認めること

ができます。 

 

第 22 条 難民の子ども 

 自分の国の政府からのはく害をのがれ、難民となった子どもは、のがれた先の国で守ら

れ、援助を受けることができます。 

 

第 23 条 障がいのある子ども 

 心やからだに障がいがある子どもは、尊厳が守られ、自立し、社会に参加しながら生活で

きるよう、教育や訓練、保健サービスなどを受ける権利をもっています。 

 

第 24 条 健康・医療への権利 

 子どもは、健康でいられ、必要な医療や保健サービスを受ける権利をもっています。 

 

第 25 条 施設に入っている子ども 

 施設に入っている子どもは、その扱いがその子どもにとってよいものであるかどうかを定

期的に調べてもらう権利をもっています。 

 

第 26 条 社会保障を受ける権利 

 子どもは、生活していくのにじゅうぶんなお金がないときには、国からお金の支給などを

受ける権利をもっています。 

 

第 27 条 生活水準の確保 

 子どもは、心やからだのすこやかな成長に必要な生活を送る権利をもっています。親（保

護者）はそのための第一の責任者ですが、親の力だけで子どものくらしが守れないときは、

国も協力します。 

 

第 28 条 教育を受ける権利 

 子どもは教育を受ける権利をもっています。国は、すべての子どもが小学校に行けるよう

にしなければなりません。さらに上の学校に進みたいときには、みんなにそのチャンスが与

えられなければなりません。学校のきまりは、子どもの尊厳が守られるという考え方からは

ずれるものであってはなりません。  
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第 29 条 教育の目的 

 教育は、子どもが自分のもっている能力を最大限のばし、人権や平和、環境を守ることな

どを学ぶためのものです。 

 

第 30 条 少数民族・先住民の子ども 

 少数民族の子どもや、もとからその土地に住んでいる人びとの子どもは、その民族の文化

や宗教、ことばをもつ権利をもっています。 

 

第 31 条 休み、遊ぶ権利 

 子どもは、休んだり、遊んだり、文化芸術活動に参加する権利をもっています。 

 

第 32 条 経済的搾取・有害な労働からの保護 

 子どもは、むりやり働かされたり、そのために教育を受けられなくなったり、心やからだ

によくない仕事をさせられたりしないように守られる権利をもっています。 

 

第 33 条 麻薬・覚せい剤などからの保護 

 国は、子どもが麻薬や覚せい剤などを売ったり買ったり、使ったりすることにまきこまれ

ないように守らなければなりません。 

 

第 34 条 性的搾取からの保護 

 国は、子どもが児童ポルノや児童買春などに利用されたり、性的な虐待を受けたりするこ

とのないように守らなければなりません。 

 

第 35 条 誘拐・売買からの保護 

 国は、子どもが誘拐されたり、売り買いされたりすることのないように守らなければなり

ません。 

 

第 36 条 あらゆる搾取からの保護 

 国は、どんなかたちでも、子どもの幸せをうばって利益を得るようなことから子どもを守

らなければなりません。 

 

第 37 条 拷問・死刑の禁止 

 どんな子どもに対しても、拷問や人間的でないなどの扱いをしてはなりません。また、子

どもを死刑にしたり、死ぬまで刑務所に入れたりすることは許されません。もし、罪を犯し

て逮捕されても、尊厳が守られ年齢にあった扱いを受ける権利をもっています。 

 

第 38 条 戦争からの保護 

 国は、15 歳にならない子どもを軍隊に参加させないようにします。また、戦争にまきこま

れた子どもを守るために、できることはすべてしなければなりません。  
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第 39 条 被害にあった子どもを守る 

 虐待、人間的でない扱い、戦争などの被害にあった子どもは、心やからだの傷をなおし、

社会にもどれるように支援を受けることができます。 

 

第 40 条 子どもに関する司法 

 罪を犯したとされた子どもは、ほかの人の人権の大切さを学び、社会にもどったとき自分

自身の役割をしっかり果たせるようになることを考えて、扱われる権利をもっています。 

 

出典：公益財団法人日本ユニセフ協会ホームページ

<https://www.unicef.or.jp/kodomo/kenri/>   
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 資料６  こども基本法 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代

の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人と

してひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかか

わらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社

会の実現を目指して、社会全体としてこども施策に取り組むことができるよう、こど

も施策に関し、基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及びこども施策の基本と

なる事項を定めるとともに、こども政策推進会議を設置すること等により、こども施

策を総合的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関する施

策及びこれと一体的に講ずべき施策をいう。 

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの心身

の発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援 

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、出

産、育児等の各段階に応じて行われる支援 

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備 

（基本理念） 

第三条 こども施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されるととも

に、差別的取扱いを受けることがないようにすること。 

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛さ

れ保護されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他

の福祉に係る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法（平成十八年法律第百二

十号）の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全

ての事項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保さ

れること。 

四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、

その最善の利益が優先して考慮されること。 

五 こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義

的責任を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分な支援を

行うとともに、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様の養育環境を

確保することにより、こどもが心身ともに健やかに育成されるようにすること。 
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六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備するこ

と。 

（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）にのっとり、こども施

策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の地方公

共団体との連携を図りつつ、その区域内におけるこどもの状況に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

（事業主の努力） 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者の職業生活及び家庭生活

の充実が図られるよう、必要な雇用環境の整備に努めるものとする。 

（国民の努力） 

第七条 国民は、基本理念にのっとり、こども施策について関心と理解を深めるととも

に、国又は地方公共団体が実施するこども施策に協力するよう努めるものとする。 

（年次報告） 

第八条 政府は、毎年、国会に、我が国におけるこどもをめぐる状況及び政府が講じた

こども施策の実施の状況に関する報告を提出するとともに、これを公表しなければな

らない。 

２ 前項の報告は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。 

一 少子化社会対策基本法（平成十五年法律第百三十三号）第九条第一項に規定する少

子化の状況及び少子化に対処するために講じた施策の概況 

二 子ども・若者育成支援推進法（平成二十一年法律第七十一号）第六条第一項に規定

する我が国における子ども・若者の状況及び政府が講じた子ども・若者育成支援施策

の実施の状況 

三 こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十四

号）第八条第一項に規定するこどもの貧困の状況及びこどもの貧困の解消に向けた対

策の実施の状況 

 

第二章 基本的施策 

（こども施策に関する大綱） 

第九条 政府は、こども施策を総合的に推進するため、こども施策に関する大綱（以下

「こども大綱」という。）を定めなければならない。 

２ こども大綱は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 こども施策に関する基本的な方針 

二 こども施策に関する重要事項 

三 前二号に掲げるもののほか、こども施策を推進するために必要な事項 

３ こども大綱は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。 

一 少子化社会対策基本法第七条第一項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処す

るための施策 
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二 子ども・若者育成支援推進法第八条第二項各号に掲げる事項 

三 こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第九条第二項各号に掲げる事

項 

４ こども大綱に定めるこども施策については、原則として、当該こども施策の具体的

な目標及びその達成の期間を定めるものとする。 

５ 内閣総理大臣は、こども大綱の案につき閣議の決定を求めなければならない。 

６ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、こども

大綱を公表しなければならない。 

７ 前二項の規定は、こども大綱の変更について準用する。 

（都道府県こども計画等） 

第十条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策につい

ての計画（以下この条において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努める

ものとする。 

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱

及び都道府県こども計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計

画（以下この条において「市町村こども計画」という。）を定めるよう努めるものとす

る。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都道

府県子ども・若者計画、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第十条

第一項に規定する都道府県計画その他法令の規定により都道府県が作成する計画であ

ってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成することができ

る。 

５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する市町村

子ども・若者計画、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第十条第二

項に規定する市町村計画その他法令の規定により市町村が作成する計画であってこど

も施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。 

（こども施策に対するこども等の意見の反映） 

第十一条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当た

っては、当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関係者

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

（こども施策に係る支援の総合的かつ一体的な提供のための体制の整備等） 

第十二条 国は、こども施策に係る支援が、支援を必要とする事由、支援を行う関係機

関、支援の対象となる者の年齢又は居住する地域等にかかわらず、切れ目なく行われ

るようにするため、当該支援を総合的かつ一体的に行う体制の整備その他の必要な措

置を講ずるものとする。 

（関係者相互の有機的な連携の確保等） 
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第十三条 国は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、医療、保健、福祉、教

育、療育等に関する業務を行う関係機関相互の有機的な連携の確保に努めなければな

らない。 

２ 都道府県及び市町村は、こども施策が適正かつ円滑に行われるよう、前項に規定す

る業務を行う関係機関及び地域においてこどもに関する支援を行う民間団体相互の有

機的な連携の確保に努めなければならない。 

３ 都道府県又は市町村は、前項の有機的な連携の確保に資するため、こども施策に係

る事務の実施に係る協議及び連絡調整を行うための協議会を組織することができる。 

４ 前項の協議会は、第二項の関係機関及び民間団体その他の都道府県又は市町村が必

要と認める者をもって構成する。 

第十四条 国は、前条第一項の有機的な連携の確保に資するため、個人情報の適正な取

扱いを確保しつつ、同項の関係機関が行うこどもに関する支援に資する情報の共有を

促進するための情報通信技術の活用その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 都道府県及び市町村は、前条第二項の有機的な連携の確保に資するため、個人情報

の適正な取扱いを確保しつつ、同項の関係機関及び民間団体が行うこどもに関する支

援に資する情報の共有を促進するための情報通信技術の活用その他の必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

（この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容についての周知） 

第十五条 国は、この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容について、広報

活動等を通じて国民に周知を図り、その理解を得るよう努めるものとする。 

（こども施策の充実及び財政上の措置等） 

第十六条 政府は、こども大綱の定めるところにより、こども施策の幅広い展開その他

のこども施策の一層の充実を図るとともに、その実施に必要な財政上の措置その他の

措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

第三章 こども政策推進会議 

（設置及び所掌事務等） 

第十七条 こども家庭庁に、特別の機関として、こども政策推進会議（以下「会議」と

いう。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 こども大綱の案を作成すること。 

二 前号に掲げるもののほか、こども施策に関する重要事項について審議し、及びこど

も施策の実施を推進すること。 

三 こども施策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

四 前三号に掲げるもののほか、他の法令の規定により会議に属させられた事務 

３ 会議は、前項の規定によりこども大綱の案を作成するに当たり、こども及びこども

を養育する者、学識経験者、地域においてこどもに関する支援を行う民間団体その他

の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

（組織等） 

第十八条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 
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２ 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第九条第一項に規定する特命担当大臣

であって、同項の規定により命を受けて同法第十一条の三に規定する事務を掌理する

もの 

二 会長及び前号に掲げる者以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

（資料提出の要求等） 

第十九条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行

政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることが

できる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規

定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十条 前三条に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令

で定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和五年四月一日から施行する。 

（検討） 

第二条 国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況及びこども

施策の実施の状況を勘案し、こども施策が基本理念にのっとって実施されているかど

うか等の観点からその実態を把握し及び公正かつ適切に評価する仕組みの整備その他

の基本理念にのっとったこども施策の一層の推進のために必要な方策について検討を

加え、その結果に基づき、法制上の措置その他の必要な措置を講ずるものとする。  
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